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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成３０年 ６月１３日 

自   午前１１時０３分 

至   午前１１時０９分 

於     委員会室 ３   

 
 

２、出席委員の氏名 

委 員 長 里脇 清隆 君 

副 委 員 長 山本 由夫 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   瀬川 光之 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   坂本  浩 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１１時０３分 開会 ― 
 

【里脇委員長】ただいまから環境生活委員会を

開会いたします。 

まず、議事に入ります前に、松島委員が、去

る６月１０日に行われました南島原市長選挙の

立候補に伴い、６月３日付けで議員辞職となっ

ております。 

それに伴う委員席の変更につきましては、お

手元に配付いたしております委員配席表のとお

り決定したいと存じますので、ご了承をお願い

いたします。 

これより議事に入ります。 

 まず会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。 

 会議録署名委員は、八江委員、外間委員のご

両人にお願いいたします。 

本日の委員会は、平成３０年６月定例会にお

ける本委員会の審査内容等を決定するための委

員間討議であります。 

 審査方法について、お諮りいたします。 

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

うこととしたいと思いますが、ご異議ございま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

ご異議ないようですので、そのように進める

ことといたします。 

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。 

しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時０５分 休憩 ― 

― 午前１１時０８分 再開 ― 
 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者に正式に通知すること

といたします。 

ほかにご意見はございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

ほかにないようですので、これをもって本日

の環境生活委員会を終了いたします。 

お疲れ様でした。 
 

― 午前１１時０９分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成３０年６月２６日 

自   午前１０時 ２分 

至   午後 ２時３２分 

於   委 員 会 室 ３ 

 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 里脇 清隆 君 

副委員長(副会長) 山本 由夫 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   瀬川 光之 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   坂本  浩 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

土 木 部 長 岩見 洋一 君 

土 木 部 技 監 藤田 雅雄 君  

土 木 部 次 長 天野 俊男 君 

土 木 部 参 事 監 
（街づくり推進担当） 

髙宮 茂隆 君 

監 理 課 長 井上 和広 君 

建 設 企 画 課 長 佐々 典明 君 

建設企画課企画監 川添 正寿 君 

新幹線事業対策室長 鈴田  健 君 

都 市 政 策 課 長 植村 公彦 君 

道 路 建 設 課 長 大塚 正道 君 

道 路 維 持 課 長 馬場 一孝 君 

港 湾 課 長 近藤  薫 君 

河 川 課 長 浦瀬 俊郎 君 

河 川 課 企 画 監 松本 憲明 君 

砂 防 課 長 田中 比月 君 

建 築 課 長 三原 真治 君 

営 繕 課 長 平松  彰 君 

住 宅 課 長 高屋  誠 君 

住 宅 課 企 画 監 﨑野 義人 君 

用 地 課 長 佐々木健二 君 

 
 

６、審査事件の件名 

○予算決算委員会（環境生活分科会） 

第95号議案 

平成30年度長崎県一般会計補正予算（第1号）

（関係分） 

報告第2号 

 平成29年度長崎県一般会計補正予算（第9号）

（関係分） 

報告第11号 

 平成29年度長崎県港湾施設整備特別会計補

正予算（第3号） 

報告第12号 

 平成29年度長崎県流域下水道特別会計補正

予算（第3号） 

報告第14号 

 平成29年度長崎県港湾整備事業会計補正予

算（第3号） 

報告第15号 

 平成29年度長崎県交通事業会計補正予算（第

3号） 
 
 

７、付託事件の件名 

〇環境生活委員会 

 （1）議 案 

第100号議案 
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長崎県都市計画審議会条例の一部を改正す

る条例 

第101号議案 

長崎県港湾管理条例の一部を改正する条例 

（2）請 願 

な  し 

（3）陳 情 

・壱岐海域における海砂採取に関する陳情書 

・平成31年度 県の施策等に関する重点要望事 

 項 

・要望書（松浦魚市場再整備への財政支援につ

いて 他） 
 
 

８、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ２分 開会 ― 
 

【里脇委員長】 おはようございます。 

 ただいまから、環境生活委員会及び予算決算

委員会環境生活分科会を開会いたします。 

 それでは、これより議事に入ります。 

 今回、本委員会に付託されました案件は、第

100号議案「長崎県都市計画審議会条例の一部

を改正する条例」ほか1件であります。そのほ

か陳情3件の送付を受けております。 

 なお、予算及び予算に係る報告議案につきま

しては、予算決算委員会に付託されました予算

及び報告議案の関係部分を、環境生活分科会に

おいて審査することとなっておりますので、本

分科会として審査いたします案件は、第95号議

案「平成30年度長崎県一般会計補正予算（第1

号）」のうち関係部分ほか5件であります。 

 次に、審査方法についてお諮りいたします。 

 審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順で行うこととし、各部局ごとに、お手元に

お配りしております審査順序のとおり行いたい

と存じますが、ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の

人事異動に伴う新任幹部職員について、5月の

委員会の際に出席していなかった職員の紹介が

ありますので、これを受けることにいたします。 

【岩見土木部長】 土木部の新任幹部職員をご紹

介いたします。 

（各新任幹部職員紹介） 

 以上でございます。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 なお、本日は、港湾課、井手企画監より、欠

席する旨の届出が出ておりますので、ご了承を

お願いいたします。 

 それでは、これより審査に入ります。 

 これより、土木部関係の審査を行います。 

【里脇分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算及び予算に係る報告議案を議題といたし

ます。 

 土木部長より、予算及び予算に係る報告議案

について、説明をお願いいたします。 

【岩見土木部長】 土木部関係の議案についてご

説明いたします。 

 予算決算委員会環境生活分科会関係議案説明

資料の土木部をお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第95号議案「平成30年度長崎県一般会計補正予

算（第1号）」のうち関係部分、報告第2号知事

専決事項報告「平成29年度長崎県一般会計補正

予算（第9号）」のうち関係部分、報告第11号

知事専決事項報告「平成29年度長崎県港湾施設

整備特別会計補正予算（第3号）」、報告第14
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号知事専決事項報告「平成29年度長崎県港湾整

備事業会計補正予算（第3号）」のうち関係部

分であります。 

 第95号議案「平成30年度長崎県一般会計補正

予算（第1号）」のうち土木部関係の歳入・歳

出予算は、それぞれ記載のとおりであります。 

 補正予算は、公共事業に対する国の内示に伴

い、海岸高潮対策費4,221万円の増、港湾改修費

9億4,972万8,000円の増、火山砂防費1億6,222

万5,000円の増、緊急情報基盤整備費4,189万

2,000円の増、地滑り対策費9,761万1,000円の

増、砂防基礎調査費3億755万5,000円の増を計

上いたしております。 

 次に、知事専決事項報告についてご説明いた

します。 

 本件は、さきの3月定例県議会の予算決算委

員会において、専決処分により措置することに

ついて、あらかじめご了承いただいておりまし

た平成29年度予算の補正を、3月30日付で知事

専決処分させていただいたものであります。 

 このうち、報告第2号知事専決事項報告「平

成29年度長崎県一般会計補正予算（第9号）」

の主な内容は、事業費の変更に伴う減等で、広

域河川改修費6,689万6,000円の減、平成29年災

害復旧費6,200万円の減、道路維持費5,145万

3,000円の減などを補正いたしております。 

 また、報告第11号知事専決事項報告「平成29

年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第

3号）」、報告第14号知事専決事項報告「平成

29年度長崎県港湾整備事業会計補正予算（第3

号）」については、それぞれ記載のとおりであ

ります。 

 このほか、繰越計算書報告についても記載の

とおりであります。 

 なお、繰越計算書報告については補足説明資

料を配付させていただいております。 

 以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【里脇分科会長】 次に、監理課長より補足説明

を求めます。 

【井上監理課長】 土木部関係の繰越計算書報告

について、補足してご説明いたします。 

 お手元にお配りしております課長補足説明資

料の1ページ、繰越額理由別調書をご覧くださ

い。 

 表の縦の部分が款項目の予算科目、横の区分

が繰越額の理由別内訳となっております。表の

左端の欄を上から見ていただきますと、総務費、

土木費、災害復旧費、その下が一般会計合計、

平成29年度であります。 

 平成29年度の一般会計の合計は①の欄にな

りますが、393件333億5,749万5,000円、このう

ち3月の経済対策補正予算に係る繰越が②の欄

になりますが、138件121億4,652万3,000円、一

般会計合計からこの分を除いた通常分が③の欄

になりますが、255件212億1,097万2,000円とな

っております。 

 今回の繰越額の特殊要因としまして、新幹線

整備事業、石木ダム建設事業、ＪＲ長崎本線連

続立体交差事業及び災害復旧事業がございます

が、特殊要因に係る繰越額を一般会計の通常分

③から除きますと④の欄になりますが、236件

80億3,802万4,000円となっております。 

 平成29年度の繰越額を平成28年度の繰越額

と比較しますと、一般会計合計では①－⑤の欄

になりますが、件数は133件の減、繰越金額は

69億8,082万6,000円の増となっており、ここか

ら経済対策を除いた通常分、③－⑦の欄になり
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ますが、件数は110件の減、繰越金額は35億

1,465万2,000円の増となっており、特殊要因を

除きますと④－⑧の欄になりますが、件数は38

件の減、繰越金額は32億477万9,000円の減とな

ります。 

 次に、港湾施設整備特別会計の繰越額が⑨の

欄になりますが、2件1億560万円となっており、

一般会計と合わせた土木部合計は⑩の欄になり

ますが、395件334億6,309万5,000円となってお

ります。 

 次に、一般会計合計①の欄の繰越額を理由別

にご説明いたします。表の右の方に、繰越理由

を6つに区分して整理をしております。 

 まず、地元調整に係る繰越額は146件88億

2,852万円。具体的には、関係機関や関係者との

調整、工事施工に伴い発生する騒音や振動など

の地元調整などに日数を要したため繰越しとな

るものでございます。 

 次に、用地補償額に対する不満や代替地の要

求、家屋移転に日数を要したものなど用地補償

に係る繰越額が48件20億7,823万2,000円。 

 工法の検討や当初想定していなかった諸条件

の変更に伴う設計変更に日数を要したものなど、

設計、工法等に係る繰越額が38件17億1,389万

6,000円。 

 事業決定の遅れ・補正にかかる繰越額には経

済対策補正に係る繰越額も含んでおりますが、

152件123億407万円。 

 資機材や人材のひっ迫、入札の不落・不調に

係る繰越額が8件9,579万円、その他として新幹

線整備事業の負担金に係る繰越額が1件83億

3,698万7,000円となっております。 

 予算については本来、年度内に執行すべきも

であり、事業効果の早期発現のため引き続き事

業の早期執行に努力するとともに、できる限り

繰越額を縮減するよう努めてまいります。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

【里脇分科会長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、これより予

算及び予算に係る報告議案に対する質疑を行い

ます。 

 質疑はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算及び予算に係る報告議案に対する質疑・

討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第95号議案のうち関係部分、報告第2号のう

ち関係部分、報告第11号及び報告第14号は、原

案のとおり、それぞれ可決・承認することにご

異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算及び報告議案は、原案のとおり

それぞれ可決・承認すべきものと決定されまし

た。 

【里脇委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 議案を議題といたします。 

 土木部長より総括説明をお願いいたします。 

【岩見土木部長】 土木部関係の議案についてご

説明いたします。 

 環境生活委員会関係議案説明資料、土木部を

お開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、
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第100号議案「長崎県都市計画審議会条例の一

部を改正する条例」、第101号議案「長崎県港

湾管理条例の一部を改正する条例」で、その内

容は記載のとおりであります。 

 なお、これらの議案については、補足説明資

料を配付させていただいております。 

 次に、土木部関係の議案外の報告事項につい

てご説明いたします。 

 今回、ご報告いたしますのは、和解及び損害

賠償の額の決定について、公共用地の取得状況

についてで、その内容は記載のとおりでありま

す。 

 次に、土木部関係の主な所管事項についてご

説明いたします。 

 今回、ご説明いたしますのは、幹線道路の整

備について、石木ダムの推進について、九州新

幹線西九州ルートの建設推進について、長崎県

行財政改革推進プランに基づく取り組みについ

てで、その内容は記載のとおりであります。 

 以上をもちまして、土木部関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【里脇委員長】 次に、都市政策課長より補足説

明を求めます。 

【植村都市政策課長】 第100号議案「長崎県都

市計画審議会条例の一部を改正する条例」につ

いて、補足して説明いたします。 

 課長補足説明資料の1ページをご覧ください。 

 長崎県都市計画審議会は、都市計画決定にか

かる事項等を審議するため、都市計画法の規定

に基づき設置する附属機関でありまして、審議

会の組織及び運営に関し必要な事項は条例で定

めることとされております。 

 また、審議会を組織する委員につきましては、

国の政令により、学識経験のある者、関係行政

機関の職員、市町村長を代表する者、都道府県

議会の議員及び市町村議会の議長を代表する者

を任命することと規定されております。 

 今回の改正は、人口減少や少子高齢化の進展

など社会情勢の変化に応じた様々な新たな課題

に対応しまして、賑わいのある都市づくりを推

進するため、委員定数の上限を変更するなど所

要の改正を行うものでございます。 

 具体的な改正の内容についてご説明いたしま

す。 

 学識経験のある者の委員定数の上限を、さら

なる多分野の観点や民間の視点を取り入れられ

るよう、現在の7人以内から3人増員しまして10

人以内に改めたいと考えております。現在の都

市計画、建築、農業、法律、経済、商工業、環

境衛生、この7つの分野の方々に加え、新たに

防災、公共交通、景観の分野の方々に就任いた

だくことを予定しております。 

 一方、関係行政機関の職員の委員定数の上限

は、現在の任命状況が建設や運輸など都市計画

と密接に関係のある行政機関に限定しておりま

す状況を踏まえ、現在の8人以内から3人減員し

5人以内に改めたいと考えております。 

 また、組織改正によりまして都市計画課が都

市政策課に変更されたことに伴い、審議会等の

庶務を担当する部署を、「内部組織の設置に関

する条例」に規定されております組織名に合わ

せ、「土木部都市計画課」から「土木部」に変

更しようとするものでございます。 

 なお、この条例の改正は、公布の日から施行

することとしております。 

 以上で第100号議案の補足説明を終わります。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【里脇委員長】 次に、港湾課長より補足説明を
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求めます。 

【近藤港湾課長】 第101号議案「長崎県港湾管

理条例の一部を改正する条例」について、補足

してご説明いたします。 

 環境生活委員会課長補足説明資料の2ページ

をご覧ください。 

 今回の条例改正につきましては、長崎港の県

営常盤南駐車場の使用料の設定と、後に同駐車

場及びドラゴンプロムナードなどを指定管理者

制度導入施設に追加するため、長崎県港湾管理

条例の一部改正を行うものでございます。 

 まず、1の県営常盤南駐車場の使用料の設定

（第1条関係）についてご説明いたします。 

 長崎港につきましては、東アジアのクルーズ

需要の拡大によりクルーズ船の寄港が急増する

とともに、船舶の大型化が進んでいます。 

 そうした中、長崎港に寄港するクルーズ船の

うち、中国系乗船客の多くはツアーバスで観光

していますけれども、松が枝国際ターミナル周

辺に駐車場がないことから、県では、県営常盤

駐車場の南側部分につきましてツアーバスの乗

降場所として無料で開放しております。 

 当該駐車場につきましては、これまで簡易な

舗装しか施していなかったことから、待機車両

の増加によりまして沈下やわだちが多く発生し

ておりまして、バスの走行や乗客の方々の乗降

に支障を来していました。 

 このため、昨年度、アスファルト舗装を行う

とともに区画割を見直しまして、最大130台の

バスが駐車できるようにいたしました。 

 また、従来からクルーズ船の寄港時には、駐

車場やその出入口周辺に警備員を配置し、ツア

ーバスや乗客の安全かつ円滑な誘導も行ってい

ます。 

 以上のことから、今後の維持・修繕の費用も

含め適正な負担を利用者に求めるため、今回、

クルーズ船ツアーバスの使用料を新設する目的

で条例を改正するものでございます。 

 なお、徴収した使用料につきましては、施設

整備や維持管理の費用に充て、さらなる利便性

の向上を図ることとしております。 

 また、昼間の観光中の駐車場所としてもツア

ーバスを受け入れることで、市内交通混雑の緩

和を図るとともに、観光地や商店街へ足を運ぶ

機会を増やし、観光消費の拡大につなげたいと

考えております。 

 （3）の改正内容でございますが、先ほど改

正理由で説明しました県営常盤駐車場を利用す

るツアーバスから使用料の徴収を行うため、資

料3ページの図－1にありますように、条例に記

載されている料金表に県営常盤駐車場の南側部

分を県営常盤南駐車場とする新たな区分を設け、

ツアーバスの使用料も新たに設定いたします。

使用料は1台につき1日当たり2,000円とし、1日

何回でも出し入れが自由にできるようにいたし

ます。 

 条例施行日につきましては、平成30年9月1日

を予定しております。 

 参考までに（4）に九州他港の状況をつけて

おりますが、博多港におきましても平成28年4

月からツアーバスの使用料を徴収しており、使

用料は同額の2,000円となっております。 

 （5）使用料の考え方でございますが、アス

ファルト舗装等の工事改良費、出入口ゲートの

保守点検やバス誘導の警備員の配置等の維持管

理費を基本に、博多港の事例も参考にしながら

算定をしています。 

 続きまして、2の指定管理者制度導入施設の

追加でございます。5ページをご覧ください。 

 今回新たに指定管理者制度を導入する施設に
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つきましてご説明いたします。図－2「指定管

理者制度導入施設の追加」のうち、斜線でハッ

チングをしている部分となりますが、上の図面

の元船地区におきましては、中央のドラゴンプ

ロムナード及びその右側のプラタナス広場の2

施設、下の図面の常盤・出島地区につきまして

は、先ほどツアーバスの使用料を設定する場所

としてご説明いたしました左側の県営常盤南駐

車場、及びその右側の三角広場の2施設、合わ

せて4施設となります。 

 4ページをご覧ください。 

 元船地区、常盤・出島地区の長崎港ベイエリ

アにおきましては、現在、（3）に記載してい

る表の左側、改正前の欄にある港湾施設につい

て指定管理者制度を導入していますけれども、

本年度、現在の指定管理期間が終了するため、

同施設にかかる平成31年度からの指定管理者

の公募を行う必要がございます。 

 次期指定管理者の更新に当たりましては、民

間のノウハウを活用することで、さらなる県民

サービスの向上と県の人件費など経費の節減を

図るため、一体的に活用することが望ましい、

先ほどの4施設を追加したいと考えています。 

 これに伴う条例改正の内容は、（3）の表に

記載しているとおりでございます。 

 4ページの3、一番下にありますけれども、今

後の具体的な流れをお示ししています。本議会

で承認が得られれば、（1）のとおり、公布の

日から周知期間をとった平成30年9月1日から、

県が直営で県営常盤南駐車場のツアーバスの使

用料を徴収することとなります。 

 その後、（2）のとおり、公布の日から起算

して1年を超えない範囲で規則に定める日とな

っていますが、予定では平成31年4月1日を想定

しています。長崎港ベイエリアの指定管理者の

更新に合わせ、県営常盤南駐車場など4施設を

指定管理者導入施設として追加することとなり

ます。 

 これに伴いまして、（3）のとおり施設の管

理業務が県から指定管理者に移行いたしますの

で、これをもちまして、港湾管理条例のうち県

営常盤南駐車場の使用料にかかる部分と長崎港

プロムナード管理条例を廃止するということに

なります。 

 以上で補足説明を終わります。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【里脇委員長】 以上で説明が終わりましたので、

これより議案に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

【坂本(浩)委員】 今の条例議案について、質問

を幾つかさせていただきます。 

 まず、県営常盤南駐車場の使用料の設定です

けれども、観光バスは従来どおりということで、

ツアーバスを今度新たにということです。 

 ここの近くに松が枝駐車場というんですかね、

グラバー園を下ったところに市営と県営とたし

かあったと思うんですけれども、ここにツアー

バスは普段は入らないんですか。 

【近藤港湾課長】 松が枝駐車場と旧香港上海銀

行の脇にある松が枝第2駐車場は長崎市営の駐

車場で、今までは常盤駐車場からあふれた部分

についてクルーズ用のツアーバスを受け入れて

いただきましたけれども、先ほどご説明いたし

ましたとおり、区画を見直しまして最大130台

停められるようになりました。なおかつ松が枝

ターミナルの脇にも10数台、16台ですかね、停

めるスペースがございますので、この中でクル

ーズ船のツアーバスについては全て受け入れる

ことが可能になっています。 

【坂本(浩)委員】 そうしたら、前提として松が
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枝の市営駐車場には、もうツアーバスは基本的

に入らないということだと思うんですけれども、

もし仮にあふれて入った場合に、その時の料金

はどういうふうになるんですか。 

【近藤港湾課長】 クルーズ船用のツアーバスに

つきましては、今回有料化することによってタ

ーミナルビルで手続を行いまして、そこで無料

のプレートみたいなものをツアーガイドさんが

持っていってバスに掲げていただくことによっ

て無料の処理をするんですけれども、基本、そ

のツアーバスについては、今は長崎港湾漁港事

務所が手続を行っていますけれども、前日まで

に申し込みをしていただいて、そこで割当てを

しておりますので、あふれるということは今の

ところ考えておりません。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。 

 それと、随分先の話になるかもしれないんで

すけれども、いわゆる2バース化になった時に、

今はほぼ1隻ですよね、1隻が入って130台とい

うことですけれども、それが2バース化になっ

て16万トンとか10万トンが2隻同時に入ってき

た場合に、ツアーバスもかなりあふれてくるん

じゃないかというふうに思うんですけれども、

そこら辺はどう認識されていますか。 

【近藤港湾課長】 2バース化になった時のツア

ーバスの配置というんでしょうか、駐車場所と

いうことでしょうけれども、今現在考えており

ますのは、2バースになった時のターミナルの

敷地にツアーバス用の駐車場も計画しておりま

す。それと、従来ある常盤駐車場並びに松が枝

ターミナル裏の駐車場、あわせて3カ所になり

ます。それで対応していきたいと考えておりま

す。 

【坂本(浩)委員】 了解しました。 

 それと、第101号議案の指定管理者制度の説

明がありました。県営常盤南駐車場と3カ所の

広場、ドラゴンプロムナードとプラタナス広場

と三角広場ですけれども、改正理由のところに、

指定管理者に移って民間のノウハウを活用する

ことで、さらなる県民サービスの向上、経費節

減ということです。 

 ドラゴンプロムナードと三角広場とプラタナ

ス広場は、言えば単なる広場で、今、どんな活

用をしているのかなということがあるんですけ

れども、いかがですか。そこら辺の今の活用の

中身というんですかね。 

【近藤港湾課長】 ドラゴンプロムナード、プラ

タナス広場、三角広場の活用についてのご質問

でございます。 

 三角広場につきましては、皆さんご存じかと

思いますけど、いろんなイベント事での活用が

図られております。出島ワーフとか水辺の森公

園で行われるイベントのサブステージみたいな

形をとってみたりとかですね。あと、おくんち

用の石畳もつくっておりますので、周辺のだし

の練習場所にも活用されております。 

 ドラゴンプロムナードにつきましては、前回

議会の時にもご説明いたしましたけれども、修

学旅行生の龍踊り体験をやったりとか、写真撮

影会に活用されたりとか、若者が上がっていっ

て展望してみたりとか。この間の議会で少し知

名度も上がりまして、それによって展望してみ

たいという方も多少増えているみたいで、そう

いった長崎港を展望できる場所としても活用さ

れているという状況でございます。 

 プラタナス広場につきましては、基本的に緑

地なものですから、どちらかというと活用とい

う意味ではあまり使われていないのかもしれま

せんが、その前面の岸壁に軍艦島用のクルーズ

船が発着しておりまして、この方々の休憩場所
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とか、結婚式の写真撮影とかにも使われている

みたいです。 

【坂本(浩)委員】 今からまた民間のノウハウを

活用するということで、港周辺の元船、常盤・

出島のさらなる活用で、人がたくさん来ること

はぜひしてもらいたいんですけれども。 

 その場合に、ドラゴンプロムナードに私も何

回か行ったことがあるんですが、例えば階段の

手すりが少しさびていたり、そういう補修とか

が必要になってくるんじゃないかと思うんです

けれども、それは基本的に指定管理者の責任に

おいて、県の施設ですけれども、やるという理

解でいいんですか。 

【近藤港湾課長】 従来の指定管理者と同様に、

小規模なといいますか、250万円ぐらいの維持

補修につきましては指定管理の範囲の中でやっ

ていただきたいというふうに思っています。 

【坂本(浩)委員】 小規模なものは指定管理者の

責任でやって、非常に大規模な部分については、

改めて県の方で支出するという理解でいいんで

すか。わかりました。 

 それで、ここは海に面しています。ドラゴン

プロムナードは柵もあって2階ですから、そう

ないと思うんですけど、プラタナス広場、三角

広場はまさに海に直接面しているということで、

いわゆる安全面ですよね。別に民間になるから

安全面がおろそかになるということは考えない

んですけれども、今ざっと見ただけで、例えば

救命のための浮き輪というんですか、あれも幾

つかありますし、そこら辺の点検もきちんとや

らないと救命用として役に立たないということ

も出てきますので、安全面の対策についてはき

ちんとしていただきたいというふうに思ってい

るんですけれども、そこら辺の認識はいかがで

すか。 

【近藤港湾課長】 ドラゴンプロムナードとかプ

ラタナス広場を指定管理者にゆだねることによ

って、県庁舎がこちらに移ってくる、並びに元

船周辺にオフィスビルが建ったりということで

かなり人の流れが変わりつつある中で、この両

施設の利活用というのはかなり、過去にも増し

て増えてくるんだろうと思っていますので、そ

ういった人の流れに対しても、きちんと安全が

確保できるように、指定管理者も含め我々も、

そういった安全面には十分に配慮しながら運営

してもらいたいと考えております。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【川崎委員】 第101号議案について、2点お尋

ねいたします。 

 指定管理者に出されるということ、民間の活

力を活用して利用されるということについては

大賛成でございますので、賑わいをもたらせて

いただければと思っているんですが。 

 まず、常盤南駐車場の料金の件ですけれども、

これはいずれ管理条例が廃止をされるというこ

とからすると、2,000円の設定については、今後、

指定管理者が判断をするということでよろしい

んですか。 

【近藤港湾課長】 使用料の設定につきましては、

指定管理者に移行したと同時に指定管理者の判

断になるかと思いますけれども、2,000円の設定

に当たっては警備費用とか維持管理費用も当然

見込んでおります。そのうち警備費用が結構か

かっておりますので、その分で指定管理者自ら

警備員を雇ったりとかということで対応してい

くんだと思いますが、それに見合う金額であれ

ば2,000円以下でも構わないのかもしれません

が、ただし、一度こういった形で設定した以上、

それを大幅に変えるということについては、や

はり県との相談が必要になってまいりますので、
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2,000円の範囲の中で協議をしながら検討して

いくことになろうかと思います。 

【川崎委員】 逆に上ぶれといいますか、2,000

円を上げるということも一つは考えられますの

で、ぜひそこは調整をしながら安定的にやって

いただきたいと思います。 

 もう1点は三角広場ですけれども、一般質問

とか委員会でも質疑させていただいているんで

すが、大型のクルーザーといいますか、メガヨ

ットと通称言うみたいですが、停泊をしたこと

が過去にあったかと思います。そういった停泊

に関する管理も、この指定管理の中に入ってき

ますか。 

【近藤港湾課長】 三角広場の中で指定管理者に

ゆだねる部分は、岸壁の背後のアスファルト舗

装をした、いわゆる野積み場的な扱いをしてい

るところでございますので、前面の係船許可等

については、従来どおり県の方で管理していき

たいと思っています。 

【川崎委員】 そうしますと、停泊に関しては県

の方に申請、許可を得るようになると。一方で

陸地側は指定管理者が何かイベントを考えたり

するということであると、そこもやっぱり調整

をしながらということになってくるわけですね。 

【近藤港湾課長】 そもそも三角広場を有効活用

せんがための指定管理者でございますので、前

面に係船する船舶であるとか、そういった利活

用等については、県と指定管理者としっかり連

携しながら取り組んでまいりたいと思っていま

す。 

【川崎委員】 最後は提案といいますか、もうい

っそのこと一体的に指定管理で出されて、海の

部分も有効活用したらどうかなと思いますが、

いかがでしょうか。 

【近藤港湾課長】 私個人的にはそれも十分ある

かと思うんですが、基本的に岸壁等については

国有施設であったり公共施設でございますので、

そこは指定管理にはゆだねられないというふう

になっていますので、そこはしっかり官の方で

管理をしていきたいと思っています。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【渡辺委員】 まず、第100号議案で上限の定数

を変更しようと提案されておりますけれども、

これは九州各県と比べて、大体妥当な線の定員

の上限の設定なのかどうなのか、その辺をお示

しいただけますか。 

【植村都市政策課長】 都市計画審議会の委員構

成、九州他県との比較についてのお尋ねでござ

いますが、学識経験者の人数のことでよろしい

ですかね。学識経験者の人数について、九州他

県の状況を申し上げますと、福岡県が8名、そ

れ以外の県は、現在の本県と同じく7名でござ

います。ただ、都市計画審議会の委員数全体に

占める学識経験者の割合で申しますと、本県が

現在35％なのに対しまして、他県は概ね40％前

後ということでございますので、学識経験者の

割合が長崎県は他県に比べると若干低いという

ことでございます。 

【渡辺委員】 わかりました。 

 そうしたら、今度は定員を減らそうとしてお

ります関係行政機関の職員の数です。変更前は

8人以内であったのが、現在の委員数は4人と半

分ですよね。これはなぜ、定員の8人の半分し

か人選していなかったんですか。 

【植村都市政策課長】 長崎県の都市計画審議会

条例を制定いたしました当初、昭和44年時点で

は、国からの通達に基づきまして、財務関係の

職員と農政関係の職員、通産関係の職員、運輸

関係、建設関係、それから国鉄の職員、警察の

職員、それに県の幹部職員ということで基本的
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に8名になりますが、この中から選ぶというこ

とになっておりました。 

 長崎県におきましても、当時は8名の行政機

関の職員に委員を委嘱しておりましたけれども、

その後、省庁の再編とか国鉄の民営化、あるい

は地方分権の流れの中で、都市計画を決定する

際にやり取りをするような密接な関係のある機

関というのが少なくなってまいりまして、現在

のところ、農政局、運輸局、地方整備局、警察

本部、この4機関のみ委嘱をさせていただいて

いる状況でございます。 

【渡辺委員】 都市計画の審議をする上で、関係

行政機関の職員の意見というのは非常に重要だ

と思いますので、これを減らすことによって支

障がないように、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

 それと第101号議案でお尋ねします。 

 今、水辺の森公園に100円パーキングがあり

ますよね。県営常盤駐車場は指定管理の中に入

っていないんでしょう。県立美術館の駐車場の

駐車料金の関係は指定管理に入っていないんで

しょう。 

 知りたいのは、常盤町100円パーキングの関

係が今、県の直営になっているのかどうなのか、

別の会社に指定管理されているのか。 

 そして、クレインハーバー長崎ビルができま

したね。あそこの1階も駐車場でしょう。あれ

はどうなっているのか。前は県営駐車場だった

もんやけん、その辺の駐車料金の管理はどうさ

れているのか、直営なのか、その辺を示してく

ださい。 

【近藤港湾課長】 まず、課長補足説明資料3ペ

ージの図面を見ていただいて、「改正前」の図

の真ん中付近にあります県営常盤駐車場の左側

を県営常盤南駐車場として、ツアーバスも有料

化し、将来的には指定管理者にゆだねるもので

すけど、北側の土地については県の直営の駐車

場になっています。 

 これにつきましては、出島ワーフは違います

けど、県立美術館の附置義務駐車場となってい

ますので、ある程度の駐車台数を確保しなけれ

ばいけないという観点もありますし、ここの土

地については基本的に売却しなければいけない

土地ということで、県営常盤駐車場の南側はＡ

ＩＧに売ったりしていますから、北側について

は将来的には売却をするというような土地でも

ございますので、ここについては県の直営で確

保しておきたいということで残しております。 

 おっしゃった水辺の森公園の駐車場について

は、指定管理者の管理になっています。 

 それとクレインハーバー長崎ビルが建ってい

る敷地については、もともと県の持ち物でござ

いましたけれども、産業労働部、産業振興財団

に売却をしてビルが建っております。それによ

って駐車場は県の管理から外れまして、産業振

興財団が直接運営する、港湾管理者ではなくて

違う方が運営している駐車場になっております。 

【渡辺委員】 わかりました。今のところは、そ

ういうものも含めて指定管理に移管するという

考えはないんですね、北側は。 

 北側は将来売却用地として県が管理していく

と港湾課長は答弁されたんですけど、これは将

来的に売却の方向なんですか。 

【近藤港湾課長】 将来的といいますか、もとも

とそういった目的で造成をした土地でございま

すので、今後の状況を見ながら、売却に向けた

動きになってくるのかと思っています。 

【渡辺委員】 あそこは今、美術館の駐車場とし

て利用しているものですから、美術館の駐車の

対策上も私は必要かと思っているので、売却は
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どうかなと意見だけは言うておきたいと思いま

す。 

 それと、プラタナス広場も今度は指定管理に

入れますね。プラタナス広場でイベントという

か、あるいは民間が借りたいと言った時に貸し

出すことはできるんですか。 

【近藤港湾課長】 今現在は、結婚式の写真撮影

であるとか、前面にある軍艦島クルーズのお客

様方の休憩場所であったりとか、おくんちの時

には緑地を使ってあそこで皆様が食事をしたり

とか休憩してもらったりというような、どちら

かというと公園的な場所ではございますけれど

も、真ん中に緑地がございまして、これを適正

に管理していただきたいというのが主目的でご

ざいます。 

 それと岸壁の間に幾らか余剰地がありまして、

そこを活用した何がしかのイベントは可能にな

っておりますので、そこを使って、民間の力を

使って、県庁前の広場であるとか、プラタナス

広場であるとか、ドラゴンプロムナードである

とか、そういった連携したイベント等があれば

活用も十分できるかと思っています。 

【渡辺委員】 わかりました。 

 そうしたら、元船広場も含めて同じ指定管理

者が管理すると理解しておっていいんですか。

新たに追加される3カ所を含めて。 

【近藤港湾課長】 今現在、元船広場、元船ター

ミナル並びに元船駐車場を指定管理者にゆだね

ていますけど、今回の公募でドラゴンプロムナ

ード、プラタナス広場も追加することで、同じ

指定管理者の守備範囲の中で活用していただき

たいというふうに思っています。 

【渡辺委員】 もう一点確認したいんですが、ド

ラゴンプロムナードの上に上っていく道が閉鎖

されておったですけど、あれはどうなっていま

すか。前は上の方まで行かれよったろ、先の方

からまた階段を上って。（発言する者あり）じ

ゃなくて、港の出口の方に。球形がある方さ、

玉がある方に行かれよったやかね。あれは今、

どうなっていますか。 

【近藤港湾課長】 ドラゴンプロムナードまで上

がった先の、球体のところに行ける道ですね。

そこはきちんと今、行けます。階段もきちんと

修理しました。 

【渡辺委員】 わかりました。 

 そこの場所も含めて指定管理者が管理すると

理解しておっていいですか。 

【近藤港湾課長】 指定管理者の中で、ドラゴン

プロムナードの玉の展望所も十分活用していた

だきたいと思っています。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【外間委員】 第100号議案の都市計画審議会の

定数の改正の件で、渡辺委員に関連して質問を

させていただきます。 

 ただいまは都市政策課、都市計画課でずっと

なれてきたものですから。 

 都市計画審議会は、長きにわたって長崎県内

のまちづくりに大変寄与してきた権威ある会議

というふうに理解しておりまして、その委員定

数の内容について都市政策課長から事前にご説

明をいただいて、学識経験者が7名から10名へ、

しかしながら行政機関が逆に人数を減らすとい

うことで、全体の枠の中で学識経験者と行政機

関との調整をなされたのかなというふうなこと

で。 

 まちづくりをやっていく上で非常に重要なこ

の審議会が、委員会構成を昭和44年から今日に

至るまで、人口減少対策も含めて、どういうま

ちづくりを考えていくかについて審議した結果

の人数というふうに理解はしておりますけれど
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も、議会側、あるいは町村会側の人数構成につ

いては触れずに、学識経験者と行政機関だけで

いじられていると。 

 その辺の人数構成について、一部はわかりま

したよ。他県と比べて学識経験者が、40％に対

して非常にうちは弱いからということは一定理

解できたんですが、県議会はしっかりと5人い

るし、市議会、町村会の人数は昭和44年から変

わらずにいかれると。 

 この決定について、決定権者である企画立案

提案者の都市政策課から、今回の委員の選定に

ついての総括というか、その辺をもう一回お聞

かせいただければと思います。 

【植村都市政策課長】 ただいまの外間委員のご

質問は、審議会の委員の中で、県議会の議員と

か市町村の長を代表する者、市町村の議会の議

長を代表する者、こういったところにも触れる

べきではないかとのご趣旨だったと思います。 

 私どもは、今回委員定数の見直しを行うに当

たりまして、当然今申し上げた議会関係の委員

とか、あるいは市町村長についても検討を行い

ました。 

 議会関係につきましては、行政機関の職員と

して農政、運輸、建設、警察といったところを

今、委嘱している状況でございますが、これら

に対して県民を代表して意見を言っていただく、

関係する県議会の議員の皆様にもぜひご意見を

いただきたいと思っておりまして、各常任委員

会の委員長、それと環境生活委員会、こちらは

土木部の行政を所管される委員会でございます

ので、そこについては委員長、副委員長に入っ

ていただきたいという趣旨でございまして、こ

れにつきましては今後も維持していきたいとい

うふうに思っておりました。 

 実際、最近の都市計画審議会の中で、議会の

代表として来ていただいている委員の皆様は非

常に活発で、適切なご意見をたくさんいただい

ておりまして、できましたら今の定数を維持し

たいと思っておりますが、先ほどの委員のご指

摘を踏まえまして、今後また考えてまいりたい

と思います。 

 また、市町村の長を代表する者、それから市

町村の議会の議長を代表する者につきましては、

やはりまちづくりの主体である市及び町の主体

的な意見を反映させる必要があるのではないか

ということで委嘱をしておりますが、市の規模

とかによって、抱える課題とか、それに対応し

ていくための考え方が異なってくるものという

ふうに考えておりまして、それぞれ市の代表、

町の代表というようなことで2名ずつの委員を

委嘱させていただいておりまして、これについ

ては今のところは当面維持するつもりでござい

ますが、これにつきましても、委員のご指摘を

踏まえて今後の課題として検討してまいりたい

と存じます。 

【外間委員】 ご答弁いただきまして、ありがと

うございました。 

 昭和44年から50年近くたって、国からの通達

によってできた財務とか国鉄とか警察とか、そ

ういうふうなことがまちづくりにとって必要か

どうかということを検討した結果、行政機関が

減ったという理由であれば、なるほどなという

ことで一定理解ができますし、人口減少対策も

含めて、これからのまちづくりのあり方にどう

しても学識経験者が必要であるということでの

増員と一定理解ができますが、合併して77あっ

た市町村が21になって、その分、議員も一気に

数千人減って、議員の意見が量から質に変わっ

ていったということで、求められるものはいろ

いろあろうかと思うし、私自身も議員の役割と
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して、少ない中にあって県のまちづくりにどう

関わっていくかということを、選ばれる側とし

てしっかりと意見をこういう審議会に反映して

もらえるよう、ある意味、格式の高い大変重要

な会議であるがゆえに、活発で適切な意見をし

っかり言うために5人の県議会議員が必要で、

これからのまちづくりの審議会をより効果的に

やっていくために、どうしてもこういった議員

関係が必要であるというご答弁だというふうに

理解をいたしましたけれども、必要であれば積

極的に、決定権者である執行権者の皆様方で、

この定数のあり方については、こういう場でど

んどん、どんどん出していただいて、必要なも

のは必要として、ただいまのようなご意見は結

構でございましたけれども、減らす時には思い

切って減らすというご提案もしていただければ

と。 

 一定、都市計画審議会の委員についての考え

方について了とすることで意見とさせていただ

きます。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

 ほかに質疑がないようですので、これをもっ

て質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。 

 議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。 

 第100号議案及び第101号議案は、原案のとお

り可決することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。 

 次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について、説明を求

めます。 

【井上監理課長】 「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した土木部関係の資料についてご説明いたしま

す。 

 提出しております内容は、補助金内示一覧表、

1,000万円以上の契約状況一覧表、陳情・要望に

対する対応状況、附属機関等会議結果報告、県

参与の委嘱についてとなっております。なお、

今回の報告対象期間は、平成30年2月から5月ま

でに実施したものでございます。 

 はじめに資料の1ページをお開きください。 

 県が箇所付けを行って実施する個別事業に関

し、市町等に対し内示を行った補助金について

記載をしております。1ページが直接補助分、2

ページから5ページまでが間接補助分となって

おります。 

 次に、資料の6ページをお開きください。 

 1,000万円以上の契約状況について、建設工事

関係の委託、建設工事、その他の3つに区分し、

契約状況一覧表、入札結果一覧表を添付してお

ります。6ページから475ページが平成29年度分

で、平成30年2月から3月に契約したものです。

476ページから552ページが平成30年度分で、平

成30年4月から5月に契約したものとなってお

ります。 

 次に、資料の553ページをお開きください。 

 知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

についての県の対応状況を記載しております。 

 次に578ページから584ページまで、附属機関
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等の会議結果を記載しております。 

 最後に585ページから最終ページまで、県参

与の委嘱について記載しております。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

【里脇委員長】 次に、政府施策に関する提案・

要望の実施結果について、説明を求めます。 

【佐々建設企画課長】 平成31年度政府施策に

関する提案・要望について、土木部関係の要望

結果をご報告いたします。 

 配付しております「平成31年度政府施策に関

する提案・要望について（土木部関係）」とい

う表題の資料、1枚ものですが、これをご覧く

ださい。 

 土木部関係につきましては、5月8日に当委員

会でご審議いただきました、九州新幹線西九州

ルートの整備促進について、西九州自動車道の

整備促進についてなど9つの重点項目について、

知事と議長が6月7日に、国土交通省の牧野副大

臣ほか7名に対して要望を行いました。 

 このうち九州新幹線西九州ルートにつきまし

ては、新幹線事業と密接に関連するＪＲ長崎本

線連続立体交差事業に関して、平成31年度末の

高架への切り替えに向けて必要となる予算の確

保を要望したところ、牧野副大臣より、「連続

立体交差事業の重要性については十分に把握し

ており、予算確保に向けて頑張りたい」とのご

意見をいただきました。 

 西九州自動車道及び地方創生を支える幹線道

路について、整備の促進と予算の確保を要望し

たところ、石川道路局長より、「国の事業及び

県の事業で連携しながら、幹線道路のネットワ

ークを早く形成していきたい」とのご意見をい

ただきました。 

 また、長崎港における大型クルーズ船の申し

込みや受け入れ状況を説明した上で、松が枝国

際観光船埠頭における岸壁2バース目の新規事

業化を要望したところ、菊池港湾局長より、「長

崎港はまちと港が近く、インバウンド効果が高

い。また、事業化については、クルーズ船の受

け入れ体制を含め、県と相談しながら検討させ

ていただきたい」とのご意見をいただきました。 

 以上が、土木部に関係する要望結果の概要で

あります。 

 今回の政府施策に関する提案・要望事項の実

現に向け、引き続き積極的に取り組みを進めて

まいります。 

 以上で報告を終わります。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、まず、陳情

審査を行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。陳情書番号は10番、15番、16番です。 

 陳情書について、何かご質問はありませんか。

【田中委員】 陳情・要望事項対応要旨という資

料をもらっています。これについてお聞きをし

ておきたいと思います。 

 まず、佐世保市から大変な量の要望がきてい

るみたいですね。ページ数にすると何ページか

な、10数ページ。これは、びっくりしていると

いうよりも毎年のことなので、進んでいないの

かなと思っているんですが、細目いろいろ言っ

ても、今日は時間が関係しますので、3点に絞

ってお聞きをいたします。 

 まず一つは、主要交通網関連事項として、針

尾バイパスの早期完成という佐世保市からの要

望が出ているんですね。 

 県の対応は、「現在施工中の江上交差点の立

体化工事は、去る平成30年2月に、国土交通大
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臣が平成31年度完成を発言されるなど、着実な

事業進捗が図られています。県としても、残る

区間について、一日も早い完成を国に要望して

いるところであり」と、着実な進捗が図られて

いると、これは間違いないんですかね。ちょっ

と聞きたいと思います。 

【大塚道路建設課長】 針尾バイパスの進捗につ

きましては、これまでも委員会、一般質問等で

もご答弁させていただいているとおり、今年2

月に国土交通大臣が、江上交差点の立体化工事

につきまして平成31年度完成をご発言される

など、事業の進捗としては着実に進んでいると

いうふうに県としては考えております。 

【田中委員】 もう終わりに近づいてきたという

ことですかね。昨年の予算に比べて大幅に減ら

されている。3分の1以下に減らされている。そ

れでも着実な進行と言えるのかどうかね。あと

のこと等々も考えて、私は懸念しているんだけ

れども。 

 わかっています、いろいろと何回も議論して

きたからね。しかし、あえて議事録に残してお

かないといかんのでね。本当に着実という感覚

を持っているんですか。 

【大塚道路建設課長】 委員ご指摘のとおり、昨

年度、一昨年度と比較いたしまして、今年度の

予算がご指摘のとおり少ないということは事実

でございます。 

 国の事業でございますので、予算づけにつき

ましては国のお考えに基づいて予算がつけられ

るものと思っております。県内ほかにもいろん

な事業がございますし。 

 ただ、県といたしましては、委員ご指摘のと

おり、江上の立体交差までは確かに平成31年度

までにできるということでございますけれども、

残る区間の4車線化の分も、まだかなり事業と

しては残っております。これにつきまして、県

としては、まだまだ残りがございますし、一刻

も早い完成を求めていきたいということで、こ

れまでも国に対して要望を続けておりますので、

今後もしっかりと要望しながら、国に予算をつ

けていただく努力をしていただきたいというふ

うに考えております。 

【田中委員】 来年1年度でできるという確約を

いただいたので、ありがたい話なんですが、残

工事がどのくらいあるのか、来年1年度の残工

事が。わかればお聞きしておきたい。 

 次に、安全を支える整備環境ということで、

2級河川の整備促進、日野川、早岐川、相浦川

とあるんですが、早岐川についてお聞きをして

おきたいと思います。 

 平成26年度に事業採択となって、今後も頑張

っていくというのはありがたい話なんですけれ

ども、もう30年、40年来の懸案事項が平成26

年に事業採択となった。これはこれでいいんで

すけれども、平成26、27、28、29、30、もう5

年かかっているんですね。まだ事業には着手で

きない。直接の事業ですよ、用地関係はやって

いただいているけれどもね。 

 40数件の用地買収をやらなきゃいかんので、

家屋補償をしなきゃいかんので、地元の該当す

る皆さん方が、「工事をやってくれ」じゃない

んだ、早く用地、家屋の補償をしてくださいと。

自分たちは何も反対していないんですよと、で

きるだけ早く用地、家屋の補償を進めてくださ

いと。 

 今の状況でいくと、まだ数年かかるだろうね。

全体が20年事業か30年事業かだけれども、段階

を追って用地交渉をやってもらったって、待っ

ている人は大変だ。事業も採択され、関係者も

賛成というか了解をしているわけだから、用地
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関係をできるだけ急いでほしいということなん

ですが、何か妙案はないでしょうかね。 

【浦瀬河川課長】 早岐川につきましては、平成

26年から平成45年までの長い工期を取って、全

体1,840メートルの事業について推進をしてお

ります。 

 その中で1期工事としまして、もともとの川

を切り替えて工事を行うんですけど、その区間

が河口から340メートルございますので、まず

は1工区としまして、その工事を1日も早く着工

するということで、今現在、そこの用地補償に

努めているところでございます。 

 県としましては、早岐川については近年の洪

水等の実績もございますので、予算についても

集中投資をして行うということで、大型物件の

病院については平成28年度から着工して、もう

移転も見込んでおりますし、予算については今

年度当初予算で4億3,000万円を確保して、新た

に9戸の家屋移転等の契約も見込んでおります。 

 県としましては、当初予算が限られています

ので、補正予算も含めて早岐川については集中

投資をして、市とともに引き続き用地の取得、

確保に努めていきたいと思っております。 

【田中委員】 あえて言わせてもらうけれども、

県から計画書の提示を受けて、一応もう平成31

年度から工事に入るような感じもあるんだけれ

ども、まだ用地が半分も解決していないわけだ

からね。だから、年度計画。 

 それは1,840メートルは言いませんよ。340メ

ートルも言いませんよ。県道から下、200メー

トルぐらいでしょうか、これについてはやっぱ

りある程度めどを立てて、年次計画があれば年

次計画を提示して進めていただかないと。20年

単位的な話をしてもらうと、待っている人は生

活設計ができない。あえてお願いをしておきた

いと思います。 

 もう1点は、交通渋滞対策で一般県道平瀬佐

世保線、広田工区の整備促進。 

 これも、私の記憶では14件ほど用地を確保し

なきゃいかん。家屋の補償をしなきゃいかん。

平成28年度から平成30年度だから、まだ3年目

といっても、これも想定されていた事業なので

ね。瀬戸中央橋の工事からいうと、1工区、2工

区、3工区みたいな感じで進んでいる事業なの

で、待っている人が多いのよ、早く用地の交渉

をやってもらいたいと。反対じゃないんですよ。

もう了解しているから早くやってほしいと、生

活設計ができないと、いつ家屋を交渉に来られ

るのか、いつ締結してもらえるのか。 

 ぜひ、用地の問題について部として検討をし

てもらわないと。早岐川で40数件、ここでも14

件、早岐地区だけでも、どうでしょうか、50件

ではもちろんきかないね、60件でもきかないぐ

らい用地交渉が残っているわけだから。 

 ぜひ、用地課長の見解も求めて終わりたいと

思います。 

【佐々木用地課長】 先ほどから答弁があります

ように、限られた予算の中でいかに用地の取得

を促進していくかということで、これまでも債

務負担行為を活用しまして、限られた予算を有

効に使うようにしてきております。 

 今後につきましては、用地先行取得のための

制度で用地基金というものもありまして、これ

まで土地だけについて活用してきておりました

けれども、建物移転が年度内に終わるものにつ

きましては、その用地については基金を活用し

て、なるべく用地の先行取得が促進していくよ

うに頑張っていきたいというふうに考えており

ます。 

【田中委員】 ようやく用地基金を家屋にも使い
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たいという話があったけれども、間違いない話

かな。用地基金は家屋には使えないということ

で困っていた。数年前からというより10年単位

の前から話をしていた経緯もあるんだけれども

ね。本当に検討して進んでいるのかどうか、用

地基金の問題については。 

【佐々木用地課長】 今お話ししましたのは、家

屋に対する用地基金の適用は、前回2月の委員

会でも同じようなお話をいただきましたけれど

も、年度を越えた場合、建物がなくなっており

ますので、公共予算での買い戻しが困難になる

と考えておりまして、建物の補償に関して基金

の適用というのは考えておりません。先ほどの

答弁は、建物があるもので建物が年度内に移転

完了するものについては、建物に関しては公共

予算を使わせていただいて、その底地、土地代

については基金を活用していきたいということ

を考えておりまして、建物等の補償に関しては

通常予算を適用していきたいというふうに考え

ております。 

【田中委員】 限られた予算、限られた予算と言

うけれども、基金については予算はあまり関係

なく、そのための基金なんだから。基金を積み

立てて先行投資できるようにしておかなければ。 

 反対じゃないんですよ、該当する人たちは。

できるだけ早く解結してもらえませんかと、逆

に我々は要望されるわけでね。そういう意味か

らは、20年の事業採択とか、30年の事業採択と

いうのはおかしいよ、いくら川にしたって。 

 だから、年度、年度、目標を定めて、ちゃん

と押さえてやってもらわないと、賛成したくて

も賛成できないような人が出てきますよ。あえ

て言わせていただいて終わります。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【外間委員】 私も佐世保市選出の議員として、

佐世保市から上がっているたくさんの要望事項

の中で、最重点事項である石木ダムの建設促進

に関する強い要望が上がっておりますので、こ

の点について1点だけお尋ねをしたいと思って

おります。 

 佐世保市にはダムが6つあって、大きな下野

原ダムというのが全体の半分ぐらいの水がめで

あると思います。そのほか5つのダムが佐世保、

県北、中央部に位置しているんです。一番古い

山の田ダムは110年、次が90年というふうに、

戦前につくられたダムが4つほどあって、耐用

年数を大幅に超えているダムがあって。 

 先般の一般質問で同僚議員から、石木ダムに

ついて、佐世保市民の節水の量については、土

木部長からもご答弁があったとおり、非常に水

を大切にしているという数値から、足りている

というよりもむしろ、辛抱しながら水に対する

節水を行っているということで。 

 それと同時に、この耐用年数を考えていった

時に、ダムの必要性が浮上していくわけであり

まして。 

 土木部としては、道路もトンネルも橋も長寿

命化対策を一生懸命やってこられて、県内にお

ける県が抱えるさまざまな公共のそういうもの

を長持ちさせようということで、さまざまな技

術を駆使して対応しているわけですが、どうな

んでしょう、このダムに関しての考え方につい

て。再度こういう見地からもダムの必要性を訴

えたいと思うんですけれども、ご見解をいただ

きたいと思います。 

【浦瀬河川課長】 外間委員から、佐世保市内の

水道専用ダムの話だったと思うんですけど、佐

世保市内には山の田ダムほか6つのダムがござ

いまして。 

 ダムの耐用年数については、一般的に大蔵省
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令の中で、例えばコンクリートダムであれば80

年というのがございます。ただ、全国的にダム

を見ると、それ以上経過したダムがございまし

て、110年以上たっているダムがございます。

県内でも、長崎市の本河内の低部ダムが115年

ということで、大蔵省令で言うダムの耐用年数

よりも伸びております。 

 佐世保市の広報等でダムの老朽化の話が掲載

されておりますけど、実際にダムのどこが老朽

化しているかといいますと、ダムの堤体とか、

特に金物でつくっているバルブ関係がさびて非

常に状況が悪いと。それとダムに土砂がたまり

まして、それによって容量が減るということが

ございまして、そのあたりが課題だということ

で佐世保市の方からも。そういう問題があると

いうことは認識しております。 

 ダムにつきましては、全国的に長寿命化計画

というものを立てておりまして、県におきまし

ても県管理河川、河川課で所管しています国土

交通省のダムにおきましては35ダムあります

けど、これについては全て長寿命化計画を立て

ております。 

 佐世保市におきましても、今現在、平成28年

から平成31年にかけて4年間で長寿命化計画を

立てるということで、今後、ダムの寿命以上に

長くもつように、計画を立てて維持管理をして

いくものと思っております。 

【外間委員】 35のダムについて長寿命化対策

を、平成28年から平成31年までの4年間かけて

しっかりやっていかれるというご答弁をいただ

いたので、一定了としますが、指摘があったよ

うに、放水管、送水管の腐食であるとか、ある

いは水底土砂がダム全体の2割以上たまってい

るので、しゅんせつとかいろんな方法で耐用に

ついて対策を考えていくんだということで、あ

りとあらゆる方法でダムを長寿命化させる必要

性があるという考えでご答弁をいただいたので

一定了としたいと思いますが、陳情の最重点項

目として、いずれにしてもそういったことも含

めて石木ダムの建設については最重要課題であ

るんだと、今までいろんなことをやっても、市

民が水を節水しても、そうやっていろんな腐食

管も直し、しゅんせつも行い、あらゆることを

やって、それでも生活用水を確保していく上で

石木ダムが必要であるということをどうぞご理

解した上で、今回の陳情について受けていただ

ければと思います。 

【浦瀬河川課長】 先ほどの私の説明で、ちょっ

と誤解があったかもしれませんので、補足説明

をもう一回、ちょっと修正という意味でさせて

いただきます。 

 長寿命化計画については、県の35ダムにつき

ましては、平成27年から平成29年までの3年間

で策定をしております。佐世保市の水道専用の

6ダムについては、平成28年から平成31年まで

の4年間で策定をすると聞いております。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

 ほかに質問がないようですので、陳情につき

ましては承っておくこととします。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 次に、政府施策に関する提案・

要望の実施結果について、質問はございません

か。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 次に、議案外所管事務一般につ
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いて、ご質問はございませんか。 

【川崎委員】 住宅行政についてお尋ねをいたし

ます。 

 前議会で、新たな住宅セーフティネットにつ

いて、概要、そして県が担う責務をお尋ねいた

しました。住宅供給促進計画を県が策定をしな

いといけない。登録目標戸数を2,500戸と定め進

めていくということでございました。法律は昨

年10月に制定されましたが、市町との連携不足、

関係部局との調整が間に合わず、今年度当初予

算の計上ができなかったというのが前回の答弁

でございました。 

 その後の進捗について、いかがでしょうか。 

【高屋住宅課長】 住宅セーフティネット制度の

進捗状況についてのご質問でございます。 

 まず、昨年の末に予算を計上できなかったと

いうことでございますが、現在、この制度につ

きましては、市町等と協議を進めながら活用の

検討を進めているところでございます。 

 今回の議会には補正予算は出せておりません

けれども、現在先行して検討しておりますのが

定住促進の施策であるとか産業振興の施策、こ

ういった主要な施策につきまして、例えば移住

者向けの住宅であるとか、外国人労働者向けの

住宅であるとか、そういった住宅の確保をする

際に民間の空き家等を活用できないかというこ

とを検討しているところでございます。そうい

った際に住宅セーフティネット制度を活用でき

るのではないかということで、県の関係部局で

あるとか地元市町と協議をしながら検討を進め

ているという状況でございます。 

 一方で、低所得者向けであるとか高齢者向け、

障がい者向けといった、いわゆる住宅確保要配

慮者向けのセーフティネット住宅の登録がなか

なか全国的に進んでいないというような状況が

ございます。こういった住宅の登録につきまし

ては、不動産団体とか市町を含めた居住支援協

議会の中で意見交換をしながら、どうすればこ

ういった住宅の登録が進むかを今後検討してま

いりたいと考えているところでございます。 

【川崎委員】 前回、高齢者と障がい者の方の県

営住宅への応募状況についてお尋ねをしました。

112戸の募集に対して685世帯が応募をし、競争

率が6.12倍と。子育てについては16戸の募集に

対して28世帯の応募、1.75倍と。つまり、住宅

確保要配慮者ということで言うと、まさに待っ

たなしの状況であるというふうに考えています。

先ほど、全国的になかなか進まないというお話

がありましたが、だからやっぱり県がイニシア

チブをとって、率先垂範してやるべきことかと

いうふうに思っております。 

 期待をされている方がたくさんいらっしゃっ

て、先ほどの倍率からいってもこれだけの方が

いらっしゃるわけですから、速やかに入居でき

るように、市町と調整を進めていただきたいと

いうふうに思います。 

 次に、県営住宅の連帯保証人のことでお尋ね

をいたします。 

 本年3月30日に国土交通省から、公営住宅へ

の入居に際しての取扱いについてというものが

発出をされました。資料を見ましたので簡単に

ご紹介しますが、「今般、民法改正によって個

人根保証契約において極度額の設定が必要とな

ったことや、近年、身寄りのない単身高齢者な

どが増加していることなどを踏まえると、今後、

公営住宅への入居に際し保証人を確保すること

がより一層困難となることが懸念をされている。

住宅に困窮する低額所得者への住宅提供という

公営住宅の目的を踏まえると、保証人を確保で

きないために入居できないといった事態が生じ
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ないようにしていくことが必要であり、保証人

の確保を公営住宅への入居に際しての前提とす

ることから転換すべきであると考える。このた

め、標準条例を改正し保証人に関する規定を削

除することとした」というふうに国土交通省か

ら出されています。 

 私も、保証人の確保がなかなか難しいという

ことでご相談をいただく県民の方が多くいらっ

しゃったのも事実であります。 

 県の対応について、お尋ねいたします。 

【高屋住宅課長】 公営住宅入居時に際しての連

帯保証人の取扱いについてのご質問でございま

す。 

 委員ご指摘のとおり、入居に当たって保証人

を確保できないということを理由に入居できな

い、応募できないという事態が生じないように

しなければいけないということは我々も重々承

知をしておりますが、一方で、保証人がいるこ

とによって、例えば緊急時の連絡先であるとか、

あるいは滞納が発生しかけた時には連帯保証人

の方から一言言っていただくことで、うまくそ

の辺が回っていくとか、保証人がいることによ

って良いこともたくさんございます。 

 一方で、どうしても保証人を見つけきれない

という方も中にはいらっしゃるということで、

そういった場合にどうするかということを、他

県の状況であるとか政令市等の状況を踏まえま

して、今後十分に検討していきたいと考えてお

ります。 

【川崎委員】 保証人を確保できないという一般

的な課題と、加えて民法が改正をされて極度額

の設定が必要となると。つまり幾らまでは保証

をしていただきますよと具体的な数字を盛り込

まないといけない。もしくは家賃の数か月分相

当とか、具体的な額がわかるようなことを求め

ないといけないということになっています。や

はり保証人になられる方は、非常に血縁関係が

近ければスムーズにいくのかもわかりませんが、

そうじゃない場合はかなりハードルが高くなっ

てこようと思います。 

 先ほども申し上げた競争倍率がある中におい

て、さらにこういった課題もあると。例えば、

当選をしたけれども、いざ契約となると、なか

なかそういったところがスムーズにいかないと、

本当に大変な状況にあるということをよくよく

考えていただいて、他県の事例もというふうに

申されましたけれども、それはやはりリーダー

シップをとってやっていくべきなんだろうとい

うふうに思います。 

 保証人を仮に求める場合も、これは国土交通

省の発出文書ですけれども、保証人の免除など

の配慮を行うとか、保証人が見つからない場合

の対応を募集案内に記載するというような特段

の配慮もやらないといけないと、ここまで突っ

込んで国が求めているわけですので、十分その

要請について応えていただきたいというふうに

思っております。次の議会にも条例改正が出る

ように期待をしておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 次に、個別具体な物件で恐縮でございますが、

長崎市の川口県営住宅、川口アパートの耐震化

についてお尋ねをいたします。 

 これは1階の部分が店舗になっていまして、

既に耐震工事を行うことが当該の皆様には周知

されていると私も伺っております。あそこは全

体が7階まであって、2階から上は一般の方が入

居をされているわけですが、こういったところ

を含めて、全体の工事計画がどのようになって

いるか、まずお尋ねをいたします。 

【高屋住宅課長】 川口アパートの耐震化につい
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てのご質問でございますが、1階の店舗部分に

つきましては、今年度から耐震改修の工事を始

めるということで、既に準備を進めているとこ

ろでございます。 

 2階から上の住宅部分は、入居者の方がいる

状態でそのまま工事をするのは難しいので、今、

団地の入居者の募集を停止しておりまして、空

き住戸を順次確保しているところでございます。

そのあたりの工事をするに当たって必要な空き

住戸の数と実際の空き住戸の数がまだまだ合っ

ていないところがございますので、今後、空き

住戸の数がそろうのを待って順次、住宅側につ

きましても耐震改修工事を進めていこうと考え

ております。 

【川崎委員】 今の説明については、そうなんだ

ろうと思いますが、空きを待つという待ちの姿

勢であります。 

 極めて利便性が高いところに建物が建ってい

ます。大変不謹慎でありますが、例えば入居者

が死亡して継承者が誰もいらっしゃらないとい

うようなこと以外は、ずっと住んでいたいと思

うような非常に便利なところにある低額の住居

であります。 

 そう考えますと、現実的にスムーズに工事を

するための空きを待つということになると、果

たしてどのくらい期間がかかるのでしょうと、

これは素人が考えてもわかるわけで、果たして

安心・安全なものを提供するという県の責務に

おいて、耐震化がなされていない建物を長期間

そのままの状態にしておかざるを得ないような

ことにしか、今のは聞こえないわけで。 

 もう少し現実的な形で耐震化を前に進めてい

く、そしてそれをきちんとお住いの方にお伝え

をしていく、それが県の責務かと思いますが、

いかがでしょうか。 

【高屋住宅課長】 現在、住宅は20戸ほど空き

家があるわけでございます。順次、下の階から

工事をしていきたいと思っておりますけれども、

耐震改修工事は建物、躯体を扱う工事になりま

して、躯体を斫ったりとか穴をあけたりと、振

動なり騒音なりが非常に大きな工事でございま

す。 

 ですから、団地の中で移転をしていただきな

がら、住みながら工事をするということが一番

早いやり方ではございますけれども、住みなが

らはなかなか入居者の方は耐えられないという

ようなこともございます。 

 その場合には、例えば全員の方、あるいは一

番工事に影響のある方に団地外に一旦出て仮住

まいをしていただくという方法もあるかと思い

ます。入居者の方たちが一旦外に出るのは、そ

れなりに高齢者の方も多いので負担が大きくな

るということもございます。そのあたりも含め

て、今後どういうやり方が一番いいのか検討し

ていきたいと考えております。 

【川崎委員】 皆さんが非常に不安に持っておら

れるのは事実でございまして、果たしてどうな

んだろうと、今後私たちは安心・安全に暮らし

ていけるんだろうかということは多くの皆様か

ら耳に入っているところでございますので、速

やかに現実的な計画を策定してお伝えをしてい

ただくようにお願いしたいと思います。 

 今、私たち公明党は全国3,000名の議員がいま

すが、今月いっぱいまで100万人訪問調査とい

う取り組みをやっているんです。中小企業、介

護、子育て、そして防災、減災という4つのテ

ーマで取り組んでいまして、土木部ですから防

災、減災ということに関して皆さんのお声をお

伝えしようと思っているんです。私も頑張って

皆様にお尋ねをしまして、200名ぐらいの方か



平成３０年６月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（６月２６日） 

- 25 - 

ら、このようなアンケート用紙にお答えをいた

だいているところです。 

 この中で、急傾斜地のこと、空き家のことに

関してさまざまな課題が地域に介在をしている

と多くお答えをいただいていることがお伝えを

したい1点であります。 

 それと、この中でちょっと私も意外だなと思

ったのが、河川にガードレールが、当然落下し

ないようにということであるんでしょうけれど

も、子どもさんが、例えば雨が降って水かさが

上がった時に、そこをついつい好奇心でのぞい

て落下をしてしまうとか、ボールが転がってい

って落ちるとかですね。そういったことを幾つ

か、10件ぐらいのお声を、共通した形でいただ

いているんです。ある1カ所のところを10人の

人がおっしゃっているわけではなくて、いろん

な地域の方が同じような指摘をされているんで

す。 

 子どもを取り巻く環境ということでいけば、

痛ましい交通事故が起こった時に歩道の整備と

いうことでは一定やられたことはありましたが、

河川に落下といったことについて改めて課題が

生じているなというふうに思ったところです。 

 現在、県として何かそういったところの対策、

防災、お考えがあればお尋ねしたいと思います。 

【浦瀬河川課長】 河川沿いの堤防の防護柵等の

設置に関するご質問だと思うんですけど、まず、

河川の堤防については、河川の管理用通路でご

ざいます。場合によっては、市町村及び県の道

路と一体となって整備する兼用道路となってお

りまして、そういう道路指定の場合は、基本的

に道路管理者の方でガードレールとか防護柵等

を設置してもらっているのが現状でございます。 

 また、河川の管理用道路につきましても、遊

歩道として自由使用の範囲内で散策とかウォー

キングとかに利用されている場所におきまして

は、場合によっては河川管理者の方でも必要な

ところについては防護柵の設置等を行っている

のが現状でございまして、基本的にまちなかに

ついてはほぼ行っているんですけど、郡部、田

舎の方の田園地帯の堤防におきましては、そう

いうものを設置していないところが多数ござい

ます。現状としての報告でございます。 

【川崎委員】 今、まちなかとそうじゃないとこ

ろと区分けしておっしゃいましたが、確かにい

ろんなものに柵をつくったりネットをつくった

りすると、景観の問題とかも出てこようかと思

います。後々のメンテナンスもそうかと思いま

すが。 

 ここはやっぱり知恵出しなんでしょうね。や

ろうと思えば、変な話、何メートルもの高さの

壁をつくって一切入らないようにしたら、前も

見えなくなって景観どころじゃないよというよ

うなことが一方であるわけで、やはり知恵出し

をしていきながら、子どもの落下とか物を落と

したといったことに関するさまざまな危険につ

いて、しっかりとお応えをいただきたいという

ふうに思いますので、これは、今すぐ何かやっ

てくださいと答弁を必要としているわけではな

く、知恵を絞って、今後、子どもさんを取り巻

く環境を全体でお考えいただきたいというふう

に思います。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【坂本(浩)委員】 所管事項の中で、部長説明資

料の3ページに石木ダムの推進について書かれ

てあります。川棚川の抜本的な治水対策及び佐

世保市の慢性的な水源不足解消ということなん

ですが、川棚川の治水、いわゆる改修とか、そ

こら辺の進捗状況について教えてください。 

【浦瀬河川課長】川棚川の整備についてのご質



平成３０年６月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（６月２６日） 

- 26 - 

問でございますけど、川棚川につきましては、

昭和33年から川棚河口部の方から波佐見町に

かけて整備を行っております。 

 今現在、ダムと河川の最適な組み合わせによ

って治水対策を行うということで、川棚川の河

川と石木ダム、それと上流に野々川ダムがござ

いますけど、これらの組み合わせによって、流

域全体を100分の1の雨が降った時にも洪水を

安全に河口まで流せるように整備をするという

ことで、延長はかなりあるということで、まず

石木川合流点までから下流につきましては100

分の1、それから上流については当面30分の1と

いう整備で進めております。 

 今現在、江川橋という橋が役場の近くにござ

いますけど、その前後がまだ山切り等一部工事

が残っておりまして、そこ以外についてはほぼ

終わっているという状況でございまして、河川

の整備だけでいきますと、あと数年かかるので

はないかと思っております。 

【坂本(浩)委員】 河川の部分だけでいうと、具

体的に例えば何十パーセントとか、そこら辺は

言えるんですか。 

【浦瀬河川課長】 予算ベースでございますけど、

約99％程度は終わっていると思っております。 

【坂本(浩)委員】 そうすると、川棚川の部分だ

けのことでいえば、あとはもうほぼめどが立っ

ているということですよね。 

 それで、今回の繰越計算書を見ていくと河川

費で33億円ぐらい繰越しているんですけれど

も、川棚川の工事が99％ぐらいいっているとい

うことであれば、今年度ぐらいで大至急やるべ

きじゃないかというふうに考えているんですけ

れども、残り1％の見通しというんですか、そ

こら辺はどうなんですかね。 

【浦瀬河川課長】 川棚川につきましては、昨年

度、補正予算で約3,000万円、今年度当初の内示

で3,000万円の予算をいただいていまして、今現

在、河道の整備としましては、河道の断面を広

げるための山すそを切るような工事が残ってお

ります。それについて昨年度、地質調査、設計

が終わりまして、今年度の予算の中で一部整備

を進めていこうと思っております。 

 ただ、先ほど繰越しの話をちょっと言われま

したけど、ダムの予算と河川の予算というのは

全く別物でございますので、河川改修について

は全国的に非常に厳しい予算でございまして、

その中で配分をしておりますので、今のところ、

予算の配分の中で進めていきたいと思っており

ます。 

【坂本(浩)委員】 私の質問の趣旨は、たしか平

成26年だったと思うんですけど、知事が現地に

行かれまして反対地権者の皆さんと対話をしま

した。その時に、川棚川の河川改修が終了する

と、過去の災害規模の洪水が起こっても十分、

あふれずに流すことができるというふうなこと

なんですよね。抜本的という中にはその部分も

あるでしょうし、石木ダムをつくることによっ

て、いわゆる100年に1回の過去にないようなと

ころがあるというふうな理解を私はしているん

ですけれども、知事の発言を含めて、そういう

認識でよろしいんですか。 

【浦瀬河川課長】 平成26年度に川原公民館に

知事等が出向いて説明をした時に、地権者等か

らのご質問の中で知事が、「ダムの完成までに

河川改修も完了します」とお約束をしておりま

す。ダムの完成につきましては平成34年までで

すので、それまでに何とか完成をさせていきた

いと思っています。 

【坂本(浩)委員】 いきなり100％ですね、抜本

的ということにはならないんじゃないか。平成
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34年度が今のところダムの完成年度でありま

して、今年は平成30年度ですから、あと3年、4

年ですよね。 

 最近は特に集中豪雨とかあるということです

から、ダムの完成に合わせて河川改修じゃなく

て、少なくとも川棚川の河川改修を、今の計画

どおりで99％ですから、これが100％終わると

少なくとも過去の最大規模の洪水には対応でき

るということですから、平成34年度に合わせな

くても、もう99％いっているんだったら、早く

その分をすることも防災面から必要じゃないか

なというふうに思うんですけど、そこら辺の認

識はいかがなんですか。 

【浦瀬河川課長】 2点ございまして、まず、知

事がお約束しているのはダムの完成までという

ことですけど、そこについては、予算の配分等

もございますけど、なるべく早く完了したいと

思っております。 

 それと、川棚川の治水対策については、過去

の洪水対応じゃなくて、100年に1回の雨に耐え

得る洪水の目標としています。そこは古い河川

改修の時期、昭和の初めごろは実績対応という

ことで本県もやっていたんですけど、近年の計

画は、県におきましては川の試算によって30分

の1、50分の1、100分の1ということで決めてい

ますので、目標については100分の1でございま

す。過去の洪水対応ではございません。 

【坂本(浩)委員】 それはわかっています。ダム

を含めた抜本的というのがそういうことだとい

う認識はしているんですけれども、しかし、そ

うは言っても100年に1度じゃなくて、100分の1

じゃなくて、過去の最大規模というのを当初想

定していたと思いますので、しかももう99％で

すから、それは平成34年度におしりを合わせる

んじゃなくて、早くやっていただきたいという

ことを改めて要望させていただきます。 

 それから部長説明資料の3ページ、石木ダム

の推進についての下の方に、知事選挙の時に知

事が面会を約束したということで、3月定例会

でも、調整というんですか、会うための環境の

整備について調整していますというふうなこと

だったんですけど。 

 ここに「県としましては、第三者が入らない

静穏な環境で膝を交えてさまざまなお話を聞か

せていただきたいと考えており」ということで

すけど、この「第三者」の基準はどういうふう

に考えられていますか。 

【浦瀬河川課長】 今、委員が言われました、第

三者を交えず静穏な環境での面会をお願いした

いということは、知事が定例会、定例記者会見

等でもいつも説明させてもらっている言葉です

けど、ここについては今、地権者の方と直接、

土木部が調整をしておりまして、そこについて

はまだ協議の途中でございますので、これ以上

の発言は控えさせていただければと思っており

ます。 

【里脇委員長】 よろしいですか。 

 しばらく休憩し、午後1時半から再開したい

と思います。 

 しばらく休憩します。 
 

― 午前１１時５３分 休憩 ― 

― 午後 １時３２分 再開 ― 
 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 午前中に引き続き、議案外所管事務一般につ

いて、ご質問はございませんか。 

【渡辺委員】 九州新幹線の西九州ルートの建設

推進ということで、今、22のトンネルのうち17

のトンネルが貫通ということになっていますね。

この工事に関わる長崎県の負担金は幾らぐらい
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なんですか。佐賀県は負担金のことで県民の理

解が得られないということですけど、長崎県と

しての九州新幹線に対する事業費地元負担とい

うのはどれぐらいなんですか。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 長崎県の負担金に

つきましては、平成30年度の予算まで含めまし

て、今までの合計が770億円となっております。 

 残った平成31年度以降の負担は、まだ貸付料

という財源が幾ら配分されるかわかっておりま

せんので、それを見込まない状況では今後350

億円程度と見込んでおりまして、合計して1,100

億円と少しぐらいの負担になるかと考えており

ます。 

【渡辺委員】 今年度までで770億円、今後、何

かを除けば350億円と言われたですけど、そこ

をもう一回、詳しく説明してもらえませんか。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 新幹線の整備につ

きましては、基本的には国が3分の2、県が3分

の1を負担することになっておりますけれども、

その国、県の予算とは別に、施設の使用料みた

いな形でＪＲから鉄道・運輸機構にお金が入っ

てきますので、その分が貸付料という形で、前

倒して、新幹線の整備について財源として配分

されることになっております。このお金につき

ましては、年度当初では国の方からはっきり公

表されておりません。年度途中で言ってくるも

のですから、今のところ、平成30年度貸付料が

幾ら配分されるとか、わかっておりません。平

成31年以降もわかっておりませんので、貸付料

の配分を考えずに単純に県が3分の1負担する

としたら、先ほど申し上げたような今後の負担

になるということでございます。 

【渡辺委員】 そうしたら、貸付料の関係でいけ

ば、これより少なくなる可能性が十分にあると

理解しておっていいですか。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 平成29年度まで

配分された貸付料からしますと、委員おっしゃ

るとおり、今後の予定についてもその分の県の

負担が軽減されるものと考えております。 

【渡辺委員】 ここから見えるごと、新駅が今、

建設されておりますね。そして、ＪＲの高架化

事業が進んできて、平成32年にＪＲ高架が完成

するんじゃないかと聞いているんですけど、そ

の辺はいつごろの完成見込なんですか。 

【植村都市政策課長】 ＪＲ長崎本線の連続立体

交差事業につきましては、平成31年度末に高架

線路への切り替えと新駅の供用開始を予定して

おります。 

【渡辺委員】 平成32年4月ぐらいには、新しい

駅舎で在来線が乗り入れできるという形になる

わけですね。 

 そうしたら、駅の表玄関というのは浦上川の

方になるんですか。要するに、ＪＲで長崎駅に

到着した人たちはどちら側に降りるんですか。

その辺の計画があれば教えてください。 

【植村都市政策課長】 新しい長崎駅につきまし

ては、浦上川沿いの西側が在来線、国道側、東

側の方が新幹線というふうに線路が入ってまい

りますが、駅舎自体は一体のものとして建設予

定でございます。 

 在来線が新駅に切り替わります平成31年度

末におきましては、西側の駅前広場が長崎市に

よって整備がほぼ完了する予定でございますの

で、当面はそちらの方から出入りすることがメ

インになるかと思います。 

 将来的には、在来線を新駅に切り替えた後、

今の鉄道施設を撤去いたしまして、東側に新し

い駅前広場が建設される予定になっておりまし

て、今、長崎市が計画しているところによれば、

新幹線が開業する平成34年度には一定の機能
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を確保できるように整備をしたいというふうに

言われていますので、その時点では東口の駅前

広場がメインのエントランスになってこようか

というふうに考えております。 

【渡辺委員】 平成32年4月に新しい在来線の駅

舎が完成して、その後には国道側にある今の在

来線を撤去して、新しく東口の広場をつくって

いくと。 

 そこを進めていくに当たって、主体性はどこ

が握っているんですか。県ですか、市ですか、

ＪＲですか。 

【植村都市政策課長】 在来線を新駅に切り替え

ました後、現在の鉄道施設を撤去するところま

では、県の連立事業の中で主体的に取り組んで

まいります。撤去後の駅前広場の整備につきま

しては、長崎市が施行いたします土地区画整理

事業で実施することになっております。 

【渡辺委員】 在来線の撤去までは県が責任をも

って撤去しますよと、その後は長崎市が中心に

なるんですよということで。 

 これは、県ももちろん関わりは持っているん

でしょう。要するに、新しい長崎駅に向けて、

新幹線に向けて、長崎らしさを残す駅前にして

もらいたいんですよ。そういう意味では、長崎

市ももちろん長崎らしさという。 

 今までの長崎の駅舎は、三角屋根で時計があ

ってという一つのイメージがあったんですけど、

そういう長崎駅のシンボル的なものが何かでき

るんですか。 

【植村都市政策課長】 委員ご指摘のように、新

しい長崎駅につきましては、交流拠点都市長崎

の玄関口にふさわしい、質の高い駅舎としたい

というふうに県も市も考えておりまして、平成

26年から平成27年にかけて、駅舎、その前の駅

前広場等も含めたデザインの検討をしておりま

す。 

 平成27年度末に取りまとめましたデザイン

の基本計画におきましては、駅舎については、

港に開かれた頭端駅という特徴を生かしまして、

ホームから港や街並みや山々が見えるような工

夫、それから、周囲のまちからも駅舎の中の列

車が発着するような状況が見えるような工夫と

か、あるいは、夜になると駅舎の屋根全体が明

るく浮かび上がって夜のランドマークになるよ

うな、そういった配慮をするように計画をして

いるところでございます。 

【渡辺委員】 私の個人的な意見としては、今度、

世界遺産に登録されるだろうと思いますので、

長崎らしく教会、チャペルの関係とか、そうい

うひとつの長崎らしさをイメージするようなこ

ともぜひ考慮していただければと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

 そうしますと、今、ＪＲが持っておりますア

ミュプラザとか、この辺の関係は今のままある

んですか。ＪＲホテルを含めてですね。 

【植村都市政策課長】 現在、ＪＲ九州からお聞

きしておりますお話ですと、現在のアミュプラ

ザは残した形で、その西側に新たにＪＲ九州の

換地が生まれますので、そちらの方に新しい駅

ビルを建設するというふうに伺っております。

計画の内容については、現時点では公にされて

おりませんので私どもも把握できておりません。 

【渡辺委員】 アミュプラザの西側の方にＪＲが

ビルを建設する予定なんですね、今の予定では

ね、中身についてはよくわからないと。わかり

ました。 

 それと、ぜひ長崎らしい駅前広場にしていた

だきたいと思いますし、この工事の期間中の安

全ですね。在来線で来た人たちは、東側には全

然降りられんごとするとですか。要するに撤去
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工事が入るわけでしょう。その間のお客さんの

動線ですよ。タクシーの乗り場とか含めまして、

その辺は西口に整備されるんですか。 

【植村都市政策課長】 在来線が新駅に切り替わ

ってから新幹線の開業までの間は、車の寄り付

きにつきましては、西口の駅前広場はほぼ完成

の状態になりますので、タクシー、バス、自家

用車、それぞれ入構することができます。 

 東側につきましては、現在の在来線の施設を

撤去した後に工事をしますので、その期間中は

当然車は駅の直近まで来ることができません。

今の駅前広場のエリアで車からの乗降をしてい

ただいて、そこから駅舎までの間につきまして

は、工事の段階ごとに仮設の歩行者通路を切り

回しながら確保していきたいというふうに考え

ております。 

【渡辺委員】 バリアフリー化もぜひ考慮してい

ただいて、障がい者の皆さんに支障がないよう

に対応していただきたいと思いますので、これ

は要望しておきたいと思います。 

 それから、4ページにあります行財政改革推

進プランの取組について、地方公社の経営健全

化について、「土地開発公社、住宅供給公社、

道路公社の3社の業務を統合し効率的な組織体

制の強化を図っております」となっているんで

すけど、これはいつからこういう形にされてい

るんですか。部長説明資料の4ページに書いて

あることを質問しよるとよ。 

【大塚道路建設課長】 長崎県行財政改革推進プ

ランの推進状況についてのお尋ねでございます

けど、これにつきましては、平成28年度から平

成32年度までの5年間の見直し期間で設定をし

ております。 

【渡辺委員】 そういうプランの中で、4ページ

には「効率的な組織体制の強化を図っておりま

す」という表現になっているものだから、この

3公社の業務を統合したのはいつからですかと

聞きよると。5年間でそういう方向性が出てお

るとですけど、この文章でいけば、もう既にし

ている表現になっているから、いつからかと聞

いているんですよ。 

【佐々木用地課長】 平成23年2月に、3公社あ

り方検討委員会が土木部に設置されておりまし

て、その際、統合を含めた今後のあり方の検討

を進めるという方針が出されております。 

 その後、検討が進められまして、平成25年10

月に、3公社の総務部門が統合をされておりま

す。 

【渡辺委員】 平成25年の10月から総務部門を

統合して、公社そのものはまだ残っているわけ

やろう。3公社そのものは残っているんですか、

どうなんですか。 

【天野土木部次長】 住宅供給公社、道路公社、

都市開発公社は、いずれもそれぞれ設置に関し

て根拠法令がございまして、法令に基づきます

公社は現在も残っております。 

 今、用地課長から答弁がありましたとおり、

総務部ほか各部門を平成25年10月に統合しま

して、これを愛称的な格好で「地域づくり公社」

と3公社まとめた名前で呼んでおります。 

【渡辺委員】 もう一ペん、何公社と。 

【天野土木部次長】 現在、通称として言ってお

りますのは「長崎県地域づくり公社」でござい

ます。 

 3公社は、基本的にはそれぞれ法律に基づき

まして設置されたものでございますので、それ

ぞれ残っております。今回の議会に提出いたし

ております経営状況報告書も、それぞれ作成を

いたしまして提出をいたしているところでござ

います。 
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【渡辺委員】 3公社は今、地域づくり公社とい

う形で、総務部門あたりの統合できるところは

統合して運営しているということですね。 

 完全に公社がなくなるのは平成32年ですか。 

【佐々木用地課長】 用地課は長崎県土地開発公

社を所管しております。開発公社につきまして

は、現在、自主事業であります時津10工区の埋

立事業をやっておりまして、これを平成33年度

を目標に完売をしまして、その後、解散を検討

するということで進めております。 

【天野土木部次長】 今、土地開発公社に関して

の答えがございましたが、その他の2公社に関

しては現在も引き続き事業を行っておりまして、

道路公社につきましては、基本的に有料道路事

業がある限りは存続するという格好になります

し、住宅供給公社につきましては、平成16年、

17年の特定調停成立の時に将来の債務の弁済

計画を立てまして、平成39年の段階で住宅金融

支援機構に対する債務以外の債務が全部完済す

る予定となっております。住宅金融支援機構の

債務だけが残った段階で、一応それは平成39年

を見込んでおりますが、その段階で解散するか

どうかを検討すると。 

 住宅供給公社は、諫早西部団地をはじめとし

まして分譲事業、新たな開発事業はしないとな

っておりますが、現在は賃貸事業が収益の柱に

なっておりまして賃貸資産がたくさんございま

すので、直ちに廃止できるかどうか、それはそ

の段階で検討するということになっております。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【田中委員】 今、新幹線の予算の関係が出たの

で、ちょっと確認をさせてもらおうと思うんだ

けれども。 

 770億円と350億円で1,120億円というような

くくりだったんだけれども、ちょっと詳しく説

明してください。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 770億円につきま

しては、平成30年度まで入れました工事とかを

する事業費が全体で2,730億円程度でございま

す。そのうち長崎県の負担金が約770億円とな

っております。 

 全体事業費が、ルート全体で5,009億円と言わ

れておりまして、そこから計算しました長崎県

の事業費の残額が1,040億円程度ありますので、

これから長崎県の負担額を計算して、約3分の1

で約350億円と申したところでございます。 

【田中委員】 770億円は、平成30年度を入れて

貸付料を差し引いた残りの額ということなのか

な、予算額ということなんだろうね。 

 350億円に関しては、まだ貸付料等がはっき

りしていないので、1,040億円の残高に対して計

上したという理解でいいんですかね。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 ちょっと説明が足

りずに申し訳ございません。平成29年度、昨年

度までは貸付料がもう確定しておりますので、

貸付料を考慮して県の負担が若干低減された分

で集計しておりますけれども、平成30年度分に

つきましてはまだ貸付料がきておりませんので、

平成30年度分につきましては貸付料がないた

め、単純に3分の1で負担額を計算して、平成30

年度まで合計した額が770億円と申し上げたと

ころでございます。 

【田中委員】 理解しました。 

 そうすると、新幹線に関しては複雑なんだけ

れども、方程式は地方3分の1でわかる。それに

対して交付税措置等々があって、実質は18.3だ

ったかな、18.4だったかな、になるというふう

に我々は理解しているわけ。 

 しかし、その前の段階で、総事業費から貸付

料を引いた残りに18.3を掛けると、また違った
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数字が出てくるわけね。貸付料は最初から事業

費から引いちゃうから、残りに対しての負担が

幾らという感じになるんだけれども。 

 次に、350億円は1,040億円の事業費の関係だ

という話なんだけれども、平成31年、32年ぐら

いで新幹線は進みそうだと思うんだけれどもね、

大きな事業は。平成33年は、平成34年の開業に

向けての準備もしなきゃいかんから、試運転

等々もあるだろうから、この時に工事をやって

いると思えない。だから、平成30年、31年、2

年間ぐらいの予算であとは済むのかなという感

じがしているんだけれども。 

 今年度で事業費として予算を組んでいるのは

220億円かな。これが、あなたたちはどういう

感覚なのか、総務費の交通政策費と出てくるも

のだからね。新幹線と書いてあればわかりやす

いんだけれども、土木の中で総務費、2の企画

費、その2の交通政策費220億円、これが新幹線

の真水の感じだと思うんだけれども。 

 そういうことからして、あと2年でどのくら

い予算を組むのかなというのを想定すればわか

るんだけれども、要は、こういう情報を持って

いるのかなと。これはマスコミだけれども、総

事業費の5,009億円が6,000億円台になるんじ

ゃないかと言われているわけね。その話は鉄

道・運輸機構からまだ全然ないのか、聞かせて

ください。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 委員おっしゃった

ような事業費の増額のお話は、私どもも報道と

かの関係で聞いておりますけれども、正式に鉄

道・運輸機構なり国土交通省なりから、そうい

うご説明とかお話はあっておりません。 

【田中委員】 最終的に精算払いみたいな形で決

着するんだろうけれども、5,000億円と言われて

いたのが、武雄駅の関係で9億円ほどプラスに

なって、5,009億円と言われている。 

 しかし、新鳥栖のアプローチ線などは要らな

いわけだからね。最初に想定された5,000億円の

中には、新鳥栖駅のアプローチ線も入っていた

わけです。それはもう要らないはずだ。全然仕

事をしていないからね。複線化はやっているよ、

肥前山口から武雄間の複線化は、この中に入っ

ていると思う。だから、まだ先の話なんだけれ

ども、6,000億円はいかないんじゃないかと。ア

プローチ線だけでも200～300億円は、素人考え

でも少なくなるんじゃないかと思っているんだ

けれどもね。最終的には精算払い。 

 しかし、実態から言うと、事業費の大体15％

で終わっているよね、今までの計算をすると。

貸付料等々もあるので。3分の1であって、交付

税措置があって18.3になって、ここで終わって

いると思ったら、貸付料の関係もあるものだか

ら、総事業費の15％が真水の県の負担だなとい

うような感じがするんだけれども。 

 数字で上げているものと実際の真水のものと

ちょっと違うものだから、新幹線に関して言う

なら。だから特別会計でやるべきだと私はしょ

っちゅう言うんだけれども。 

 真水で言うと15％ぐらいになるなという感

覚はわかりますか。 

【鈴田新幹線事業対策室長】 委員おっしゃるの

は、単純に3分の1の負担に対しては、交付税措

置とかを考えると、3分の1の55％負担ぐらいに

なります。それに合わせて、もともとの事業費

に対して、先ほどから出ております貸付料とか

で、今までの貸付料のつきぐあいからしますと、

例えば2割弱とか、そのくらいが貸付料で配分

されたりしておりますので、そこら辺を計算す

ると15％とか16％、そういう計算になるかと、

おっしゃっていることについては理解いたして
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おります。 

【田中委員】 貸付料が若干安定しないんだけれ

ども、考え方はプラスになると思うんだけどね、

貸付料は。現実の営業益が入ってくるわけだか

らね。しかし、架空の話をいくらしても何なの

で、平成31年、平成32年程度で県の大きな負担

は一段落するのかなと。 

 土木予算の中で222億円というのは大きいか

らね。976億円の中でも222億円というのは大き

な負担なので、新幹線が終わると、この負担分

は純粋に土木部の公共事業として復活するのか

なと前の技監に聞いたら、「それはありません

でしょう」というふうな話をしていたけれども、

それはちょっと困るんだな、そういうことでは

ね。 

 先に進むけれども、せっかくもらったので、

この資料でいく。平成30年度の土木部予算が、

一般会計の中で10.6％なのよね。この推移とし

てはあなたたちはわかっているはずだけれども、

土木費は1割、10.6％。どうなんですかね、その

推移は。一般会計の中で土木費が10.6％。他県

に比べて少ないんじゃないかと私は思うんだけ

れども、そこら辺の分析はしていると思うので、

お聞かせ願いたい。 

【天野土木部次長】 先ほど、田中委員から

10.6％という数字がございました。 

 基本的に土木部の予算は、公共事業の量に大

きく左右されるところもございます。ここ10年

の推移で見ますと、平成21年の一般会計総額に

対する土木部の割合は14.5％でございまして、

それから年を追うごとに若干ずつではございま

すが低下をしてきているという状況でございま

す。他県との比較につきましては、今、把握し

ておりません。 

【田中委員】 まとめますけれども、皆さん方は、

我々がいろいろ話すと、予算がありませんから

という話がすぐに出てくるんだけれども、一般

会計の中で土木部の占める予算がこんなに減ら

されていて、あなたたちは納得しているのかと、

パイがこんなに減らされてね。私は不思議なん

だ。これだけいろいろな要望があって、一生懸

命頑張って、そして結果としてはずっと減らさ

れている。この辺はぜひ復活してもらわなきゃ

いかん。復活する努力をしてもらわなきゃいか

ん。 

 しかし、その際たるものが新幹線かと思った

ら、新幹線を入れての話ですからね。ぜひ、こ

こはお願いしておきたいと思います。 

 それから、土木部の中で補助事業47％、単独

事業35.7％、これの考え方を聞かせてもらおう

と思う。補助事業でいっぱいやった方が大きく

なるんですね、公共事業は。県単はもったいな

い、もったいないと言うんだけれども、現実、

補助事業47％、単独で35.7％という率的なもの

についての見解を聞いて終わります。 

【天野土木部次長】 ここで言う補助事業につき

ましては、基本的に公共事業の分でございます。

実はこの率も、平成21年度と比べますと若干低

下をしていると。平成30年度は47％でございま

すが、平成21年度は58.5％ございました。 

 公共事業につきましては、基本的に私たちも

できるだけ頑張って取ってまいりたいと考えて

おります。これは予算の仕組み云々の問題では

ございませんで、できるだけ頑張ろうとしてお

りますが、現在、国の公共事業予算も毎年度6

兆円から全然変わっておりませんで、そういっ

た中では大幅に増やすのは厳しい状況でござい

ますが、本県は今年度、公共事業の予算は新幹

線を除きまして2％増えたところでございまし

て、一定の成果は出たと思っておりますので、
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そこは引き続き努力をしてまいりたいと考えて

おります。 

 それから、単独事業の35.7％につきましては、

財政課の性質別分析に基づく区分でございまし

て、いわゆる単独事業の分と、先ほどから話に

出ております新幹線の負担金が220億円ござい

ます。そういったものを合わせたところで348

億円、35％と大きく見える格好になっておりま

すが、これも新幹線の負担金がいずれなくなっ

てきますと大きく低下をしてくると。今は一時

的に性質別分析の上では増えてきているという

格好でございます。 

 単独事業費につきましては、むしろ新幹線の

負担金よりも、通常のシーリング枠でかかる単

独事業費に関して大きな問題があると考えてお

りますので、今年度も90％シーリングというこ

ともございましたし、そこにつきましては毎年、

財政当局とも協議をしながら、なかなか市町か

らの要望につきましても十分対応できていない

といった実態もございますので、できる限り単

独事業につきましても、平成21年度からします

と6割を切る水準まで落ちてきている実態もご

ざいますので、そこは頑張ってまいりたいと考

えております。 

【田中委員】 皆さん方はよくわかっておられる

ので、ぜひ頑張っていただきたいと。 

 もう一つお願いしたいのは、長崎県はＩＲに

立候補しているわけだから、若干先行投資も出

てくるけれども、結果が出れば相当な融通のき

く、単独で使える、財政的に余裕ができるよう

な内容になるわけですので、ＩＲについてはぜ

ひお願いをしておきたいと思います。 

【八江委員】 新幹線の負担については、今お話

があったとおり、我々も危惧しているものがあ

りますが、5,009億円という話が、我々も6,000

億円が全体の事業量だと聞いておりますので、

長崎県の負担も相当大きくなって、大変厳しい

状況になるのかなと思って心配もいたしており

ます。 

 数字がいまだに明確に出てこない鉄道・運輸

機構等の積算のあり方といいますか、提示のあ

り方というのが、どうも見えないところが我々

にとっては不安な点であります。それだけはち

ょっと申し上げて、もう少しはっきりしておき

たいなと思っておりますし。 

 また、武雄－鳥栖間の問題も、5,000億円と言

われておったのが6,000億円くらいになるんじ

ゃないかとも言われているし、その出し方がで

すね、国の出し方が明確じゃないものですから、

それに踊らされているというのも現状の問題じ

ゃないかと。 

 佐賀県の問題等もいろいろありますけど、や

っぱりそのあたりはしっかり、国の定理を確認

していただきたいなと、これは私として要望し

ておきたいと、このように思います。新幹線は

またいずれ、今のお話をさせていただきますけ

ど。 

 久しぶりに環境生活委員会に入りましたので、

諫早地区の、あるいは県央地区の道路網の整備

についてはしっかりやっていただいているのか、

そのことについてとやかくということじゃない

んですけど、結果的にはいろいろ申し上げる点

もありますけど、ありがたく思っております。 

 直轄道路であります国道34号の本野、大村の

与崎間の問題も着工できる運びになりましたし、

そして森山拡幅と言われた30年来のものがよ

うやく、外に見えるような状況で進んでいるこ

とも事実です。その点は、島原道路による時間

短縮効果がようやく発揮されるのではないかな

と期待をしながらも、森山拡幅はいまだ明確な
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完成時期が見えないというところに地元として

は不安な点があります。 

 そのことをもう少し地元に対して、いつぐら

いまでにどういうことがありますよということ

は、国土交通省の中で出にくいのかもわかりま

せんけど、今までもひたすら隠してきたわけじ

ゃないかもしれんけど、見えなかった部分をも

うそろそろ、何年ぐらいまでには確実にでき上

がりますとならなければならないと思いますけ

ど、そのことは土木部としてまだまだ答弁がで

きるような状況にはないのかどうか、それをま

ず確認しておきたい。 

 国道57号の森山拡幅についてと、島原の方へ

行く、有明町方面を含めて、それがいかになっ

ているのか確認しておきたいと思いますが、い

かがですか。 

【大塚道路建設課長】 島原道路に関するご質問

でございますけれども、森山拡幅につきまして

は、国の直轄事業として事業を進めていただい

ております。これにつきましては、県といたし

ましても国に、機会があるごとに完成めどにつ

いてお尋ねしているところでございますけれど

も、国の方からはまだ明解な回答は出てきてお

りません。 

 事業については、かなり見えてきたというふ

うなお話もございましたけれども、地盤改良工

事を中心に進めてきておられまして、それが概

ね見えてきたという状況の中で、見える工事、

橋りょうの下部工工事とか上部工工事等に移行

してきておりますので、今後は、工事の進捗に

ついては現場の方で見える形で顕著にあらわれ

てくるのかなと思っておりますが、お尋ねする

ところでは、まだ用地が解決していない箇所も

あるということでございますので、国の方から

まだ、明確な完成時期はご提示いただいており

ません。 

【八江委員】 そういう話は今まで何十年と聞い

てきたんですけど、橋脚等が進んできておりま

すので、地盤改良もある程度目鼻がついたんじ

ゃないかと。そして、下部工もできる状況にあ

るから、何年に完成できますよというぐらいの

シミュレーションはできて当たり前じゃないか

と思うんですけど、その点は先ほどの答弁のと

おりなんですか、もう少しわからないんですか。 

【大塚道路建設課長】 先ほど申し述べたとおり

です。シミュレーションとおっしゃいましたけ

れども、国でなさっている事業でございますし、

どれぐらいの残事業があるかということについ

ても、県の方ではなかなか把握がしづらいとい

う部分もございますし、今後の国の財政状況等

も踏まえて、どういったペースで予算がつくの

かというのもなかなか見えない部分もございま

すので、現時点ではまだ明確になっていないと

いうのが正直なところでございます。 

【八江委員】 見えないから、見えるようにして

いただきたいと。工事そのものは見えるような

状況になってきているから、その際は予算の問

題でできないという問題ももちろんありますけ

ど、その辺ははっきりしていただきたい。 

 その一つの理由は、私は長野町に住んでいま

す。外環状線の長野インターをつくっている、

すぐそばにおります。いよいよトンネルができ

上がってきつつあって、平成32年には完成する

ということです。ところが、長野インターから

尾崎のインター、森山側になります尾崎のイン

ターまで約2キロメートル、それはできている

と。平面交差で道路工事ができていますけど、

島原から走ってきた高規格道路、高架道路が、

そこで一旦平面に落ちてくる。そして長野まで

の2キロ区間は平面交差で交差点が7つか8つか
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あるはずです。そうすると、スピードが80キロ

で来ても、そこではトータルすると20キロぐら

いのスピードしか出せないとなれば、新幹線が

武雄－新鳥栖間の在来線を走ると、300キロ近

くで走れる列車がそこでは130キロでしか走ら

ないと同じように、島原道路もそういうことに

なってくる。 

 よく地元がいろんなことで手伝ってくれない

とか、用地買収に協力しないとかと言われます

が、我々のところはそんなことは全くありませ

ん。買ってさえいただけばできるような状況に

あるはずです。それも含めないと島原までの時

間短縮効果は。でき上がった後に、またそれを

始めるとなれば大変だなと思ってですね。その

あたりが早く見えないと次のところに進んでい

かないから、私はお尋ねしているわけです。そ

の点は十分理解していただきたいと思います。 

 それから、外環状線で諫早インターから小船

越インター、栗面インター、長野インターと来

るわけですけど、3月に小船越インターから栗

面インターを供用開始して、開通式もさせてい

ただきました。 

 ところが、あそこの看板に、出て国道と一緒

になるところで渋滞しますよと書いてあるよう

に、全く渋滞ばかりでのりたくもないと言う方

ばかりでありますので、このあたりはもう少し

改良する。今の交差点の右折線の拡張等を含め

てやっておくべきというのが一つと、早く長野

側につながれば、それも解消できると思います

から、それもやっぱり早くしておかなきゃなら

ない。そういうこともありますので、しっかり

その対応はしていく。もう先は見えてきている

んですけど、その間の2年間ぐらいはまだまだ

続くんじゃないかと思いますので、対応策を考

えていただきたいということを申し上げておき

たいと。 

 それと併せて、私の仕事柄と言えばおかしい

んですけど、インターはそれぞれのところにた

くさんつくっていただいている。諫早インター

のところは、橋りょう等も含めて大きく変わろ

うとしております。そして、小船越のインター

は西諫早駅の裏側になりますけど、そこも大き

なインターになります。栗面もできました。そ

して、長野インターが大きくなればできるよう

になった。 

 そこには正直言って、緑化に対する、植栽に

対してのものは全くゼロで、芝生と雑草が生え

るだけのインターになってしまうんじゃないか

と。まちの中にあるインターは、それなりの景

観も当然必要ですし、そしてまた公園化という

ものも当然必要です。そういったものが改良さ

れていないので、その点はどのようにこれから

進めていこうとしているのか。インターの事業

として、地元の要望に応えられるのかどうか、

その点はどのように。 

 平成32年に全面的に開通ということになり

ますと、あと2年以内ですので、その点をどの

ように計画されているのか確認をしておきたい

と思いますが、いかがですか。 

【大塚道路建設課長】 委員のお話の中で4点ほ

どございましたけれども、まず、森山拡幅に続

く長野－尾崎間につきましては、県といたしま

しても、当然のことながら将来島原道路の一部

になるということで、現道活用のまま完成を迎

えるという形では考えておりませんが、現在の

4車線化が平成21年度に完成いたしておりまし

て、まだ10年たっていないということもござい

まして、ほかの未着手区間を優先するという考

えのもとで、将来的にここをどうするかという

ことは国とも協議を進めておりますので、今後
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どういった方向性でいくかということについて

は、しかるべき時期にまた決まるというふうに

考えております。 

 それと諫早市内の外環状線の進捗でございま

すが、委員のお話にございましたとおり、3月

に諫早インター工区の一部2.7キロ間が無事開

通いたしまして供用いたしております。 

 残りの諫早インター工区の小船越インターか

ら諫早インターにつきましては現在、県の目標

として平成31年度完成で進めております。 

 また、長野栗面工区につきましては、現在、

トンネルを中心に建設しておりまして、4号ト

ンネルの掘削がもう間もなく貫通するという状

況まできております。こちらにつきましても、

現在、県としては平成32年度を目標に進めてお

ります。全体事業費の高騰や国の厳しい財政状

況等も踏まえて、しっかりと予算要求はしてま

いりますけれども、そういった兼ね合い等もご

ざいますので、予算がしっかりついてから明確

な完成時期はお示ししていきたいというふうに

考えております。 

 それと、栗面インターの出口の渋滞の件につ

きましては、暫定供用ということで、国道に出

るまで信号が2カ所ありますので、ある程度は

想定しておったんですけれども、予想以上に渋

滞がひどいということで、開通当初はかなり苦

情のお電話等もいただきました。 

 それで、先ほど委員がおっしゃったとおり、

全線の長野インターの完成時期まで、そう時間

もないということもございますので、抜本的な

ハード対策というのは現時点ではあまり考えて

おりませんで、信号現示の見直しといったこと

も視野に入れながら検討していきたいというふ

うに考えております。 

 最後に緑化の件につきましては、委員ご指摘

のとおり、コストの面とか将来的な維持管理の

面、自動車専用道路の中にある部分ということ、

そういったものも踏まえて現時点では考えてお

りませんでしたが、委員のご指摘もございまし

たので、何らかの対策、対応ができないかとい

うことは県央振興局とも協議をしているところ

でございますので、どういった形になるか、ま

た決まりましたらご報告したいというふうに考

えております。 

【八江委員】 特に長野インターについて一言つ

け加えて申し上げますと、長野インターのとこ

ろに、供用開始が2年後となれば、それを一つ

の目鼻にして、農振の水田地帯ですので、両方

20～30ヘクタールの農地がありますけど、そこ

を農振の除外等を含めてまちづくりをやってい

こうという大きな狙いがあります。 

 まちづくりの一つの大きな母体になるのはシ

ョッピングセンター。そのショッピングセンタ

ーの計画もところどころ聞いております。それ

は県下最大のショッピングセンターをつくると、

モール街等を含めてやっていくとなれば、それ

がずれてくると諫早のまちづくりが大きく変わ

ってくると、そういうこともあるものですから。

今の供用開始は、地盤沈下で2年近く遅れてい

ますので、想定しておったのと若干ずれてきた

から、またそちらにも影響してくる。そうする

と諫早市地域のまちづくりに大きく影響すると

いうことがあって、そのあたりも含めて検討い

ただきながら進めていただきたいと、それをお

願いをしておきたい。 

 それは認識があるかどうか。それに関連して

県道の付け替え、あるいは拡幅、歩道等の整備

も関連をしてくることは県央振興局に対して求

めておりますので、確認をしながらですね。そ

れを開店できる時には、それに対応できるよう
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な状況をつくっていただきたいと思いますけど、

そのことを一言加えていただいて、私は終わり

たいと思いますが、いかがですか。 

【大塚道路建設課長】 まちづくり、ショッピン

グセンターのお話につきましては、そういう構

想があるということはお聞きいたしております

が、いつオープンするかとか、具体的なものは

把握をしておりませんが、そのあたりの計画も

視野に入れながら、調整できるところは調整し

て、できるところはきちんとやっていくという

形で進めてまいりたいと思いますので、よろし

くお願いします。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【山本(由)副委員長】 1点だけお願いします。 

 議案説明資料の1ページから2ページにかけ

て、和解及び損害賠償の額の決定についてとい

うところで、いわゆる県の管理地と言われてい

るところの管理のあり方なんですけれども、例

えば街路樹からの枝の落下による事故に関して

損害賠償が起こったりというふうなことで、い

わゆる災害の危険個所ではないと思っていたり、

市街地とかにある県の管理地に生えている草で

あったり木であったりと、こういったところの

点検というんですかね。こういうのは危ないん

じゃないかということで定期的な点検がなされ

ているのかどうかというのをまずお聞きをいた

します。 

【馬場道路維持課長】 今回、和解及び損害賠償

額の決定についてということで、道路維持課で

所管しますところは4件ほどございます。その

中で街路樹等からの枝の落下といったことが2

件ほどございます。強風等によりまして街路樹

が落ちまして、そこに通りかかった車に当たっ

たというものでございます。車を運転される方

には瑕疵といった点はございませんので、道路

管理者として、そういった損害を賠償する、補

償するというふうな形になっております。 

 日ごろ道路巡視業務、道路パトロール等をや

って、そういった枝の落下とか落石とかといっ

たものがないよう点検もしているところでござ

います。また、毎年、法面等の点検につきまし

ても、ＯＢとか道守、そういった方々の協力を

得ながら実施をしております。そういったこと

がないよう、道路災害防除事業というものを実

施しているところでございます。 

【山本(由)副委員長】 地元からの要望が一番多

いのは、ここは市の管理地じゃなくて県の管理

地で、草が非常に生えているとか、樹木が多く

て道路に覆いかぶさっているから危険であると

いうふうなことで、地元の方にお聞きすると、

昔は年に2回ぐらい除草や剪定をしていたもの

が、10年ぐらい前から年に1回になりましたと。

その年に1回が、去年、おととしはなされてい

ませんというふうな情報があって、申し入れを

すると、なかなか予算が厳しいと、当然そうい

うふうな話になってくるわけですけれども。 

 こういった管理、除草であったり剪定であっ

たりの予算は、積み上げて持っていらっしゃる

のか。それとも全体の枠として持っていらっし

ゃって、毎年とか2年に1回とかという定期的な

ものではなくて、その枠の中で何とかやりくり

をしてやっていらっしゃるのか、その辺のやり

方はどうなっているんでしょうか。 

【馬場道路維持課長】 主に県が管理します国道、

あるいは県道の除草につきましては、単独予算

になりますが、道路維持補修費の中からこまめ

に地域の建設業の皆様方に発注をしまして対策

を講じているところでございます。 

 単独予算ということになりますので、年に決

まった額がございまして、それを各地方機関に
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配当しまして、その中でやりくりしながら実施

をしているところでございます。 

 以前は2回ほどというお話でございますけれ

ども、交通量等を見ながら、あるいは市街地等

あまりにもみっともないところは年に2回、そ

の他のところは1回というふうなことで、少し

めりはりをつけた対策等も行っているところで

ございます。 

【山本(由)副委員長】 今のは多分、道路の関係

の法面であったり、道路の周りの土手であった

りといった話だと思うんですけれども、例えば

県の公園的な広場といったものについてはいか

がですか。同じような形でしょうか。 

【馬場道路維持課長】 県が管理します公園は、

総合運動公園、西海橋公園、百花台公園、平戸

田平公園になります。これらの公園につきまし

ても、指定管理者制度によりまして、そこの中

で除草等はしていただいておりまして、一定の

予算の範囲内でということになっております。

指定管理者制度でございますので、その中で効

率的な除草対策を業者が工夫をしながらやって

いただいているところでございます。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ほかに質問がないようですので、

土木部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時３１分 休憩 ― 

― 午後 ２時３１分 再開 ― 
 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、土木部関係の審査を終了

いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ２時３２分 散会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成３０年６月２７日 

自   午後 １時３１分 

至   午後 ３時 ８分 

於   委 員 会 室 ３ 

 
 

２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 里脇 清隆 君 

副委員長(副会長) 山本 由夫 君 

委 員 田中 愛国 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   瀬川 光之 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   坂本  浩 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な   し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な   し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

環 境 部 長  宮﨑 浩善 君 

環 境 部 次 長 
兼環境政策課長 

山口 正広 君  

地域環境課長  吉原 直樹 君  

水環境対策課長 田口 陽一 君 

廃棄物対策課長 重野  哲 君 

自然環境課長  田中 荘一 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午後 １時３１分 開議 ― 
 

【里脇委員長】 ただいまから、委員会及び分科

会を再開いたします。 

 これより、環境部関係の審査を行います。 

【里脇分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算及び予算に係る報告議案を議題といたし

ます。 

 環境部長より、予算及び予算に係る報告議案

の説明をお願いいたします。 

【宮﨑環境部長】 環境部の「予算決算委員会環

境生活分科会関係議案説明資料」の1ページを

お開きください。 

 環境部関係の議案について、ご説明いたしま

す。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第95号議案「平成30年度長崎県一般会計補正予

算（第1号）」のうち関係部分、報告第2号 知

事専決事項報告「平成29年度長崎県一般会計補

正予算（第9号）」のうち関係部分、報告第12

号 知事専決事項報告「平成29年度長崎県流域

下水道特別会計補正予算（第3号）」の3件であ

ります。 

 はじめに、第95号議案「平成30年度長崎県一

般会計補正予算（第1号）」について、ご説明

いたします。 

 歳入歳出予算額は、1ページに記載のとおり

であります。 

補正予算の内容につきましては、同じく1ペ

ージ下部に記載のとおり、生活基盤施設耐震化

等交付金事業費において、国庫補助の内示に伴

い市町への交付金の増額を行うための経費とい

たしまして329万2,000円を計上いたしており

ます。 

次に、2ページをご覧ください。 

先の3月定例県議会の予算決算委員会におい

て専決処分により措置することについて、あら
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かじめご了承いただいておりました平成29年

度予算の補正を3月30日付で専決処分させてい

ただきましたので、関係部分について、その概

要をご報告いたします。 

まず、報告第2号 知事専決事項報告「平成

29年度長崎県一般会計補正予算（第9号）」の

うち関係部分につきましては、歳入予算につい

て2,953万9,000円の減、歳出予算について

9,122万3,000円の減を計上いたしております。 

補正予算の主な内容につきましては、3ペー

ジに記載のとおりであります。 

続きまして、4ページをご覧ください。 

報告第12号 知事専決事項報告「平成29年度

長崎県流域下水道特別会計補正予算（第3号）」

につきましては、歳入歳出ともに4,731万8,000

円の減を計上いたしております。補正予算の内

容につきましては、記載のとおりであります。 

また、4ページ下部から5ページにかけまして

の繰越明許費繰越計算書報告につきましては、

記載のとおりであります。 

以上をちもまして、環境部関係の説明を終わ

ります。 

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 

【里脇分科会長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、これより予

算及び予算に係る報告議案に対する質疑を行い

ます。 

 質疑はございませんか。 

【渡辺委員】 3ページのところでちょっとお尋

ねしたいんですが、歳入関係の基金繰入金がそ

れぞれ2つ減額になっているんですけど、産業

廃棄物税基金を活用した事業費の確定に伴う基

金繰入金と環境美化基金を活用した事業費の確

定に伴う基金繰入金が減ってきたということは、

この基金を活用した事業が活発にされたと思う

んですけど、こういうことをしていますという

主な中身がわかりませんか。 

【重野廃棄物対策課長】 委員ご質問の件ですけ

れども、まず、産業廃棄物税の方でございます。

リサイクルの促進事業ということで、リサイク

ル製品をどうやって活用していくかということ

で、県民への普及、促進を図るような事業を行

っております。あと、島原半島の良質堆肥広域

流通促進事業として、島原半島で出ている堆肥

を島原半島以外にもっていって利活用を図る事

業も行っております。 

 その他、適正な処理の推進ということで、産

業廃棄物の不適正処理対策事業といたしまして、

産業廃棄物の処理事業者等に対する立ち入りを、

現在、各保健所におきまして適正処理指導員の

配置を進めておりますが、その配置に要する費

用として使っております。 

 あと、政令市である長崎市、佐世保市が、同

じく適正処理指導員を置いていますので、その

配置に対する経費の補助ということで使ってお

ります。 

 あと、環境美化基金ですけれども、こちらに

つきましては地球温暖化対策推進事業費、あと

廃棄物関係でいいますと「エコ＆ヘルシーなが

さき」ということで食品ロスの協議会を昨年度

立ち上げましたので、そういう事業に使わせて

いただいております。 

【渡辺委員】 大体わかりました。頑張ってくだ

さい。 

 それと､浄化槽対策費の支出の関係です。

3,547万3,000円の減額になっていますが、これ

は浄化槽設置の何基の予定に対して実数どれぐ

らいだったのか、その達成率はどれくらいでし

たか。 

【田口水環境対策課長】 浄化槽整備費につきま
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しては、当初予算におきまして2,130基を予定し

ておりました。結果といたしまして1,770基とい

うことで85％程度の執行率となっております。 

【渡辺委員】 この浄化槽設置の関係で申し込み

があって基準か何か、はねるケースがあるんで

すか。要するに、申請されればほとんど100％、

通るということになっているんですか。 

【田口水環境対策課長】 県が計上します予算に

つきましては、各市町が今年度の設置予定数を

見込みまして、その数字を要望していただいて

おります。県としましては、その要望に対して

全て配分しているという状況でございます。 

【渡辺委員】 これをすることによって残りの、

設置してほしいところがまだたくさんあるんで

すか。浄化槽を含めて下水処理場、普及されて

きていると思っているんですけど、残りはまだ

たくさんありますか。 

【田口水環境対策課長】 汚水処理人口普及率で

申し上げますと、本県は県平均で79.5％になっ

ております。私どもとしましては、100％を目

指していかなければならないと考えております

ので、下水道、そして浄化槽の促進を図ってい

きたいと考えております。 

【渡辺委員】 諫早湾干拓に流入する区域とか大

村湾に流入する区域とか、その辺は重点的に浄

化槽設置の関係で努めて頑張って設置するよう

に要望しておきます。よろしくお願いします。 

 それと、繰越明許費の関係で4ページの生活

基盤施設耐震化等交付金の事業費が1億7,000

万円近くありますが、これはどういう要因でし

ょうか。 

【田口水環境対策課長】 この繰り越しにつきま

しては、佐世保市と対馬市で2カ所、計3カ所に

おいて繰り越しが発生しております。佐世保市

の分につきましては、トンネルで送水管を設置

するという作業でございましたが、思ったより

岩が硬く、その岩掘削に時間を要するというこ

とで繰り越しをしております。 

 また、対馬市の2件におきましては、地元と

の調整に時間を要したということで繰り越して

いる状態でございます。 

【里脇分科会長】 ほかにございませんか。 

【山本(由)副会長】 すみません。1項目だけお

伺いいたします。 

3ページの一番下の分ですけれども、島原半

島満喫プロジェクト推進事業の中で調査委託費

の減により393万8,000円の減額となっている

んですが、この事業は、予算総額が744万8,000

円、この中でジオパーク活用推進プロジェクト

としてのモニターツアーの実施が302万円、国

立公園満喫プロジェクトとして国立公園ステッ

プアッププログラムの策定が442万4,000円に

なっていたと記憶しておりますけれども、今回

の減額の内容とその理由につきましてご説明を

お願いします。 

【田中自然環境課長】 委員からお尋ねがござい

ました島原半島満喫プロジェクト推進事業につ

いてですが、先ほど委員がおっしゃったように、

当初はステップアッププログラムの作成という

ことを中心に行うということで予定しておりま

したが、その後、平成29年度に入りまして環境

省の方針でステップアッププログラム事業を先

行する8公園と同じような取り扱いで2次選定

はしないということになりましたので、当初、

予定していた事業内容を変えまして、国の展開

事業とあわせた形で県の事業も進めるというこ

とに方針を転換しております。 

 その中で、国立公園雲仙における訪日外国人

の意向等調査分析業務と島原半島ジオパーク留

学生ジオツアー委託業務ということの2つを中

心に平成29年度は実施いたしました。 

 その中で、この業務委託について一般競争入
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札を実施しましたところ、訪日外国人の調査業

務におきまして、予定価格に対しまして落札額

32％という非常に低い価格での入札がござい

ました。これにつきましては落札者からヒアリ

ング等を行いまして実際に仕様書どおりできる

のか確認をしたところ、できるという回答でご

ざいましたので、そのまま落札ということにい

たしました。 

 その結果、入札差金が283万円発生しまして、

その他の執行残と合わせまして393万円の減額

という状況になったということでございます。 

【山本(由)副会長】国庫支出金もこの半額にな

るんですか、197万円、国庫支出金も減となっ

ていますので、国の方針が変わったり、入札の

結果、落札率といいますか、それが非常に低か

ったということになっているんですけれども、

この事業については、今言われたように、平成

30年度については国立公園における観光コン

テンツの構築であったり、島原半島ジオパーク

シンポジウムの開催ということで予算は減って

いるんですけれども、510万円ぐらいの予算が

計上されているということ。それから、あとの

政府施策要望にも絡んでくるんですけれども、

平成31年度の県の政府施策要望の中でも国

立・国定公園におけるインバウンド対策の推進

についてというのが本県から政府への施策要望

として上げられていると。その中で国立公園満

喫プロジェクトに必要なソフト支援の継続を要

望しているんだけれども、これに対して国から

は、「今後の支援の継続のためにも具体的な提

案をいただきたいとの回答があった」というふ

うに報告をいただいております。 

 ですから、この事業は、国立公園満喫プロジ

ェクトの展開事業ということで先行の8公園に

加えて国の応募に応じて10団体、採択されたも

のだと理解しておりますので、こういった形で

提案をして採択されたんだけれども、予算の執

行が少なかったというのがどうなのかなと思い

ますので、関係者の方と協力をしながら着実で

効果的な予算の執行をお願いしたいと思うんで

すけれども、この点はいかがですか。 

【田中自然環境課長】 委員からお尋ねがござい

ました予算の執行という点についてですけれど

も、今年度も約五百数十万円、島原半島満喫プ

ロジェクト事業に充てております。また、国の

展開事業は、これとは別に約400万円予定して

実施する形になっております。両方とも予定し

ております事業につきましては、着実に実行で

きるように努力してまいりたいと思っておりま

す。 

 また、昨年度、多額の残額が出ておりますけ

れども、こういった点も踏まえて入札を進めて

いきたいと思っておりますので、今後もぜひ島

原半島の活性化に向けた事業になりますように

努力してまいりたいと思っております。 

【山本(由)副会長】 ありがとうございます。ジ

オパークに関しては、県でいうと文化観光国際

部も企画振興部も、それから環境部も関わって

いただいているんですけれども、観光といいま

すか、そういった面においてジオパークの関係

者の方にお聞きすると、今、環境部が一番一生

懸命やっていただいているんだと言っておりま

す。そういった意味でぜひお力添えをいただき

たいと思いますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

【里脇分科会長】 ほかに質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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【里脇分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算及び予算に係る報告議案に対する質疑・

討論が終了しましたので、採決を行います。 

 第95号議案のうち関係部分、報告第2号のう

ち関係部分及び報告第12号は、原案のとおり、

それぞれ可決・承認することにご異議ございま

せんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算及び報告議案は、原案のとおり、

それぞれ可決・承認すべきものと決定されまし

た。 

【里脇委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 環境部は、委員会付託議案がないことから、

所管事項についての説明及び提出資料に関する

説明を受けた後、所管事項についての質問を行

います。 

 環境部長より所管事項説明をお願いいたしま

す。 

【宮﨑環境部長】 「環境生活委員会関係議案説

明資料」の1ページをお開きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしますのは、議案

はございませんので、議案以外の主な所管事項

について、ご説明いたします。 

 資料の2ページをお開きください。 

 諫早湾干拓調整池の環境保全対策について。 

 諫早湾干拓調整池の水質保全については、こ

れまで「第2期諫早湾干拓調整池水辺環境の保

全と創造のための行動計画」に基づき、各種施

策を実施しており、平成29年度の水質のＣＯＤ 

（化学的酸素要求量）75％値は7.4㎎/Lとなるな

ど、近年、改善傾向にあります。 

 また、平成24年度が終期であった同計画につ

いては、これまで暫定延長をしておりましたが、

関係機関と連携し、本年度中の次期計画策定に

向けて作業を進めているところであります。 

 さらに、諫早湾干拓事業で創出されました調

整池や自然干陸地の地域資源の有効活用を図る

とともに、水質の改善や再生可能エネルギー発

電施設導入の可能性について検討しているとこ

ろでございます。 

 このほかご報告いたしますのは、環境月間に

おける取組について、次期長崎県環境教育等行

動計画の策定について、省エネ・節電対策の推

進について、海水浴場水質調査の結果について、

長崎県汚泥処理構想の策定について、災害廃棄

物処理計画の策定について、生物多様性保全の

推進について、島原半島満喫プロジェクトにつ

いて、長崎県行財政改革推進プランに基づく取

組についてであり、内容は記載のとおりであり

ます。 

 以上をもちまして、環境部関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。 

【里脇委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」及

び「政府施策に関する提案・要望の実施結果」

について、説明を求めます。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 私から、「政

策等決定過程の透明性等の確保及び県議会・議

員との協議等の拡充に関する決議」及び「政府

施策に関する提案・要望の実施結果」につきま

して、説明をいたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保及

び県議会・議員との協議等の拡充に関する決議」

に基づき、本委員会に提出いたしました環境部

関係の資料につきまして、ご説明いたします。 

 なお、今回の報告対象期間は、本年2月から5

月までに実施したものとなっております。 
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 はじめに、1ページをご覧ください。 

 県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

し、市町等に対し、内示を行った補助金であり

ます。直接補助金の実績につきましては、資料

1ページから2ページに記載のとおり、長崎県海

岸漂着物等地域対策推進事業補助金など計18

件となっております。 

 また、間接補助金の実績につきましては、資

料3ページから4ページに記載のとおり、長崎県

浄化槽設置整備事業補助金など計20件となっ

ております。 

 次に、5ページをご覧ください。 

 1,000万円以上の契約状況についてでござい

ますが、5ページから6ページに記載のとおり、

8件となっております。 

 また、7ページ以降に入札結果一覧表を添付

しております。 

 次に、資料16ページをご覧ください。 

 知事及び部局長に対する陳情・要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の要望が行われたもの

につきましては、佐世保市からの要望の2件で

あり、それに対する県の取り扱いは、資料16ペ

ージから17ページに記載のとおりでございま

す。 

 次に､18ページをご覧ください。 

 附属機関等会議結果報告につきましては、附

属機関を上段に記載しており、長崎県環境影響

評価審査会など5回、下段に私的諮問機関等を

記載しており、長崎県廃棄物処理施設専門委員

会など2回開催しております。その内容につき

ましては、資料19ページ以降に記載のとおりで

ございます。 

 説明は以上でございます。ご審議のほど、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、「平成31年度政府施策に関する

提案・要望の実施」につきまして、ご説明いた

します。 

 去る6月6日及び7日に実施いたしました平成

31年度政府施策に関する提案・要望について、

環境部関係の要望結果をご説明いたします。 

 環境部関係におきましては、国立・国定公園

におけるインバウンド対策の推進について、下

水道施設の整備促進と安定的な経営について、

漂流・漂着ごみの対策についてなど、一般項目

の7項目について要望を実施いたしました。 

 要望実績といたしましては、要望先が環境省、

厚生労働省、国土交通省の3省であり、環境省 

亀沢自然環境局長ほか17名に対し、宮﨑環境部

長及び関係課長等で要望を行いました。 

 このうち、国立・国定公園におけるインバウ

ンド対策の推進につきましては、環境省自然環

境局長等に対して強く要望を行ったところ、「国

立公園満喫プロジェクト」のソフト支援事業等

について、今後の支援の継続のためにも具体的

な提案をいただきたいなどの発言がありました。 

 また、そのほかの項目につきましても、担当

課長等に対して強く要望を行っております。 

 以上が環境部関係の要望結果でありますが、

今回の政府施策に関する提案要望の実現に向け、

個別に国に対する要望を行うなど、引き続き取

組を行ってまいります。 

 以上で報告を終わらせていただきます。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 以上で説明が終わりましたので、陳情審査を

行います。 

 配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。 

 陳情書について何かご質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくこととします。 
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 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。 

【川崎委員】 資料の19ページ及び20ページで

すが、長崎県環境影響評価審査会議の内容につ

いてご報告をいただいております。 

 委員からは、洋上風力発電等に係る鳥類の調

査または海洋海棲生物の影響についての意見が

あったということでございました。具体的にど

ういったご意見があったのか。また、今後進め

ていく上で大変重要な事項かと思っております。

県の見解を求めたいと思います。 

【吉原地域環境課長】 委員ご質問の件について

お答えします。 

 まず、19ページの五島市沖洋上風力発電事業

に係る環境影響評価の準備書の審査内容の結果

でございますが、審査委員の方からは、動物、

植物ということで、この海域が多くの渡り鳥が

行き交う海域になっていると。鳥類の渡り、ル

ートの予測が不確実になっていますので、事業

区域における鳥類とか哺乳類の状況について情

報を収集してくださいというご意見があってお

ります。 

 また、2つ目の海生生物への影響についてと

いうことにつきましては、風車設置に当たって、

その風車の振動とか騒音が海中にどう及んでい

くのか。海水中に生息している生物にどういう

影響を与えるのか、きちんと調査をしてくださ

いということの意見があっております。 

 また、20ページには、西海江島洋上風力発電

事業ということで、これも風力発電の環境影響

評価の計画段階の配慮書ということで審査を行

いました。それにつきましても委員の皆様から

は、まず、騒音に関して事業想定区域には学校

とか医療機関が近くにあるということで、その

度合いをきちんと調査してくださいと。 

 また2つ目に、動物の関係におきましては、

この周辺には哺乳類としてコウモリが行き交う

海域になっているというところで、風力発電施

設への衝突が懸念されるので、その点について

も調査をしていただきたいと。 

 また、海生生物については、ここがブリとか

タイとかイセエビの漁場になっているというこ

ともありまして、その影響についてもちゃんと

調査を行ってくださいということの意見があっ

ております。 

【川崎委員】 わかりました。さまざまなご心配

のことがあるのは事実でございますので、真摯

に調査をし、ご回答いただきたいと思います。 

 西海江島の方について景観への配慮というよ

うなご意見もあっているようですが、洋上風力、

確かに景観の部分も多分に配慮しないといけな

いと思いますが、これについてはどのような形

でご意見に対応していこうとされているのか、

お尋ねをいたします。 

【吉原地域環境課長】 県としましては、世界遺

産候補の構成資産や島内の居住、島からの眺望

といったことに配慮してくださいということで

県知事意見を出しております。 

 具体的には、世界遺産の候補地から見た角度

ですけれども、垂直視野角といいますが、0.5

度未満の高さになるように風車の高さを抑えて

くださいということで意見を出しております。 

【川崎委員】 そういった高さの制限ということ

については、世界遺産は長崎にもあるので、建

物についても、かなりいろんな制限があるとい

うことはよく知っておりますので、同じことか

なと思います。 

 そうすると、実際そういったものを設置して、

要するに効力、投資をして発電をするに当たっ
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て影響というものはないんですか、発電をする

ということにおいてですね。もしあれば場所を

変えたりするんでしょうけれども、かなり大が

かりな話になるんだと思いますが、いかがでし

ょうか。 

【吉原地域環境課長】 委員ご指摘のとおり、最

近は風車の大型化がかなりメジャーになってき

ておりまして、0.5度という垂直角を超える可能

性があるところも出てきております。ですが、

事業者に関しましては、世界遺産についても配

慮するということで設置場所とかを今後また西

海市、県と検討していくという回答を得ている

ところでございます。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ほかにご質問がないようでござ

いますので、次に、「政府施策に関する提案・

要望の実施結果」について、質問はございませ

んか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 質問がないようでございますの

で、次に、議案外所管事務一般について、ご質

問はありませんか。 

【坂本(浩)委員】 部長説明資料の2ページの省

エネ節電対策の推進についてですけれども、こ

の段落の下から5行目から、「県みずからの事

業者としての取組」ということで、「県庁エコ

オフィスプランに基づき」ということで、また、

「国の地方公共団体カーボン・マネジメント強

化事業を活用し」と、この強化事業というのが、

3月定例会でもらった環境部の概要を見ました

が、なかったものですから、どういう事業なの

かを教えていただきたいと思います。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 この地方公

共団体カーボン・マネジメント強化事業という

のは、環境省の補助事業でございます。これは

昨年度から実施している事業でございまして、

昨年度は県有施設について7分類に類型化いた

しました。その7分類の類型化の中で代表的な

改修施設を出しまして、その7施設につきまし

て改修の効果等の確認調査等を行ったところで

ございます。 

 今年度につきましては、その7施設の代表的

な施設のうち4施設について実際の改修を行う

ということで、その実施設計を行うものでござ

います。 

【坂本(浩)委員】 私は3月定例会の委員会でも

質問した、いわゆるＬＥＤ化の部分でしたかね、

7施設の中でですね。それが去年度からカーボ

ン・マネジメント強化事業という国の支援事業

を活用して行って、今年はそれを具体的にＬＥ

Ｄ化等、県有施設の省エネを進めていく、そう

いう理解でいいんですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 今、委員お

っしゃったとおりでございまして、今年の3月

定例会でもご説明等を行いましたけれども、そ

の延長ということでございまして、照明のＬＥ

Ｄ化、あと空調等の高効率化を今後図っていく

というものでございます。 

【坂本(浩)委員】 これは支援事業でしょうから、

国から予算が一定ついているんだと思うんです

けれども、今年度でいくと、国の事業そのもの

がどれぐらいの予算規模で、そのうちどれぐら

いが長崎県に予算化されているのか、あるいは

県だけじゃなくて、いわゆる市町に対する支援

事業もあるのかどうか、その辺を教えてくださ

い。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 これにつき

ましては、事業費といたしましては、全部合わ

せて660万円ほど計上いたしております。国の

予算全体につきましては把握しておりませんけ

れども、この事業につきましては、県だけでは
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なく、市町も対象になっているというものでご

ざいます。 

【坂本(浩)委員】 県の予算総体が660万円で、

いわゆる補助事業でしょうから、補助額が660

万円ということでいいんですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 これについ

ては3分の1の補助でございますので、220万円

が国の補助ということになります。 

【坂本(浩)委員】 国の全体の予算規模がどれぐ

らいかわかりませんので何とも言えないんです

が、ぜひ、こうした環境省の事業を活用して、

さらにＬＥＤ化、省エネを進めていただきたい

と思っておりますし、各市町にも積極的な活用

を促していただきたいということを要望させて

いただきます。 

 次に、同じページの下の方、諫早湾干拓関係

です。一番下の行に「再生可能エネルギー発電

施設導入の可能性」と書いてありますけど、ど

ういう発電施設を検討されているのか、答えら

れる分だけでいいですが、それと、干拓地は基

本的に農業をやっているんでしょうから、どう

いったところにそういう土地があるのか、その

辺について教えてください。 

【吉原地域環境課長】 ご質問の再生可能エネル

ギー発電施設はどういうものかということです

が、今、私どもが検討しておりますのが太陽光

発電。また、3月の委員会でもご説明させてい

ただいたと思いますが、島原半島のバイオマス

を活用するということでバイオガス発電施設を

周辺にもってくるということも検討しておりま

す。 

 また、場所でございますが、周辺には自然干

陸地がかなりあります。また、調整池もどうに

か使えないかということで検討しているところ

でございます。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。少し具体的に

なってから、またやりとりさせていただきたい

と思います。 

 それから、3ページ目の「海水浴場の水質調

査の結果」についてということで、これについ

てはそれぞれ担当課から資料を送ってきました

ので見せていただいたんですけれども、去年に

比べて今年は全てが水質が「ＡＡ」ということ

になっています。送られてきた資料を見ますと、

去年は、いわゆるふん便性の大腸菌群数が検出

されたところが5カ所ほどありまして、そこに

ついては「Ａ」ということです。昨年と今年の

同じ時期の調査で、5カ所については、今年は

全て最上質の水質という結果が出たという報告

資料でした。 

 この5カ所について、去年と今年の差が、こ

れを見るとわずかな差なんですね。だから、微

妙なところなんだろうと思うんですけれども、

その差の原因といいますか、それをどういうふ

うに考えておられるのか。長崎市周辺だけでは

なくて、離島地域とか、ものすごく水がきれい

なところも入っていたものですから、どういう

ふうに理解したらいいのかなと思ったものです

から、その辺についてお尋ねいたします。 

【吉原地域環境課長】 委員ご指摘のように、昨

年は5カ所が、場所としましては、大崎の海水

浴場、前浜、白浜、蛤浜、それと壱岐の筒城浜

となっております。 

 この「Ａ」の5カ所につきましては、昨年、

大腸菌が検出されたということで「Ａ」という

案件になっておりますけれども、その基準が、

ふん便性大腸菌は不検出、基準としては大腸菌

が100ミリリットル中に2個未満でないといけ

ないと。それに対して2から5ぐらいの数値でわ

ずかな個数で基準がＡランクに下がってしまっ

たという状態になっています。 

 これにつきましては、調査の時期を、晴天の
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日が続いたところでの調査をやるということで

調整しているところでございますけれども、昨

年は調査の前に雨が降っておりまして、周辺か

らの雨水の流れ込みというものが考えられ、こ

ういう結果になったと思われます。 

【坂本(浩)委員】 それで、これ、20カ所の海水

浴場を対象ということで、年間の利用者が概ね

5,000人以上のところを抽出して調査をした結

果ということですけれども、それ以外にも海水

浴場は結構たくさんあるんじゃないかと思うん

ですけれども、その辺については調査はされな

いんですか。 

【吉原地域環境課長】 県の方でも予算のことが

ありまして、利用人口が5,000人以上ということ

で調査の対象海水浴場を絞らせていただいてお

ります。 

 ただし、委員がおっしゃられますように、こ

れ以外の海水浴場、佐世保市であったり、五島

の方であったり、海水浴場がございます。それ

については市の方で調査をされていると聞いて

おります。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

【川崎委員】 海洋プラスチックごみについてお

尋ねをいたします。 

 先般行われた先進7カ国首脳会議で「海洋プ

ラスチック憲章」というものが審議をされて、

7カ国のうち日米を除く5カ国は署名をしまし

たけど、日本は署名しなかったということがあ

りました。産業界や消費者に影響が大きく、準

備が整っていないということが理由であったと

報じられているところでございます。 

 一方で、世界で年間800万トンから1,200万ト

ンものプラスチックごみが海に流出していて、

海洋におけるさまざまな影響を及ぼしていると

いうことが指摘をされております。加えて、微

粒子状の、いわゆるマイクロプラスチック削減

については、国の方でも関係法が改正されると

いう動きが起きています。 

 長崎県は海岸線が非常に長く、漁業にしろ、

このプラスチックごみについては、多大に影響

を受ける県だと誰しもが思っているところでご

ざいます。こういった国際的な動き、国内の動

き、こういったところから県としてどのように

認識され、今後、この問題について取り組んで

いかれるのか、お尋ねをいたします。 

【重野廃棄物対策課長】 委員ご質問の件ですけ

れども、マイクロプラスチック自体は、紫外線、

熱、波によって砕けて5ミリ以下のプラスチッ

クになってしまうというところがございまして、

長崎県自体が日本の西海岸の方にあると。韓国

とか中国から流れてくる廃プラとかをまず最初

に回収できるところですので、まずは小さくな

る前に回収するというところで国の補助金を使

いながら、マイクロプラスチックになる前に回

収をしていこうということで取り組んでいきた

いと考えております。 

 あと、マイクロプラスチックの対策につきま

しては、川から海に流れ込むプラスチックの量

をどうにか減らさないといけないというふうな

ところもございますので、県では、「ゴミゼロ

ながさき」実践計画を立てておりますので、ご

みをより減らすというところでの対策をとりな

がら、川、海にごみがより流れないようにして

いくためにどうしたらいいかということで市町

を交えながら検討を図っていきたいと考えてお

ります。 

【川崎委員】 市町交えながら検討を図っていく

というご答弁でしたが、よければ今まで取り組

んだ、マイクロプラスチックになる前に早めに

回収していく、そういったことでこれまで取り

組んできている具体的な事例があればご紹介い

ただきたいんですが。 
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【重野廃棄物対策課長】 国の調査によりますと、

漂着物というのは平成26年度で全国的に16万

トンから31万トンぐらい流れてきています。そ

のうち長崎県には1.7万トンから3.2万トンぐら

い流れてきています。平成27年度においては、

全国的に9.6万トンから18万トンの間で流れて

きている。長崎県には0.6万トンから1.2万トン

流れてきているという中で、長崎県においては

平成26年度に2,264トン、平成27年度に2,043ト

ン、離島と本土において回収を行っているとい

うところで、予算の上限があるので、全てとり

きるということは難しいことでもあります。あ

と、海岸で船が行けないところとか、そういう

ところがあるので全部がとれるというわけでは

ないんですけれども、水産への被害が出るとこ

ろとか、海水浴場の景観を重要視しているとこ

ろについては、回収を市町、県、管理者がやっ

て、その辺についてはある程度とれているので

はないかと思っております。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【八江委員】 諫干の水質の関係でちょっとお尋

ねしたいんですが、諫早湾の水質は、汚れ水、

腐った水、いろいろ表現がたくさんありますよ

ね。私たちも昔、子どもの時からずっと汚れた

水の中で泳いでおったことで何にもなかったん

ですけど、汚れているから水質が悪いと。澄ん

でいるものよりも見た目は確かに汚れているか

もしれない。 

そういうことを考えてみれば、調査された中

では、リンとか窒素とか、そういったものの水

質の問題は、他県の例えば六角川とか、佐賀県

の川、筑後川、こういったものとは遜色はない

もので、向こうはそのままストレートで海に流

れていますけど、こっちはたまった水が満水に

なってくれば常時1メートルのラインを確保す

るために排水しているわけですけど、排水する

のも本明川から流れている、境川から流れてい

る水と全く同じ。逆に言えば、いろんなデータ

を見ると、いろんなものはむしろ県外の河川よ

りも水質がいいようにデータは出ているんです

けど、その辺を私が確認をする意味で、何かと

言えば、飛行機から見た時に堤防の内と外は、

濁り、腐り水だとか何とか表現されますから、

その辺をはっきり払拭したい気持ちでいっぱい

なんですけど、どのように水質を皆さん方が把

握しておられるか確認してみたいと思うんです

が、いかがですか。 

【吉原地域環境課長】 委員ご指摘の件につきま

しては、諫早湾の干拓調整池の水質が有明海に

流入する主要な河川、また、佐賀県にあります

クリーク、そういったところと比べて平均程度

で、特に悪いというところはありません。他の

河川の方が水質が劣っているものだというふう

に認識しております。 

 また、ＣＯＤの負荷量というもので見てみま

すと、有明海全体に占める負荷量の割合という

のは、2～3％ぐらいしかないということで認識

しておるところでございます。 

【八江委員】 今お話しのように、有明海に各河

川から流入するのは、3％ないし5％以内が本明

川、あるいは長崎県の河川から流れている水量

だと言われて、大きな30％とか50％とかいう数

量のものではないのに、いつも悪者にされるの

は本明川の水質だと言われている。 

では、そういうことがわかっておりながら、

なんで言われるのかというのがありますけど、

よく議会でも質問がある、水質改善をすべきで

はないかと。今、長崎県の環境部として取り組

んでいるものは、何を水質改善しようとしてい

るんですか。それをお尋ねしたいと思いますが、

いかがですか。 
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【吉原地域環境課長】 調整池の水質の改善とい

うことにつきましては、水質の環境基準として

ＣＯＤ（化学的酸素要求量）を5㎎/Lと設定して

おりますが、平成29年度の値では7.4mg/Lと、

まだ環境基準を超過している状況でございます

ので、県としましては、生活排水対策、それか

ら工場・事業場排水対策、農業関係の排水対策、

それと調整池流入河川の対策というものを4つ

の柱の部分で水質の改善をしていこうというふ

うに考えております。 

【八江委員】 水質がよいにこしたことはないわ

けですから、向こうより悪いのを奨励するつも

りはないし、いいものであればなおさら、アピ

ールするものをしっかりしておいてもらわない

と、全てが諫干の締め切り堤防内の水質が悪影

響で魚介類が減少している、宝の海を返せとい

うことになっていますけど、全くそうじゃない

というのは、我々はわかっているし、信じてい

るわけですけれども、そういったことを平気で

言う人が、中には学者の方もオーバーに言われ

る方も多いので、その辺ははっきりさせてほし

いなと思います。 

そこで、一時は下水道の処理が湾内と湾外と

相当違うと。だから、諫早周辺の住宅地域にお

いても、あるいは家庭雑排水を処理するために

公共下水道の推進と、それから農業・漁業集落

排水事業等の推進、そしてまた、小型合併処理

槽によって改善を図ってきていると思いますけ

ど、そのあたりのところは今のところどの程度

いっているのかわかりますか。公共下水道は目

的の何％、集落排水事業はこのくらい、小型合

併はこうと、目標にどのくらい達していないの

か。おおよそでいいですけど、いかがでしょう

か。 

【田口水環境対策課長】 県全体の汚水処理人口

普及率というのが、先ほど79.5％というふうに

申し上げました。それに対しまして、諫干の流

域におきます汚水処理人口普及率といいますの

が89.1％ということで、県平均よりも高い数字

で普及を進めているところでございます。 

さらに、調整池につきましては、下水道も通

常の標準処理ではなく、高度処理化という高度

な処理を進めております。また、浄化槽につき

ましても、通常型ではなく、高度処理型という

浄化槽を設置するという取組をもって重点的に

当流域における汚水処理を進めているところで

ございます。 

【八江委員】 それで、今、淡水湖の中には、フ

ナとかコイとかナマズとか淡水魚が、養殖じゃ

ないけど、増えてきておりまして、コイなんか

も、極端に言えば1メートルぐらいのコイがお

る。それで、コイじゃなくてもフナでも、ヘラ

ブナでもそうなんですが、釣り大会を開こうと

いう機運も高まってきております。 

そして、淡水魚がどのような影響を与えるか

わかりませんけど、そういう状況の中にあると

いうことであれば、もう少し淡水魚等の活用も

考えていかなければならないのではないかと思

っております。 

これは水産の関係とか何とかじゃないからお

尋ねはしませんけれども、そういう計画があり

ます。それで、全国、場合によっては九州のヘ

ラブナ釣り大会を開こうかということはもう数

年前から進めておりますけど、日時はまだ出て

おりませんけど、そういうことをしながら、淡

水魚の育成を図っていこうということもありま

す。 

そこで、もう一つは、野鳥が、この間から干

拓地のレタスとかキャベツとか、そういったも

のに対する食害があっているということで、農
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林部の対策も非常に困っている。訴訟問題等も

かかっておりますけれども、あそこは猟銃区域

外ですか。 

そうであれば、あそこは正直言って、びっく

りするほどカモがおるんですね、その他にも野

鳥が。こんなにおるのかと思うぐらいに、石こ

ろのようにおるんですけど、それは、野鳥が来

るというのは非常にいいことではないかなと思

いますけど、反面、食害等があって、そっちで

は困っている。これに対する環境部の考え方が、

駆除をできるのかできないのかという問題もあ

りますし、また、それをどこまですればいいの

かというのもあります。その辺の考え方はいか

がですか。 

【里脇委員長】 しばらく休憩します。 

 

― 午後 ２時３０分 休憩 ― 

― 午後 ２時３１分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

【田中自然環境課長】諫早湾干拓地の農作物の

被害につきましては農林部の所管ではございま

すが、環境部では鳥獣保護区の設定をしており

ます。鳥獣保護区を設定していましても、有害

鳥獣駆除ということであれば捕獲等はできると

いうことになっております。 

有害鳥獣駆除につきましては、地元市の方で

許可を出すという形で、そういった被害対策に

ついては優先して実施するということで対応す

ると私の方では聞いております。 

【八江委員】 両方の立場があって、保護をして

いく、野鳥が来ることも大いに結構だというこ

とと同時に、食害があって農林業としては非常

に困るから、どっちをどうすればいいのか苦し

いんですけど、環境部としては適切な処理を農

林部等を含めて話を詰めながらやっていただき

たいと思います。 

もう1点、干陸地の利用あるいは淡水湖の利

用で、諫早湾干拓が非常に有名になっています。

特に淡水湖の利用、ボートの話が今盛んに出て

おります。直線として本明川水系で長くは4,000

メートル、4キロある。3キロあれば日本一だと

言われております。それが4キロもある区域で、

世界でも有数なボートに適するコースだと言わ

れている。そうなれば、そこを利用するに当た

って、今からスポーツ関係が盛んになってきま

す。 

それで、干陸地は、パークゴルフとか、その

ほかの用途としてはあまりないんですけど、い

ろんな大会等が開かれることをしていく干陸地

の管理を、環境部としてはどちらを向いてして

いきたいのか。 

もう一つが、中央干拓地の地先のところに雑

草が何百ヘクタールかあるんです。それはなん

で刈りもしないでいるのかというのは、自然保

護団体等が、そこは勝手にできないと、自然に

置いておいた方がいいということだから、そこ

の埋もれたものが腐って水質に影響していると

も言われております。 

そういったものの除草等ができるかできない

かという問題もありますけど、そういったこと

を含めて、干陸地、あるいは淡水湖の管理につ

いてはどのように一致した考え方を持っておら

れるのかお尋ねしたいと思いますが、いかがで

すか。 

【吉原地域環境課長】 干陸地、調整池の利用に

つきましては、県央振興局の方も考えておりま

して、委員がおっしゃられますように、カヌー、

スポーツ大会とか、あとレジャー関係、釣り大

会、そういったものに使えないか。また、干陸

地の一部につきましては、今現在も、そばとか
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麦、そういったものの農地の活用とか、あと飼

料作物の栽培の方でも活用をされています。 

環境部としましては、やはり自然が見られる

ところというところで、環境の学習の場にした

い。また、自然干陸地を活用した水質の浄化、

ビオトープをつくって中央干拓地の遊水池の水

を流して、少しでも浄化させていければと考え

ているところでございます。 

【八江委員】 中央干拓地の地先のところは、い

ろんな野鳥等も来ておることもありますし、ま

た、野鳥以外に小動物も生息しているという話

もあります。 

しかし、あそこは何らかの形で処理をしてい

かなければならない一つの大きな問題点だと、

諫干の中でも一番の問題。陸地につながってい

るというのは、どこでもつながっているんです

けど、高来地区の干陸地については、コスモス

園とか菜の花とか牧草とかのようなことができ

る、あるいはパークゴルフもグラウンドゴルフ

もできるような状況があります。今は、自転車

の競技、でこぼこした、何といいますか、そう

いったものも導入したり。 

だから、そういうものについて環境部として

は、よく話し合いをしながらですけれども、新

たに格上げするのは、前向きに県民が、国民が

利用できるようなことにかじを切ってやってい

ただきたい。 

農林水産省も国土交通省も、そういったもの

に前向きにどんどん使ってくださいというよう

な方向に変わってきている。ここ数年前までは、

あれしたらいかん、これをしたらいかんという

ことだったけど、今は有効に活用してください

と、そういうことに変わってきているから、環

境部もそれに乗り遅れないように。乗り遅れな

いようにというのは失礼だと思いますけど、逆

に誘導して、そこの干拓地をうまく利用して、

今までの汚名を返上したいという気持ちが地元

としてはあるから申し上げるんですけど、そこ

は、部長、最終的にそういう考えをはっきり聞

かせてほしいと思いますが、いかがですか。 

【宮﨑環境部長】 諫干事業でつくられました調

整池等につきましては、まず、一義的には防災

機能を持たせるというふうなことがあります。

それで、今、小江の干拓地あたりでもいろんな

活性化策をとられておりますけれども、前提と

いたしましては、防災機能を阻害しない範囲で

有効活用するということで、先ほど委員がおっ

しゃられましたクロスカントリーであるとか、

そばとか、コスモスとか、そういうものが展開

されているところでございます。 

一方で、中央干陸地でございますけれども、

あそこにつきましては、今現在はヨシが繁茂し

ているような状況でございまして、一方では、

あそこにチュウヒ等の希少な動植物がございま

す。ですから、今後、利活用に当たっては、そ

れらの保護も念頭に置きながら、一方では有効

活用を図るというふうな形で対応してまいりた

いと考えております。 

【八江委員】 前向きに利用することによって、

県民が期待できる公園化、あるいはまたスポー

ツ化、そういったものに大きく期待のできる場

所だと思いますので、積極的に各部と協力しな

がらお願いをしておきたいと思います。 

もう1点だけ、環境基準、アセスメントの問

題が1つあるんですけど、この間、我々、市町

との話をする中で、長崎県は環境基準が厳しく

て、推進するのには後ろ向きじゃないのかと。 

それは何なのかというと、例えば、30ヘクタ

ールの工業団地をつくろうとして、私も20年近

く、やいやいやってきましたけど、県でつくっ
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てくださいと言っても、いや、それは無理だと、

市でつくってくださいというようなこと。 

長崎県の場合の環境基準のアセスをするのは、

何町歩から何町歩以下とかいう基準がある。そ

れが長崎県は特に厳しいんだと言われておるん

ですけど、そのことはどのように他県に比べて

厳しいのか。基準はどこなのか、20ヘクタール

なのか、30ヘクタールなのか、40ヘクタールな

のか、その辺がわかればちょっと教えていただ

きたい。 

【吉原地域環境課長】 環境影響評価の規模につ

いてでございますけれども、他県の例でお答え

しますと、工業団地のアセスに係る規模要件と

いうものが、50ヘクタール以上に関しましては

38自治体、35ヘクタール以上としているのが2

自治体。長崎県の場合は30ヘクタール以上とし

ておりますけれども、それよりも下の0.3ヘクタ

ール以上というものをしているところの数とし

ましては24自治体あります。 

30ヘクタールに長崎県が設定しました経緯

を説明しますと、昭和55年に長崎県の環境影響

評価事務指導要綱というものをつくっておりま

す。その時に工業団地等の造成規模、他県も含

めまして見回した時に、25～30ヘクタールであ

ったということで、その時に30ヘクタールとい

うふうに設定しております。 

また、平成11年に長崎県の環境影響評価条例

というものを制定しました時も、30ヘクタール

について検討したところなんですけれども、本

県の河川とか湿地、それから山地、海岸線の深

さがほかの県よりも小規模で複雑で、また、そ

ういったところに希少な生物がすんでいると。

工業団地のような平面的な広がりが大きい造成

をした場合に、どうしてもそういったところに

かかってしまう。また、人が住んでいる住宅地

にもかかってしまうので、規模拡大するのはど

うかということで現在の状況になっているとこ

ろでございます。 

【八江委員】 一つは、大規模だけがいいとか悪

いとかではないんですけど、たまたま用地があ

って、例えば、50ヘクタールにしてやっていけ

ば、そこに工業の立地条件等もいいものができ

上がってくる。企業の進出、誘致は結構時間の

かかる部分もありますけど、それによって人口

の確保というものもできるし、産業の活性化に

もつながってくる。ところが、経済は動いてい

るから、でき上がるまでの時間がかなり長いと、

また時期を逸してしまうということももちろん

あります。 

だから、そういうところを勘案しながらいけ

ば、他県並みと言えばおかしいんですけど、他

県並みにいっているという数字はいろいろ条件

があるかもしれませんけど、この間の諫早の何

かは30ヘクタールか40ヘクタールにしようと

いうことで一生懸命進めてきていたところが、

なかなかうまくいかなくて、20ヘクタールしか

できないと。20メートル以上は環境評価調査を

していかなければいかん。そうすれば、評価す

る調査だけで2年、3年かかってしまうんじゃな

いか。こういうことになってくると時期を逸し

てしまうということもありますので、そのあた

りは臨機応変に、なし崩しにしろとは言わない

けど、もう少し特例措置等も含めて、今、長崎

県はどういうものが必要なのか、いつ必要なの

か、そういったものを勘案すると、特例措置も

しくはそれに準用できるような措置も考えてお

くべきではないかとつくづく感じました。 

今、長崎県は人口減少対策等も含めて考えて、

産業活性化も考えれば、今、必要だという時に、

いざ、できた時には間に合わないということに



平成３０年６月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（６月２７日） 

- 56 - 

なりますから、そのあたりは十分対応できるよ

うに今後検討していただきたいということだけ。 

先ほどの数字については、後ほど資料があっ

たらいただきたいと思いますので、よろしくお

願いします。 

総括して、そういった基準によって長崎県が

進まない。進まないというか、足かせになって

いるということでありますので、ただ基準を守

ればいいというだけではなくて、そういったこ

とも臨機応変に対応できるような施策の展開を

していただきたいと思いますが、部長、その点

はいかがですか。それで終わりたいと思います。 

【宮﨑環境部長】 八江委員のおっしゃるとおり、

現在、県の重要課題であります雇用の創出等、

所得の向上というものもございます。そういう

ふうな観点でいけば、やはり委員がおっしゃる

とおり、臨機な対応というのが必要になろうか

と思います。 

今後、その点につきましては、何ができるの

かということを改めて判断させていただきたい

というふうに思います。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【外間委員】 漂流・漂着ごみについて確認の意

味で1点質問させていただきます。 

 川崎委員からも廃プラのお話がちょっとあり

ましたので関連しているかと思いますが、毎回、

私はこの漂流・漂着ごみについては、国全体と

して、日本でも海岸線の長い長崎県に流れ込む

漂流・漂着ごみの量の多さ、それに対する処理

方法について国への要望も今回しっかりと項目

を上げて要望なされているようであります。政

策決定過程においても、海岸を持つほとんどの

自治体が内示を受け、相当高額の漂流・漂着ご

み処理についての内示額、特に、対馬では2億

5,000万円、上五島、五島ではそれぞれ1億円に

近い処理費用というか、内示額をいただいてお

り、相当大きな金額だと思っております。 

 まず、全体として国の、長崎県が流れ込む地

域なのか。確認の意味で、全国で予算をどのよ

うに立てて、昔はたしか基金をプールして数十

億円のうち全体の4割を長崎県がもらって、そ

れを各自治体で処理をしておったということで

すけど、今の予算の獲得に向けた中身について、

長崎県の位置づけも含めて再度ご説明をいただ

ければと思います。 

【重野廃棄物対策課長】 委員ご質問の件ですけ

れども、平成21年度から平成24年度まで「地域

グリーンニューディール基金」ということで基

金を設けてやりまして、国の事業費として60億

円、それで長崎県に11億円という形で配分され

ております。平成25年度から平成26年度に「海

ごみ基金」という形でやりまして、国の事業費

として100億円、うち長崎県に16億円きており

ます。平成27年度から単年度補助金という形に

なりまして、国の事業費が28億万円のところを

長崎県に4億8,000万円という形です。平成28年

度が、国全体が30億円のところを長崎県に4億

8,500万円。平成29年度が31億円のところで長

崎県に4億8,000万円という形できております。 

【外間委員】 よくわかりました。これらの予算

を獲得して、それを内示でお渡しする。それは

オール国庫でやっているということですか。 

【重野廃棄物対策課長】 先ほど説明しました

「地域グリーンニューディール基金」、「海ご

み基金」の時には10分の10でオール国庫だった

んですけれども、平成27年度から補助率という

形で、最初の方が10分の8から10分の9.5、平成

28年度の補助率から10分の7から10分の9と変

わっております。 

【外間委員】 わかりました。それで、内示額を

いただいた対馬は2億5,000万円、上五島、五島
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市は9,000万円近い大きな予算なんですが、これ

らの内示をもって漂流・漂着したごみを収集し

て、最終的に焼却なり、要は海岸をきれいにす

るという工法があろうかと思うんですが、これ

はある意味、長崎県全体統一した方法で処理を

行っていかれるものなのか、あるいは地域、地

域によってそれぞれのやり方で地域の自己責任

完結型で処理をやっていかれるのか。その辺を

県としてどういうふうに掌握されておられます

か。 

【重野廃棄物対策課長】 この海ごみにつきまし

ては、離島の方が流れてくる量が非常に多いと

いうところで、離島に処理施設があるかどうか

というところでの判断になってくると思います。 

 対馬におきましては、最終処分場までありま

すので、基本、島内で処理できるものは島内で

処理するというふうな形に基づいて、一部、島

内で処理できないものがありますが、ほとんど

島内で処理するような形で、最終的には最終処

分場で埋め立て処分をするというふうな形で対

策をとっております。 

残りの3離島につきましては、最終処分場が

ないというところがございますので、島の処理

施設でできる範囲でやって、できないものにつ

いては島外にもっていく。島外にもっていった

時には、なるだけ県内の施設で処理をしてもら

って、それが無理な時には県外の施設で処理を

していただくという方針のもとでやっていただ

いているということでお聞きしております。 

【外間委員】 ありがとうございました。一定理

解ができました。 

 最後に、こういう漂流・漂着ごみは、お互い

さまということで、全世界それぞれが出された

ものが流れ流れて、たまたまその国に流れてき

たということで、ハングル文字があろうが、中

国文字があろうが、それはそれとして、自己責

任において、それぞれの国が処理をするという

法則とか、世界的に日本が流した漂流・漂着ご

みはどこに行くのかわからないんですが、世界

各国、それぞれの漂流・漂着ごみの対策につい

て、何か連携というか、海外との対策会議みた

いな、情報会議みたいなものはあるのですか。 

【重野廃棄物対策課長】 日本におきましては、

海岸管理者が責任を持って処理をするという形

になっておりますけれども、海外においては、

どちらのところが処理責任を負うかというのは

調べておりませんので回答はできません。 

 あと、海外との交流の形ですけれども、この

前もＧ７の中でマイクロプラスチックの問題も

出てきております。先ほど、川崎委員も話され

たように、現在、マイクロプラスチック問題と

いうのは非常に大きな問題として取り上げられ

ておりますので、今後も、来年の大阪で開催さ

れるＧ20の中でもマイクロプラスチックにつ

いては話がされて、今後、プラスチックの取り

扱いについてどのようにしていくかということ

で検討されると聞いております。 

【里脇委員長】 ほかにございますか。 

【渡辺委員】 環境美化における取組についての

ことでちょっとお尋ねしますが、ここに不法投

棄の関係で、「陸域、海域、空域からの合同パ

トロールを実施しております」となっておりま

す。具体的にどれくらいしているんですか、こ

ういうパトロールを。 

【重野廃棄物対策課長】 陸域につきましては、

環境月間の期間中、関係機関、警察、あと市町

と一緒になって何日か、環境月間の中で地域を

決めて保健所と一緒に回っていくという形で、

期間としては、この1カ月の間に各地域で対応

していただくと。あと、長崎市、佐世保市にお

いてもパトロールを実施していただいていると

ころでございます。 
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 海域につきましては、4カ所、長崎、佐世保、

上五島、壱岐につきまして、今年度は海上保安

庁のご協力をいただきまして海上保安庁の船と

警察の船で監視を行ったところでございます。 

 空域につきましては、今回は2回、防災ヘリ

を使って監視をさせていただいております。県

央地区から県北地区に向けてのルート、あと県

央から県南に向けてのルートを約1時間から1

時間半ぐらい回りまして、主要な施設を含めた

中で空域から監視を行ったところでございます。 

 今回の空域パトロールにおいても何カ所か不

自然なところがありましたので、その辺は陸域

からもう一度確認をして不法投棄かどうかとい

うことを現在確認しているところでございます。 

 また、パトロールにつきましては、各保健所

に、先ほど説明しましたように適正処理指導員

を置いていますので、年間を通じてパトロール

を行っているところでございます。 

【渡辺委員】 合同パトロールというのは、どう

いう意味なんですか。要するに、空と陸から一

緒にパトロールしているんですか。 

【重野廃棄物対策課長】 関係機関と一緒に合同

でパトロールをするということで、先ほど言い

ました海上保安庁とか警察とか市町と一緒にパ

トロールを行っているところでございます。 

【渡辺委員】 わかりました。 

 では、不法投棄を防止するためには、そうい

うパトロールをしながらやっているんですよ、

チェックしているんですよということを大きく

ＰＲすべきと思うんですよね。そうしないと不

法投棄の未然防止につながらないと思うんです

よ。そういうＰＲ費用というのは、どのくらい

力を入れていますか。県民に対して、不法投棄

の防止のために。 

【重野廃棄物対策課長】 ＰＲ費用というのは、

なかなか難しいところがありますので、今回も

出発式とかにおきましてはマスコミに情報を流

させていただいて、海上パトロールの時にもマ

スコミで流されましたし、市町が行った五島市

のパトロールにおいてもテレビで放映されてい

るところでございます。 

 あと、市町の広報誌等を通じて不法投棄のパ

トロールを実施するということで広報させてい

ただいているところでございます。 

【渡辺委員】 6月の環境月間以外でパトロール

しているのは陸域だけですか。それとも海域も

空域も含めて常時監視しているんですか。どう

いうパトロールをしていますか。 

【重野廃棄物対策課長】 先ほど申しましたよう

に、陸域では各保健所に廃棄物適正処理指導員

を置いていますので、そこで長崎市、佐世保市

も含めてパトロールを実施しているところでご

ざいます。 

 海域については、海上保安庁の方で回ってい

る段階で適宜監視をしていただいておりますし、

漁業者からの通報があった時でも、その回収に

当たって対応していただいているという話を聞

いております。 

 空域については、タイミングを見はからって、

防災ヘリの空き時間を見はからって、できる時

にはするような形で環境月間に限らず対応して

いるところでございます。 

【渡辺委員】 不法投棄は年間どれくらい発生し

ているんですか、長崎県で。 

【重野廃棄物対策課長】 平成29年度のデータ

でございますけれども、県の管轄区域で92件、

それと長崎市、佐世保市を合わせたところで

399件、発生しているところでございます。 

【渡辺委員】 不法投棄がこれだけの数あるとい

うことは、県と市町とあわせて常にパトロール

しているという、そういうＰＲをぜひ強化して

ください。よろしくお願いします。 
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 それと、2ページの省エネ・節電対策の推進

の関係でありますが、省エネ・節電の関係で私

は2年前に一般質問で取り上げてみたんですが、

ＥＳＣＯ事業というのがあるでしょう、ＮＥＤ

Ｏの補助金をいただいて。これは環境部として

検討されたことがありますか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】ＥＳＣＯ事

業については、渡辺委員が一般質問で質問され

たことは承知しております。昨年度から検討し

ておりますカーボン・マネジメントの強化事業

の中でもＥＳＣＯ事業、あとレンタル等の検討

をさせていただいております。その結果として、

今回の補助事業がありましたので、この国の補

助事業を活用するということでさせていただき

ました。 

 ただ、ＥＳＣＯ事業、レンタル事業、補助事

業はそれぞれ特徴があってメリット、デメリッ

トがありますので、今後も県の施設の改修等に

つきましては、どれが適切なのかということを

引き続き検討していきたいと考えております。 

【渡辺委員】ＥＳＣＯ事業のデメリットという

のは何ですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】ＥＳＣＯ事

業につきましてのデメリットということで、導

入までの状況分析とか入札契約事務に時間を要

するとか、そういう手間がかかるということが

あろうかと思います。 

 あと、ＥＳＣＯ事業のメリットを出すために

は、一定、節電効果が高いものだと、大体10年

ぐらいでＥＳＣＯ事業者がお金を回収するとい

う話なんですけど、効果が大きいほど回収期間

が短くなるという形です。ですから、逆に言え

ば、効果が小さいものは、ＥＳＣＯ事業の対象

になかなかならないだろうというところがあろ

うかと思います。 

 メリットというのは、以前、渡辺委員もおっ

しゃっているように、初期投資が不要というこ

とで我々は認識しておりますけれども、一方で

そういうデメリットもあるということで、どの

事業を活用するのかということを検討している

ところでございます。 

【渡辺委員】 県としてＥＳＣＯ事業を導入した

ことはないんですか。 

【山口環境部次長兼環境政策課長】 県として導

入した実績というのはございません。ただ、こ

のカーボン・マネジメント強化事業のほかに、

各機関や県の施設等から改修事業等の相談もあ

っております。その中にはＥＳＣＯ事業制度を

活用する方法とかレンタルを活用する方法があ

るということを助言しております。ＥＳＣＯ事

業をするためには、先ほど言いましたように導

入までに省エネ効果の分析をしなければいけな

いよという話をさせていただいております。 

【渡辺委員】 やっぱり初期投資が要らんわけで

すので、有効なところ、出先の関係機関を含め

て導入に向けて省エネについて積極的に、前向

きに取り組んでいただきますようにお願いいた

します。 

 それと、「長崎県汚泥処理構想の策定につい

て」ということで載っておりますけれども、こ

れは具体的にはどういう、下水処理場から汚泥

が出てくるわけですね。これをどのような形で

処理しようとする構想なのか、具体的な中身を、

どういう考え方か、教えてください。 

【田口水環境対策課長】 下水道から排出されま

す下水汚泥のほとんどは産業廃棄物として料金

を払って処分いたしております。下水汚泥を資

源として再利用できないかと考えております。

例えば、佐世保市、そして大村市につきまして

は、下水汚泥から発生しますガスを燃料として

発電を行っております。あと、西海市におかれ

ましては、炭化しまして発電所の燃料としてい
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る。そういったことで産業廃棄物を資源として

再利用できないかということが汚泥処理構想の

目的であります。 

先ほど申し上げました佐世保市とか大村市は

一定規模が大きいですから、そこの中で発電施

設をつくっても経済性が成り立つということで

導入されているんですが、本県の下水処理場の

大半は非常に小規模でございます。それぞれで

つくりますと経済的にも成り立たないというこ

とがありますので、幾つかのブロックに分けま

して、そこの中で汚泥を集約化して一定のボリ

ュームを確保し、そこで一括して再利用できな

いかというのが構想の趣旨、方針でございます。 

【渡辺委員】 汚泥ができるだけ産廃として出な

いような装置を三菱長崎機工が持っていること

はご存じですか。メタサウルスというやつ。要

するに、下水汚泥が極力出ないような装置を長

崎市の企業が持っているわけです。そういうも

のの活用というのは考えてないんですか。これ

はあくまでも出てきた産廃の汚泥を集めて再資

源化しようとしているわけでしょう。しかし、

それはあくまでも使った後は、またかすとして

出てくるわけでしょう、産廃として埋め立てか

なんかせんばいかんとやろ。その下水汚泥が出

ないような装置を持っている企業、せっかく長

崎市の企業が持っているものの活用策といいま

すか、そういうのは考えてないんですか。 

【田口水環境対策課長】 今、委員おっしゃいま

したのは、多分、長崎市の東部処理場にござい

ます肥料化施設のことだと思います。あれは場

内に汚泥の堆肥化施設を設けまして、そこで処

理して堆肥に変えるという仕組みになっており

ます。やはり一定ボリュームがありませんと、

堆肥化施設の整備費用というものがございます

ものですから、コストを、経済的に成り立たせ

るためには、それぞれの処理場で例えば堆肥化

施設を設けるのは困難でございますことから集

約化という発想のもとに、集約したものを一定

のスケールメリットを生かしながら、先ほどの

堆肥化施設であるとか、ほかの方法を検討して

いきたいと考えております。 

【渡辺委員】 確かに、一定の量が確保できない

とプラントは回っていかないと思います。県と

しては、そういう小規模のものを集めて処理計

画をしようということにしているわけですか、

そういうことですか。大規模のところは、せっ

かく長崎市の企業がノウハウを持っているんで

すから、そこは環境部としても十分頭に入れて

おって活用策を検討してください。 

【里脇委員長】 ほかに質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ほかに質問がないようですので、

環境部関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ３時 ７分 休憩 ― 

― 午後 ３時 ７分 再開 ― 
 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 明日は、午前10時に再開し、県民生活部の審

査を行います。早く終わった場合には交通局ま

で審査したいと思います。よろしくお願いしま

す。 

 お疲れさまでした。 
 

― 午後 ３時 ８分 閉会 ― 
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１、開催年月日時刻及び場所 

  平成３０年６月２８日 

自  午前１０時 ３分 

至  午後 ２時４４分 

於  委 員 会 室 ３ 
 
 
２、出席委員の氏名 

委員長(分科会長) 里脇 清隆 君 

副委員長(副会長) 山本 由夫 君 

委    員 八江 利春 君 

 〃   田中 愛国 君 

 〃   渡辺 敏勝 君 

 〃   瀬川 光之 君 

 〃   徳永 達也 君 

 〃   外間 雅広 君 

 〃   川崎 祥司 君 

 〃   坂本  浩 君 

 
 

３、欠席委員の氏名 

な  し  

 
 

４、委員外出席議員の氏名 

な  し  

 
 

５、県側出席者の氏名 

県 民 生 活 部 長 木村伸次郎 君 

次長兼県民協働課長 松尾 和子 君 

男女参画・女性 

活 躍 推 進 室 長 
有吉佳代子 君 

人権・同和対策課長 宮崎  誠 君 

交通・地域安全課長 宮﨑 秀樹 君 

統 計 課 長 笠山 浩昭 君 

生 活 衛 生 課 長 加藤 佳寛 君 

食品安全・消費生活課長 松尾 康弘 君 

 
 

交 通 局 長 大田 彰幸 君 

管 理 部 長 小畑 英二 君 

営 業 部 長 小川 雅純 君 

貸 切 部 長 濵口  清 君 

 
 

６、審査の経過次のとおり 
 

― 午前１０時 ３分 開議 ― 
 

【里脇委員長】 おはようございます。 

 委員会及び分科会を再開いたします。 

 これより、県民生活部関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の

人事異動に伴う新任幹部職員について、5月の

委員会の際に出席していなかった職員の紹介が

ありますので、これを受けることにいたします。 

【木村県民生活部長】 人事異動に伴います県民

生活部の新任幹部職員をご紹介申し上げます。 

〔各幹部職員紹介〕 

 以上でございます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 それでは、これより審査に入ります。 

【里脇分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算に係る報告議案を議題といたします。 

 県民生活部長より、説明をお願いいたします。 

【木村県民生活部長】 「予算決算委員会環境生

活分科会関係議案説明資料」の1ページをお開

きください。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第2号 知事専決事項報告「平成29年度長

崎県一般会計補正予算（第9号）」のうち関係

部分であります。 

 これは、さきの3月定例県議会の予算決算委
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員会におきまして、専決処分により措置するこ

とについて、あらかじめご了承いただいており

ました平成29年度予算の補正を3月30日付で専

決処分させていただきましたので、関係部分に

ついて、その概要をご報告いたします。 

 報告第2号のうち、県民生活部関係部分につ

きましては、歳入予算について、569万4,000円

の減、歳出予算について4,079万8,000円の減と

なっております。 

 補正予算の主な内容につきましては、記載と

おりでございます。 

 以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議賜りますようお願い申し上げ

ます。 

【里脇分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算に係る報告議案に対する質疑

を行います。 

 質疑はありませんか。 

【渡辺委員】 カネミ油症の被害者の事業の関係

で減額されているんですけれど、今、カネミ油

症の県内の被害者というんですか、対象者は何

人ぐらいおられるんですか。全体で何人ぐらい

おって、そのうち長崎県が何人ぐらいおるのか、

それを示していただけますか。 

【加藤生活衛生課長】 カネミの患者数というこ

とでございますけれども、本県在住の患者数に

つきましては、生存されている方で、平成30年

3月末現在468名でございます。 

 主な内訳としまして、長崎市で131名、五島

市で282名、長与町で12名となっております。 

 全国の患者数は、平成29年3月末現在1,558名

となっております。 

【渡辺委員】 そしたら、この一斉検診の関係は

長崎県下の468名分の予算を組んでいたけれど

も、これが減額されているのは受診者が減った

ということですか。 

【加藤生活衛生課長】 今回の減額分につきまし

ては、カネミの一斉検診における血液検査、こ

の中でダイオキシン類の検査をしておりますけ

れども、この検査の医薬材料費が減額となった

ものでございまして、委員がおっしゃるとおり、

飛び込みとかありますので、患者数を余分に予

定しておりました分を減額したものでございま

す。 

【里脇分科会長】 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 予算に係る報告議案に対する質疑・討論が終

了しましたので、採決を行います。 

 報告第2号のうち関係部分は、原案のとおり

承認することにご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、予算に係る報告議案は、原案のとお

り承認すべきものと決定されました。 

【里脇委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 県民生活部は、委員会付託議案がないことか

ら、所管事項についての説明及び提出資料に関

する説明を受けた後、所管事項についての質問

を行います。 

 県民生活部長より、所管事項説明をお願いい

たします。 
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【木村県民生活部長】 今回、県民生活部関係の

議案はございませんので、議案以外の主な所管

事項について、ご説明をいたします。 

 「環境生活委員会関係議案説明資料」の1ペ

ージ目でございますが、県民協働の推進につい

て、企業における女性活躍推進事業について、

2ページ目の人権尊重の社会づくりの推進につ

いて、3ページ目の第三期長崎県教育振興基本

計画の策定について、交通安全の推進について、

4ページ目の犯罪被害者等支援につきましては、

それぞれ記載のとおりでございます。 

 次に、5ページ目でございますが、性暴力被

害者支援「サポートながさき」につきましては、

専門の女性相談員による電話相談をはじめ、県

内各地域の協力医療機関、弁護士会、臨床心理

士会などと連携し、医療支援、法律相談、カウ

ンセリングなど、被害者のニーズに応じた支援

を実施しております。 

 「サポートながさき」における平成29年度の

相談支援件数は397件で、前年度と比べ92件増

加しており、全体の34％に当たる135件が10代

の被害者からの相談となっております。 

 本年4月には、犯罪被害者支援の全国組織で

ある「全国被害者支援ネットワーク」が開設し

た「電話サポートセンター」の全国共通ナビダ

イヤルによる相談受付を活用することにより、

早朝、夜間、休日における相談にも対応できる

よう支援体制を強化したところです。 

 また、特に10代をはじめとする若年層にとっ

て、より相談しやすい方法を整備するため、新

たにメールによる相談受付を開始することとい

たしております。 

 今後も、性暴力被害の潜在化防止及び被害者

の心身の負担軽減等が図られるよう、引き続き

支援の充実に努めてまいります。 

 平成27年度県民経済計算について、6ページ

でございますが、住宅宿泊事業の届出状況につ

いて、食育の推進について、7ページでありま

すが、「長崎県行財政改革推進プラン」に基づ

く取組については、それぞれ記載のとおりでご

ざいます。 

 なお、6ページに記載しております住宅宿泊

事業の届け出につきましては、6月27日、昨日

現在で18件となってございます。 

 以上をもちまして、県民生活部関係の説明を

終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。 

【里脇委員長】 次に、提出のあった「政策等決

定過程の透明性等の確保などに関する資料」及

び「政府施策に関する提案・要望の実施結果」

について説明を求めます。 

【松尾次長兼県民協働課長】 はじめに、「政策

等決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員

との協議等の拡充に関する決議」に基づき、本

委員会に提出いたしました県民生活部関係の資

料について、ご説明いたします。 

 1ページ目をご覧願います。 

 県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

し、市町並びに直接・間接の補助事業者に対し

内示を行った補助金についての本年2月から5

月の実績は、資料記載のとおり、直接補助金は

平成30年度地域女性活躍推進交付金事業補助

金の4件となっております。 

 次に、2ページ目をご覧願います。 

 1,000万円以上の契約案件について、本年2月

から5月までの実績は、資料記載のとおり、計2

件となっております。 

 次に、3ページ目をご覧願います。 

 長崎県犯罪被害者等支援条例制定を求める意
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見書に対する処理状況については、記載のとお

りでございます。 

 次に、4ページをご覧願います。 

 「長崎県犯罪被害者等支援条例」の制定を求

める要望書に対する対応状況については、記載

のとおりでございます。 

 次に、5ページ目をご覧願います。 

 附属機関等会議結果についての本年2月から

5月までの実績は、長崎県男女共同参画審議会

など計3件となっており、その内容については

資料6ページから8ページに記載のとおりでご

ざいます。 

 続きまして、去る6月6日及び7日に実施いた

しました平成31年度政府施策に関する提案・要

望について、県民生活部関係の要望結果をご説

明いたします。 

 県民生活部関係におきましては、離島地域に

おける揮発油税の減免等について、カネミ油被

害者の救済について、2項目の一般項目につい

て要望を実施し、経済産業省、厚生労働省など、

2省5名に対し、県民生活部長、次長兼県民協働

課長、生活衛生課長ほか1名が要望を行ってお

ります。 

 このうち、「カネミ油被害者の救済について」

につきましては、診断基準に新たな考え方を追

加できないか強く要望を行いまして、「診断基

準については、今後も新しい科学的知見に基づ

いて情報収集等を行いながら、見直しの検討に

ついて努力していきたい」などのご意見をいた

だいております。 

 以上が県民生活部関係の要望結果であります

が、今回の政府施策に関する提案・要望の実現

に向け、引き続き努力してまいります。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。 

【渡辺委員】 1点質問をさせてください。 

 2ページ目の1,000万円以上の契約状況一覧

表の中に、随契で約4,000万円、犬捕獲抑留等業

務委託と、こうなっておりますよね。これは具

体的にどういう業務を委託しているんですか。 

【加藤生活衛生課長】 犬捕獲抑留等業務の内訳

ですけれども、1点目が野犬の捕獲抑留事業で

す。それをまた収容しまして、各保健所なり、

動物管理所の方に移送する事業がございます。 

 そのほかに飼えなくなった犬や猫、それから

環境悪化防止のために引き取られる猫や犬を収

容する業務がございます。 

 また、大村市にございます動物管理所の方で、

そういった犬や猫を収容し飼養管理する業務が

ございます。 

 その次に、そういった犬や動物たちの譲渡を

進めますけれども、譲渡につながらなかった場

合に殺処分し、骨灰を処分する等の業務がござ

います。 

 その中で、また動物愛護事業もございますの

で、動物愛護事業の中で、先ほどお話ししまし

たように引き取り手のない犬や猫の新しい飼い

主を探す事業を行っております。 

 この長崎県畜犬愛護指導協力会につきまして

は、県内の本土地区と上五島地区の抑留業務を

行っております。 

【渡辺委員】 野犬というのが、長崎県にまだい

るんですか。例えば何匹ぐらい捕まえているの

か、去年の実績があれば教えてください。 

【加藤生活衛生課長】 野犬の中には純粋に山を

さまよっている、徒党を組んでいる野犬もござ
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いますし、それとは別に、いわゆる鑑札や首輪

をつけていない犬、こういったのも狂犬病予防

法違反となりますので、同じように捕獲犬とし

て、長崎県では昨年度446頭を捕獲しておりま

す。 

【渡辺委員】 わかりました。1年間で446頭も

県下にいるわけですか。知らなかったな。 

 それと、預ける犬、猫ですね、要するに飼い

主がもう年を取ったから飼えないとか、病気に

なったから飼えないとか、そういういろんな事

情があると思うんですけど、こういう人たちか

ら預かる時にお金というんですか、預かり代と

いうのは取っていないんですか。 

【加藤生活衛生課長】 高齢になったり、例えば

引っ越しなどで飼えなくなった犬や猫につきま

しては、極力自分の方で新しい飼い主を捜して

もらうような努力をしていただいておりますけ

れども、それでも新しい飼い主が見つからない

場合につきましては、1頭当たり2,000円という

お金を徴収しております。 

【渡辺委員】 参考までに、そういう引き取られ

るペットの数が大体何匹ぐらいいるのか、教え

てください。 

【加藤生活衛生課長】 引き取りの数ということ

でございますけれども、長崎県では、犬に関し

ましては443頭、猫に関しては1,286頭でござい

ます。 

【里脇委員長】 ほかにございませんか。 

【山本(由)副委員長】 「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」の3ページの犯

罪被害者支援の関係なんですけれども、3月に

意見書が議決をされまして、ここに書いてある

とおり、課題としては、迅速な経済的支援、2

次被害防止、それから市町の支援の充実という

ことが課題ということで進められているんです

けれども、他県の例を見ても、県の条例の中で

県の責務、市町の責務、それから事業者の責務、

県民の責務という形でうたっていくためには、

当然、市町自体も同じような歩調で条例制定に

向けて進んでいく必要があると思うんですけれ

ども、今、県内では佐世保市が既に条例を制定

をされていると。 

 それから、島原市におきましても、今度の議

会で一般質問の中でやりとりがあって、市長の

方から他市への呼びかけであったり、あるいは

県の動向も踏まえた上で、被害に遭われた方に

寄り添うことができる条例制定も含めて、犯罪

被害者の支援に取り組んでいきたいというご答

弁があっております。 

 そこで、これらを含む現在の県内の市町の動

きをどのように把握をされているのか、まずお

聞きします。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 県内の市町の動向

でございますが、今把握しているところでは、

佐世保市が条例を今年の4月1日に制定してお

りますが、現在動いているところは、島原市の

方で条例制定の質問等を受けているということ

も聞いております。 

 あと、まだ詳細な確認までには至っておりま

せんけれども、対馬市の方でも質問があってい

ると聞いております。 

【山本(由)副委員長】 私もその被害者の方とい

うか、被害者のご家族の方にお会いしてお話を

聞いたんですけれども、やっぱり寄り添うとい

う姿勢が一番大事だろうと思っているんです。

そのためにも今まで以上に当事者の方、被害者

の方、被害者のご家族の方の意見を聞かれて、

そしてまた、その希望と今後進められる施策の

ずれというものがないようにするということと、

それから、特に経済的な支援の話になるんです
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けれども、どうしても国の賠償金の話と、もち

ろんその時期もできるだけ早く支給していただ

きたいと思うんですけれども、それ以外のいろ

んな経済的支援が、必ずしもうまく伝わってい

ないという感じがしております。 

 ですから、そういった施策が十分に伝わって

いないことによる誤解というものを解消するた

めにも、こうした被害者の方、被害者の家族の

方とともに協議をする、意見を聞く場というの

が必要だと思うんですけれども、こうした当事

者の方の意見を取り入れる方法について、今後、

どういうふうに進めていかれるのか、ご説明を

お願いいたします。 

【宮﨑交通・地域安全課長】被害者の方のご意

見を取り入れるということでございますが、現

在考えておりますのが、政策等決定過程透明性

等の確保などに関する資料の意見書に対する処

理状況にも書いておりますけれども、犯罪被害

者支援につきましては、住民にとって一番身近

な行政機関である市町と県が一体となって支援

の充実に向けた取組を図っていくということが、

やはり県民にとって、地域格差のない被害者支

援の充実を図るためにも重要だと考えておりま

す。 

 そのためにも、今後、来月の10日になります

けれども、市町の担当課長等による協議会を開

催いたしまして、市町における犯罪被害者支援

の現状と課題等を抽出いたしまして、条例制定

を含めた検討を行いたいと考えております。 

 その中で、県警のほかに犯罪被害者側の立場

であります専門家として、犯罪被害者支援セン

ターの方、それと被害者支援を専門に行ってい

る精通弁護士の方に出席いただきまして、これ

らの方のご意見を踏まえながら、協議を進めて

いきたいと考えております。 

【山本(由)副委員長】 ありがとうございます。 

 次にスケジュールを聞こうと思ったんですけ

れども、今言われましたので、7月、再来週ぐ

らいに担当者会議というのを行って、いろんな

意見交換をしたり、課題を抽出したりして、そ

れに犯罪被害者支援センターの方であるとか、

弁護士会の方であるとか、そういった方も一緒

に入っていって協議を進められていくと。 

 そうなった場合に、今後、会合をして取りま

とめて次の動きにいくスケジュールといいます

か、大体のいつ頃までにこういったことをして、

いつ頃までにある程度の結論を得るというとこ

ろまでのスケジュールはありますか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 まずは7月10日に

会議を行いまして、次に、8月に予定をしてお

ります。はっきりした日にちはまだわかりませ

んけれども、数回、こういう会議を続けていき

たいと思っております。 

【山本(由)副委員長】 わかりました。先ほど言

いましたとおり、私もシンポジウムに出たり、

また、ご家族の方にお話を聞いてみたんですけ

れども、非常に何といいますか、不条理という

か、やっぱり感情的なものが一番大きいですね。

経済的なものについても、それは言い出せば高

いのから低いのからいっぱいあるんですけれど

も、とにかくそういう内容を聞いていただきた

いということと、今回、県の方がそういう決議

をしたということに対して非常に評価をされて、

期待をされています。少し前に進んでいるんで

すねという形でお話もされておられますので、

被害者の方、家族の方、事業者、市町、それか

ら県民の方が納得できるような形で、それが周

知されるような形で、できる限り早く県と、全

ての市町の足並みがそろわないと意味がないと、

一緒にやらないと意味がないと思いますので、
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足並みをそろえて条例が制定されることを要望

しまして終わりたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

 次に、「政府施策に関する提案・要望の実施

結果」について質問はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 次に、議案外所管事務一般につ

いて、ご質問はありませんか。 

【坂本(浩)委員】 部長説明資料のページ順に3

点ほど質問をさせていただきます。 

 1つは1ページの下から2ページにかけて書い

ています企業における女性活躍推進事業、それ

から、7ページの方には、いわゆる行財政改革

推進プランの中で、各種審議会等の見直しで女

性委員の登用率40％目標とか、取組が書かれて

います。 

 先般、報道に接しました。長崎県の課長級以

上の幹部職員に占める女性の割合が8.5％とい

うことで、2020年度の目標値が14％、記事には

2013年度からずっと書いてあるんですけど、1

年に大体1％ずつぐらい増えているという計算

になって、このペースだとなかなか届かないな

という感じがしております。47都道府県中40位

と低いということも書いてありました。 

 人事課のコメントといいますか、「出産・育

児により、男性と比べ経験を積む時間が短いこ

とは否めない」ということが書いてありました

けれども、民間も含めて県政の課題として、男

女共同参画社会をつくる、男女参画・女性活躍

推進室としての本県における、県庁における現

状というのをどう認識されているか、それをお

伺いいたします。 

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】 長崎県庁

における女性管理職は、ただいまのお話にあり

ましたように8.5％でありまして、2020年の目

標14％に向けて、現在、人事課において登用が

進められているところです。係長クラス以上の

登用も、現在、積極的に人事課において進めら

れているところでございます。 

 女性の管理職の育成を支援する事業としまし

て、当室の方で事業を一つ展開しております。

ミドルマネジメント講座と申しまして、中間管

理職、その候補者を対象とする講座でありまし

て、県庁職員も含め、長崎県内の企業にも広く

開講をしている講座でございます。この講座を

受講していただくことによりまして、管理職と

して必要なスキルを体系的に身につけていただ

きまして、県全体として計画的な女性人材の育

成を支援しているところでございます。 

【坂本(浩)委員】 認識があんまりなかったと思

うんですけれども、低いという認識でよろしい

んですかね。 

 今ありました女性のためのミドルマネジメン

ト講座、これは2ページの上段の方に書いてあ

ります。昨年度は、参加者の約9割が管理職に

なることに前向きとなるなど、気持ちの変化が

見られたということで、一定の成果があってい

るのではないかと思いますけれども、この企業

に対する働きかけが1ページから2ページにか

けて書かれていると思います。それと、先ほど

言いました行財政改革推進プランの中で、女性

の委員を40％までもっていこうということな

んですけれども、そのためには、それを働きか

ける側、だから、今言った県庁の女性職員の幹

部職員への登用率というんですか、そこもきち

んとしていかないと、なかなか県の方から呼び

かけても、いやいやいやと、あなたのところは

まだこれぐらいじゃないですか、うちだけ求め

るんですかみたいな、そういう反応は多分ない
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とは思うんですけれども、やっぱりそこは県庁

内の取組が、もちろん連携されていると思うん

ですが、人事課がやることじゃなくて、やっぱ

りそこは男女参画・女性活躍推進室としても、

あるいは県民生活部全体としても、そういう認

識を持って、県庁はもちろんですけれども、民

間その他含めてやっていくということをしなけ

ればならないんじゃないかと思いますけれども、

そういう認識はないのか、もう一回お尋ねいた

します。 

【有吉男女参画・女性活躍推進室長】 県の人事

課において、女性の管理職の登用が進められて

いるところでございます。引き続き女性人材の

育成が必要になっており、人事課の女性職員育

成は、課長補佐クラス以上を対象とした育成を

昨年から始めたところです。 

 併せまして、先ほど申し上げましたミドルマ

ネジメント講座、こちらも県庁職員に一定受講

できるように枠を設けております。そういった

講座を通しまして、管理職としてのモチベーシ

ョンアップとか、スキルを身につけていただく

ことによって女性人材の育成を、まずボトムの

方を育てていくというところを人事課とともに

進めてまいりたいと考えております。 

【坂本(浩)委員】 ぜひお願いしたいと思います。 

 さらに、女性の皆さんの会社とか企業とか社

会における積極的な登用といいますか、進出で

すね、共同でやっていくということのためには、

やっぱり女性向けのミドルマネジメント講座も

必要なんだろうと思いますけれども、それと同

時に、男性職員といいますか、男側の意識も高

めないといけないと思うんですね。男女で共同

するということですから、当然家事や子育て、

そういうことも含めて共同でやっていくという

ことですから、ぜひ女性向けのそういう講座は

もちろんですけれども、特に県庁の中では男性

向けの、例えば育休だとかを含めて積極的に取

るような、そんなのも人事課にはぜひ働きかけ

をしていただくよう要望をいたします。 

 次に、5ページの性暴力被害者支援「サポー

トながさき」について部長の方から説明があり

ました。 

 平成29年度の相談支援件数が397件というこ

とで、92件増加をしているということでありま

すけれども、この相談支援件数が397件という

ことで、相談があったのが総数397件、そのう

ち、こういう支援をしましたよというのがその

うち何件と、そこら辺の内訳というんですか、

支援内容についてもちょっとお尋ねをいたしま

す。 

【里脇委員長】 しばらく休憩します。 
 

― 午前１０時３８分 休憩 ― 

― 午前１０時３８分 再開 ― 
 

【里脇委員長】 再開します。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 先ほどの相談対応

の件数につきましては、延べ397件でございま

して、その内訳につきましては電話相談が324

件、手紙が2件、それと面接相談が47件、直接

支援が24件となっております。 

 このうち、直接支援につきましては、弁護士

への付き添い支援が15件、病院、産婦人科等へ

の付き添いなど医療支援が3件、警察等への付

き添い支援6件となっております。 

【坂本(浩)委員】 今の数字を全部足して397件

という理解でいいんですね。わかりました。 

 今、名刺判のものが配られましたけれども、

前年度と比べて92件増加ということになって

おります。後段の方にはメールの相談受付も、

これは今後開始するということなんですが、4
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月からは全国共通ナビダイヤルも活用したとい

うことで、この92件増えたという要因について

はどういうふうに考えられていますか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 92件の増加につ

きましては、「サポートながさき」を開設した

のが平成28年でございまして、開設2年目でご

ざいます。それについての周知が図られている

ということと、今、お手元にお配りいたしまし

た名刺サイズのカードでございますが、これに

つきまして、昨年、県下の中学、高校の全生徒

に対して約8万枚配布させていただいておりま

す。その周知等によりまして件数が増加してい

るものと思われます。 

【坂本(浩)委員】 その結果が全体の30％を超え

る10代ということにつながっているんじゃな

いかと思います。 

 それで、今年4月から全国被害者支援ネット

ワークの電話サポートセンターを活用して、今、

県のホットライン「サポートながさき」は平日

だけですよね、土日はやっていない、夜間もや

っていないということですから。この全国ナビ

ダイヤルを活用して早朝、夜間、休日で対応し

ているということなんですけれども、私は県の

ホームページとか、「サポートながさき」のホ

ームページも見させていただいたんですが、こ

の全国ナビダイヤルにはどういう方法でつなが

るのか、そこがちょっとわからなくて、このホ

ットラインに夜間かければ自動的につながるの

か、その辺はどうなっているんでしょうか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 全国共通ナビダイ

ヤルにつきましては、カードの方にも時間が書

いてありますとおり、朝の7時半から夜の10時

までとなっております。その時間帯に、まず「サ

ポートながさき」が相談を受け付けている時間

が9時30分から夕方の5時までになっておりま

すので、朝の7時30分から9時30分までは、その

ナビダイヤルにかけると、東京の方の全国のネ

ットワークの方につながるということになって

おります。日中の9時半から夕方の5時までは、

このナビダイヤルにかけると「サポートながさ

き」の方につながるということになっておりま

す。夕方の5時以降、夜10時までにつきまして

は、ナビダイヤルにかけると東京の方につなが

るということになっております。 

【坂本(浩)委員】 このカードは、先ほど中学、

高校に対して約8万枚配付したということです

が、これはいつ頃だったのですか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 このカードにつき

ましては、今回、6月15日からメール相談につ

いては始まっておりますので、これは新しくつ

くったものでございますが、昨年は夏休み前の

6月に配布をさせていただいております。 

【坂本(浩)委員】 中学、高校生向けということ

で8万枚つくって、これに全国共通ナビダイヤ

ルが書かれてあるんですけれども、昼間かけた

ら、また長崎に戻ってくるということで了解し

ました。 

 あと、ホームページをちょっとコピーしてき

ましたけれども、これを見る限り全国共通ナビ

ダイヤルの番号がないんですよね。例えば、夜

間に「サポートながさき」のホットラインにか

けたら、そこにつながるんですか。要するに、

平日の昼間ナビダイヤルにかけたら長崎のホッ

トラインに回ってくるということなんですが、

要するに逆もできるのか。そういうふうになっ

ていればいいんですけど、もしなってなかった

ら、少なくともこのカードを持たないと、全国

共通ナビダイヤルにかける手段がないんじゃな

いかと思っての質問なんです。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 犯罪被害者支援セ
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ンターのホームページですけれども、今、お手

持ちの分については載ってないと思われるんで

すが、それについては、私が以前見た時にはナ

ビダイヤルが載っていたものがございました。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。私もさっき会

派事務所のパソコンでホームページを見て、あ

るのかなと思ってですね。これは「サポートな

がさき」ですよね。そうですか。私が見そびれ

たのかもしれません。 

 わかりました。また6月15日からは新たにメ

ールでの相談も受け付けるということで、メー

ルのホームページもありましたけれども、ぜひ

お願いしたいと思います。 

 ちなみに、このカードは、中学生、高校生と

いうことですが、それ以外にはどういうところ

で活用されているんですか。例えば、中学、高

校生向けに8万枚ということみたいですが、そ

れ以外には、例えば総数で20万枚つくって、あ

と残りはこういうふうに活用していますよとい

うのがあったら教えてください。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 昨年、全部で10

万枚つくっておりまして、警察とか、そのほか

病院等に配布させていただいております。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。ぜひ積極的な

活用をお願いいたします。 

 次に、部長説明資料の6ページに書いてあり

ます食育の推進についてであります。 

 食育はもちろん、どんどん、いろんなところ

で進めていただきたいと思っているんですけれ

ども、ちょっと気になるのが学校給食との関係

です。この「第三次長崎県食育推進計画」を見

ると、もちろん学校での給食の重要性というの

をきちんと書かれているんですけれども、例え

ば長崎市では、いわゆる給食センターという自

校方式から大規模な共同調理場方式に変わるわ

けですね。そうすると、いわゆる学校現場での

給食を活用した子どもたちへの食育というんで

すか、そこら辺がちょっと気になるんですけれ

ども、そういうことについては、県の担当課と

して、各市町のいろんな経費の問題かれこれあ

って、そういうふうに進められているんだろう

と思うんですけれども、そこら辺についての認

識はいかが考えられていますか。 

【松尾食品安全・消費生活課長】 今、委員から

ご指摘がありました件でございますけれども、

学校給食が食育に占める重要性というのは非常

に大きなものがあると思っております。まず、

栄養のバランス等を子どもに教えたり、地産地

消を推進したり、そのような形で大きく寄与し

ていると考えております。 

 先ほど話がありました自校方式から共同調理

場方式に変わった時の食育の関連ということで

ございますが、確かに自校でやっておりますと、

身近なところで調理がなされていると。例えば

給食当番で行った時に調理の現場の方を垣間見

たり、調理員の方と接触があったりということ

で食育に寄与している部分は確かにあると思い

ます。また、各学校ごとの行事に合わせたよう

な調理をされているところもあるのかなとは思

っております。 

 それが、いろんな効率化とか衛生管理の面と

かで、多くのところで共同調理場方式になって

きているかと思いますけれども、そうなった時

に、直接自校で調理の現場に触れるということ

はなくなってくるのかもしれませんけれど、例

えば総合学習とかの時間を使って、給食センタ

ーの方に子どもたちが行って、そこでいろんな

形で食育の勉強をするとか、形を変えたやり方

で食育の推進はやっていっていただけるのかな

と思っておりますので、それぞれの学校、教育
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委員会の方で現場に応じた食育を推進していっ

ていただきたいと考えております。 

【坂本(浩)委員】 学校教育の中における給食の

重要性というのは、多分に認識されているんだ

ろうと思います。それと同時に、推進計画の中

には、特に地場の産物とか、郷土料理とか、あ

るいは伝統的な食文化、そういうものに関心を

高めていくという要素もあると思いますので、

なかなか学校現場での給食の問題で、財政的な

各市町の問題とか絡むんだろうと思うんですけ

れども、そこは財政的な支援も含めて、ぜひ教

育委員会ときちんと連携をとって、個々の学校

現場、子どもたちへの食育の推進について周知

徹底をしていただきたいということを要望させ

ていただいて終わります。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

【川崎委員】 前回に引き続き性的マイノリティ

の方の対策についてお尋ねいたします。 

 一般質問で、同友会派の宮本議員が取り上げ

ていただきましたので、少し確認を踏まえてお

尋ねしたいと思います。 

 まず、実態調査についてです。実態調査への

見解として、部長からは「当事者の考えやニー

ズを知る上で大変有効」との答弁がありました。 

 一方、「調査に答えていただける方をどのよ

うにリストアップするかなど、難しい点もある

ので、先行事例も参考にしながら、どのような

方法でできるのか研究したい」という姿勢も示

されたところでした。実態調査は有効としなが

らも、方法は検討したい。その後、やるんです

か、やらないんですかという再質問もありまし

たが、同じ答弁の繰り返しでありました。いま

一つかみ合わなかったようにも感じたところで

ございます。 

 要は、有効性は認識するが、そのやり方につ

いて、県は手法を持ち合わせていない。よって、

研究をしたいんだと、そのように私は捉えまし

た。つまり、実施する意思はあるということで

認識をいたしましたが、いかがでしょうか。 

【宮崎人権・同和対策課長】 性的マイノリティ

の方、少数者の方を対象とした実態調査につき

ましては、これまで答弁させていただきました

ように、必要性というのは、県でいろんな事業

を進めていく上でも前提となりますもので、そ

ういう認識はあります。 

 ただし、性的少数者につきましては、数多く

いると推定されるものの、まだまだそれを公表

してないなどございまして、なかなかそういう

方を直接対象としました調査というのは難しい

面もあろうかと考えております。 

 したがいまして、そういった点について、十

分調査をまずさせていただきたいということで

考えております。 

 そういう点で、例えば、リストアップの面で

あるとか、どういう方にアプローチしてやって

いけばいいのか等々ございますので、そういう

面を十分研究をしていきたいということでござ

います。 

【川崎委員】 つまり、事業を進めていく上では

必要であると。どの事業もそうだと思いますが、

課題を認識しないと施策は構築できない。ごく

ごく当たり前の話でありますので、それは速や

かに研究していただいて、まずは実態をつかん

でいって、そして的確な施策を講じていただく

ようにお願いしたいと思います。 

 もう一点、団体の皆様との意見交換等々のこ

とについて答弁で触れておられました。今年度

事業としてフォーラム、ロゴの作成、「相談デ

ー」等の事業がありますが、当事者の団体との

意見交換を踏まえ、企画立案をしたというご答
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弁でした。その団体は、県内には1団体という

ことも紹介をされました。私は、団体の数が多

いとか少ないとかということはあまり問題ない

と思っていて、要は、その中にどれだけの方が

参画をされておられるのかということがもっと

重要かなと思っています。 

 よくＬＧＢＴと表現をされますが、便宜上呼

ばせていただいているだけで、それぞれのカテ

ゴリーの頭文字にすぎないわけですね。最近は、

さらに多様性を意識したＳＯＧＩ（ソジ）とい

うふうに称することもあると伺っております。 

 団体の方と協議をされているということでご

ざいましたが、大変失礼ながら、あらゆる課題

を掌握した上で、県との協議、相談に臨まれた

のか、その点を確認したいと思います。 

【宮崎人権・同和対策課長】 県内にございます

当事者の団体の方でございますけれども、駅前

に人権教育啓発センターがございました頃から、

ずっといろんな機会を通じて意見交換、あるい

はいろんなご質問もさせていただきながら、ま

た、いろんな声もお聞きしながら、この問題に

ついて私どもも考えてきたところでございます。 

 そういう中にありまして、やはり県といたし

ましては、教育啓発というのをまずしっかり行

いまして、県民の方の理解を深めていただくと

いうことが大事じゃないかという感触も得たと

ころでございます。 

 全ての課題を把握しているのかと申しますと、

非常に深い問題でございますので、私どもはま

だとっかかりといいますか、まだまだ知ったり、

研究したり、そういうことが必要な課題である

と認識をしておりますので、そういった認識の

もと、こういった団体とも今まで以上にいろん

なお声を聞くような機会、そういった努力をし

てまいりたいと考えているところでございます。 

【川崎委員】 本当に今、素直なお気持ちでおっ

しゃられたと思います。多くの方の掌握ができ

てないということは、すみません、数のことは

私もよくはわかりませんけれども、大変深い問

題であり、多くの方と意見交換をするという上

でいけば、まだまだ緒についたばかりであると

思っておりますので、しっかりと先ほどの実態

調査のところも、このような団体の皆様と協議

をしながら、また学識者の協力も得ながら進め

ていって施策の構築に取り組んでいただきたい

と思います。 

 今年度の事業について確認ですが、フォーラ

ム、ロゴ、相談デー、先ほどの部長説明資料に

は「第三期長崎県教育振興基本計画」について

も「性的少数者の人権など社会の要請等を踏ま

えたテーマを設定し、学習プログラムの充実を

図ります」ということもくだりにありましたの

で、教育の現場においても取り組んでいかれる

んだろうと認識をいたしました。 

 そこで、フォーラムですけれども、「長崎県

民大学講座のご案内」という冊子をいただいた

んです。ずっと見ていったら、既にフォーラム

が11月22日、13時、長崎大学で開催をされると

いう紹介があっています。 

 今議会の部長説明はそこまで詳しく述べられ

てないので、議会が後回しになったのは残念で

はあるんですが、まず、具体的に日にちまで明

確にされているわけですから、どのような内容

で開催をしていかれるのか、お尋ねをいたしま

す。 

【宮崎人権・同和対策課長】 今年度の取組、フ

ォーラムについてのご質問でございますけれど

も、このフォーラムの企画、あるいは具体的な

組み立てに当たりましては、長崎大学の方と協

議をさせていただきながら進めており、「ダイ
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バーシティ推進センター」というのがございま

すので、こちらの方でもいろんなＬＧＢＴ等に

かかるテーマについても取りかかりたいという

ことでございます。また、若者、大学生に対し

ても十分周知していくことが必要という観点か

ら、こちらの方と連携を取りながら進めてまい

りたいと考えております。 

 日程等々につきましても、大学の方とも協議

をいたしながら設定をしているところでござい

ます。まだ、確定ではございませんけれども、

22日、あるいは21日になるかもしれませんけれ

ども、そのあたりで設定をしたいと思っており

ます。 

 そういう中にあって、多くの人にフォーラム

の実施についての広報を図りたいということで、

教育委員会の県民大学を所管しております生涯

学習課の方にもこういった話をいたしまして、

県民大学の中にも位置づけをさせていただいて

いるところでございます。 

 企画に当たりまして、具体化していくに従い

まして、いろんな関係者の方、民間も含めまし

て、県議会をはじめ、いろんな方にもご相談を

しながら、当日に向けた準備を進めてまいりた

いと考えているところでございます。 

【川崎委員】 この資料では、講座とパネルディ

スカッションというところも記載をされており

ます。パネルディスカッションですから、数名

の方が登壇をされての意見交換だと思います。

当然、的確にお答えになられるさまざまな知識

を持たれた学識者に参画をしていただくという

ことも想定をされているんでしょう。速やかに

準備を進めていって、効果をしっかりと出して

いただきたいと思っています。 

 次に、そのフォーラムですけれども、開催す

ることについても、ぜひ理解を広めるように取

り組んでいただきたいと思っているんですが、

フォーラムをやって、そこに参加をされた方、

もしくは報道機関の皆様にご協力いただいて、

こういったことに取り組んでいるんですよとい

うことで広めていくことについては、最大限効

果を発揮できるようになさると思うんですが、

やはりそれっきりということにもなりかねない

なと。理解を広めていくということについては、

時間もかかるんじゃないかと思うんですね。そ

う考えますと、やはり物理的なものをしっかり

とつくって、時間をかけてしっかりと醸成して

いくということも大事かと思います。 

 そこで、他県とか、他の地域のいろんな事例

をインターネットで調べていたんですね。そし

たら、愛知県の岡崎市がこのようなパンフレッ

トをつくっておられます。非常にカラフルで見

やすくなっているんですが、まず何のためにこ

れをつくったのかから始まって、いわゆる性の

多様性とは何ぞやと、まず、初歩的な内容。さ

らに、10代から高齢期まで、どのようなことが

課題としてあるのかという、ライフステージに

よってそれをわかりやすいように説明をされて

いました。また、教育現場において、こういっ

た課題も介在していますよということも紹介さ

れています。職場についてもしかり。Ｑ＆Ａも

載っています。全部、これだけ見ると、かなり

知識も深まるなと感心して見ておりました。 

 そして、九州では、福岡県が最近パンフレッ

トを作成されまして、福岡県は世界の情勢とい

うことも紹介をされているんですが、加えて

2020年の東京オリ・パラ、これを非常に意識さ

れています。多くの外国の方がインバウンドを

含めてお越しになるというところから、やはり

もう世界的な流れからこの2020年に向けて、日

本も国際社会の一画を担う一員ということで、
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福岡も理解を広めていかなければいけないとい

う思いで冊子を作成され、5,000部つくって配布

をされているということでした。加えて、観光

面も、おもてなしという部分からも触れられて

いるところもあります。 

 このように、他の地域では、もう既にこうい

った取組がなされているわけでして、こういう

パンフレット等もつくって理解を深める努力も

していく必要があろうかと思いますが、ご所見

を賜りたいと思います。 

【宮崎人権・同和対策課長】 数点ご質問いただ

きました。 

 まず、フォーラムについてはパネルディスカ

ッション、それから基調講演、これを中心に行

いますけれども、学識をお持ちの方に加えまし

て、当事者の方にも登壇いただきまして、いろ

んな率直なお気持ちとか、現状等についてもお

話しをいただきたいと考えております。 

 開催に当たりましては、マスコミをはじめ、

いろんな方に周知をいたしまして、多く取り上

げてもらうような努力もしてまいりたいと考え

ております。 

 また、一過性に終わるのではなく、こういっ

た事業を通じて、どこに問題点があるのか、さ

らにどういう方向で進めていけばいいのかとい

うのもしっかり把握、認識しながら、次の段階

に向けて考えてまいりたいと思います。 

 他県の情報でございますけれども、私どもも

いろいろインターネット等を活用しまして、あ

るいは直接九州の会議の中でも、こういった性

的少数者をテーマとさせていただいて、いろん

な状況把握に努めているところでございます。 

 委員ご案内のとおり、九州で申し上げますと

福岡県、あるいは福岡市が早くからこの問題に

取り組んでおりまして、ご案内のありましたパ

ンフにつきましては、観光面、県外からお受け

する時にどういうふうなおもてなしをしたらい

いかという観点で、折しも東京オリンピック・

パラリンピックがありますので、そういうもの

も十分視野に入れた内容のパンフレットになっ

ておりますので、私ども、こういったものも今

後参考にしていくべきものかなと考えておりま

す。 

 本県におきましても、こういったＬＧＢＴ等

につきまして、どういうものであるかは「ステ

ンドグラス」というリーフレットを毎年2回発

行しておりますけれども、そういった媒体を使

いまして、そこに紹介しながら、県民の方への

周知啓発を図っているところでございます。 

【川崎委員】 幅広に多くの方が理解できる、そ

ういった冊子の作成を、今年度は難しいでしょ

うけれども、来年度いろいろ検討していただき

たいと思います。 

 長崎は、人口減少で大変苦労しているところ

ですけれども、本当に大きな施策を講じていこ

うということでＩＲを、今、県も一生懸命推進

をしているところでして、認定されれば、早け

れば6年、7年ぐらいで佐世保にと。そうすると、

多くのインバウンドの方がお越しいただくと。

そういった長崎に生まれ変わろうとしている時

に、その受け入れる環境、人権に関する考え方、

これが時代遅れではいけないと思います。まさ

にこれを推進することも大事かなと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 また、別のテーマで先にやらせていただきた

いと思うんですが、特殊詐欺の対策についてお

尋ねをいたします。これは総務委員会でも、県

警に対してさまざまな取組を質疑させていただ

いたところであります。 

 被害は少なくなっているものの、ゼロにはな
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らないと。どうすればいいのかということをも

う少し知恵を出してやらないといけませんよと

いう提案というか、要望もしながら、取り組ま

れている事業として録音機の試験的な配付を県

警がなさったんです。やはり特殊詐欺の最初の

ステップは電話であると。だから、水際で止め

ていく、そういったところからやろうというこ

とで試験的に導入をされ、しばらく実績をとら

れた結果、ゼロだったんですね。被害がゼロ。

効果てきめん。最近も確認しましたが、今でも

被害はゼロと、極めて効果的なものであります。 

 その後、県も予算を取って昨年度920台購入

したということも伺っておりますが、最近の報

道では、それが倉庫に眠っていて、いわゆる現

場、必要な方にいきわたってないと。極めて残

念な内容を知らされて極めてショックでありま

したけれども、これは本当に被害をゼロにして

いこうという思いが皆さんにあるのかどうかと

非常に疑わざるを得ないと、厳しい指摘をせざ

るを得ないと思っているんですね。現在の状況

をお尋ねいたします。 

【松尾食品安全・消費生活課長】 自動通話録音

装置についてでございます。 

 先ほど委員の方からもお話がありましたけれ

ど、昨年度、県の方で920台購入をいたしまし

て、市町の希望を取った上で配付をしたところ

でございます。 

 1回目を9月20日に650台、2回目を12月4日に

270台配付をいたしております。 

 県といたしましては、今年度そのアンケート

を予定していたところですけれど、まだ、貸出

状況の把握を行っておりませんでした。そして、

先ほどありましたように5月18日に長崎新聞の

報道がございまして、委員ご指摘のような形で

利用状況が芳しくないということでございまし

た。 

 それを受けまして、5月21日に貸出実施状況

を確認いたしまして、その時点で920台中185

台、率にして20.1％ということになっておりま

した。 

 これを受けまして、我々としましても、何の

ための通話録音装置かということになりますの

で、貸出の促進を市町に図っていただくという

ことで、まず5月22日に消費生活担当課長会議

を開催いたしましたので、その際に設置の促進

を依頼いたしました。さらに、設置率が低い市

町の担当課長に、私の方から電話、あるいは面

談をした上で、直接依頼もしております。 

 それから、なぜ進んでないのかということで、

理由として広報周知が十分でないとか、福祉関

係の民生委員や地域包括支援センター等との連

携が十分でないとか、警察との連携が十分でな

いとか、それから、個人に至っては録音装置に

対する抵抗感があるというお話が市町からもご

ざいましたので、それに対しては録音への抵抗

感を緩和させるための説明例、こういうものを

事務連絡で出したり、100％貸出が進んでいる

ところもございましたので、そういう優良事例、

民生委員協議会とかに話をして、まだ希望者が

いるというところもございましたので、そうい

う紹介をして、この間対応してまいりました。 

 一昨日、6月20日現在で920台中299台、率に

して32.5％ということで、急激な増加というこ

とには至っておりませんけれど、これまで取り

かかりがちょっと遅れていた市町もございまし

たが、数字的には確実に増えてきておりますの

で、今後も引き続き定期的に数の確認とか、何

か困ったことがないかということも併せてお伺

いしながら、我々の予定としまして、9月末に

は8割程度の貸付ができるような形で働きかけ
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を進めていきたいと考えております。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

【外間委員】 本年の3月定例会で長崎県の弁護

士会から提出がありました「犯罪被害者支援等

の条例制定を求める請願」が採択できて、これ

に対して条例制定を求める意見書が提出をされ、

先ほどは松尾次長から政策等決定過程の中で、

これらの支援のあり方について、各市町担当課

長会議を開いて相談体制の整備等についてしっ

かりとお願いをし、県警や関係市町と連携を図

ってやっていくんだという大変ありがたいご報

告をいただいたところであります。 

 実はその弁護士会、司法書士会、あるいは民

間のＮＰＯ団体の方からも、消費者行政の支援

という意味でも別途ご要望等をいただいている

中で、不当な勧誘や不当な契約、不当な表示、

こういった消費者の被害が発生した場合に、消

費者を守る団体として、適格消費者団体の存在

があると理解をしているんですけれども、実は

この中身についてよくわからないものですから、

こういった消費者を守る団体とはどのような団

体なのか、よろしかったらご説明をいただけれ

ばと思います。 

【松尾食品安全・消費生活課長】 ただいまご質

問の適格消費者団体でございます。 

 消費者に関する被害が多数発生をしているわ

けですけれど、その対応としまして、不当な販

売方法等で被害が発生して、それが広がるおそ

れが非常に高いというような時に、誰かがそれ

を差し止めないと被害が拡大していくという形

になってまいります。 

 そういう不特定多数の消費者の利益を守るた

めに差し止め請求ができる団体として内閣総理

大臣から認定を受けた団体が適格消費者団体と

いうことになります。 

 この適格消費者団体が、通常の流れからいき

ますと、まず、裁判外の交渉ということで事業

者に対して申し入れをいたしまして、それでも

改善がない場合に、法に基づいて訴えを提起す

るということで、その判決によって差し止めが

可能となるということで、それ以上の被害の拡

大を防止できるというような形で、そのような

団体となっております。 

【外間委員】 ありがとうございました。その団

体は内閣総理大臣が認定するということで、そ

の差し止め請求等が可能であるということで一

定理解ができましたが、今、長崎県はそういう

団体がどのような状態になっているのか。例え

ば、そういった認定については、何か申請をし

て、全国でそういうネットを組んで消費者を守

る体制をどのようにつくっておられるのか、そ

の辺、もう少し詳しくご説明いただきたいと思

います。 

【松尾食品安全・消費生活課長】 この適格消費

者団体の全国の認定の状況でございますが、全

国では現在18団体が認定を受けております。 

 長崎県におきましては、残念ながら、まだ認

定を受けている団体がありませんが、ＮＰＯ法

人「消費者被害防止ネットながさき」が平成28

年1月に設立をされております。こちらは弁護

士会、あるいは司法書士の方、消費生活相談員

など、消費者被害に造詣の深い方たちが立ち上

げられたＮＰＯ法人ということで、現在、この

法人が総理大臣の認定を受けるべく活動をされ

ており、現時点では平成31年度の認定を目指し

ていると聞いております。 

【外間委員】 ＮＰＯ法人「消費者被害防止ネッ

トながさき」ということで、ただいまの食品安

全・消費生活課長のご説明ですと、弁護士会を

はじめ司法書士会、その他の団体で立ち上げら
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れ、平成31年度の認定を目指して運動を展開中

であるということでありました。 

 あと、これらが活動していくためには、やっ

ぱり財政支援ということが大きな課題になって

くるかと思います。 

 地方消費者行政に対する財政の支援について

は、一定地方公共団体に対して、消費者庁もさ

まざまな角度から交付金等を確保していただい

て、消費者行政予算が何とか確保できるように、

財政の支援、あるいは消費者行政の充実に向け

て、今後、私たちもいろんな角度から働きかけ

をして、この問題についてはご一緒に消費者を

守るという観点で、ぜひとも支援していきたい

と思っておりますので、今後も動向について見

守っていきたいと思っておりますので、その節

はまたよろしくご指導等をお願いしたいと思い

ます。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

【渡辺委員】 県民協働の推進の関係でお尋ねし

ます。 

 ＮＰＯ法人は、長崎県下に今どれくらいある

んですか。 

【松尾次長兼県民協働課長】4月まで501団体に

なっております。 

【渡辺委員】 つい先日の新聞に、ＮＰＯ法人が

売買されているという新聞報道があったんです

が、長崎県下におけるこういうＮＰＯ法人の売

買というんですか、そういう事例は発生してな

いんですか。 

【松尾次長兼県民協働課長】 新聞情報では、そ

の売買の対象に長崎県のＮＰＯ法人が1者含ま

れているということでございましたが、具体的

にどの法人かということは、本県の方では確認

できておりません。 

【渡辺委員】 500の団体が協働してやろうとい

うことで、今年の10月にもＮＰＯ協働フォーラ

ムを予定されているんでしょう。これは何人規

模ぐらいを予定しているんですか。大学や企業

とかを入れたフォーラムをする予定でしょう。 

【松尾次長兼県民協働課長】 こちらは、ＮＰＯ

のみならず、大学、企業、そういう方をお招き

して、いろんなシンポジウム、あるいはブース

を設けてＮＰＯの活動紹介ということを考えて

おり、まだ企画の段階ではございますが、その

ブース関係で大体30団体ぐらいを目標として

おります。なお、1日になりますので、どれく

らい集客ができるかというところですけれど、

1,000人ぐらいをお呼びしたいなというふうに

は考えております。 

【渡辺委員】 やはりこういった県民協働の推進

については大事な取組だと思いますので、ぜひ

力を入れて頑張ってください。 

 それと、交通安全の関係ですが、65歳以上の

高齢者の割合が死亡者の半分を占めているとい

うことになっているんですが、これは65歳以上

の人が運転していて死亡したのか、歩行者では

ねられて死亡したのか、その割合はどうなって

いますか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 先ほど部長の説明

にございました4月末のお話ですけれども、現

在、5月末のデータが出ましたので、5月末のデ

ータを説明させていただきたいと思います。 

 発生件数につきましては1,944件、負傷者につ

きましては2,518人、死者につきましては14人

となっております。そのうち高齢者の死者数に

つきましては6人でございまして、前年同期に

比べて7人減少しております。内訳としまして

は、運転中が2人、歩行中が4人となっておりま

す。 

【渡辺委員】 私もその65歳以上の対象者で車
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を運転しているんですけれど、高齢者の皆さん

から聞くのが、免許切り替えの時に教習か何か

で自動車学校に行かないといかんでしょう。そ

したら、2カ月も3カ月も待たないと教習所があ

かないと言うわけですよ。そういう実態はつか

んでいますか。ここの担当でいいのかどうかわ

からんですけれども、別なら別と言ってくださ

い。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 報道等で、その免

許更新時の認知機能検査とか、講習の日数がか

かっているということにつきましては承知して

おります。所管につきましては、県警の方で所

管しております。 

【渡辺委員】 どうしても農家の人なんかは車が

ないと困っている、高齢者もやむなく運転しな

ければいかん実態というのはあるので、県警の

方にもそういうのは少し緩和されるような方向

で申し入れをしておいてくれませんか。よろし

くお願いしたいと思います。 

 それと、この名刺をもらったんですけれども、

この被害者支援センターですか、ちなみに「被

害者支援センター」と「サポートながさき」は

別なんですか、一緒なんですか。場所がどこに

あるのか、教えてもらえませんか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 まず、犯罪被害者

支援センターにつきましては、駅前の交通産業

会館のビルの方にございます。 

 これにつきましては、犯罪被害者のセンター

と、県の方から委託しておりますサポートなが

さきということで両方兼ねております。 

【渡辺委員】 わかりました。駅前にこういった

ものを開設していますよということですね。あ

と、この10代の被害者は結構多いわけですね。

児童相談所との連携は、ここは十分とられてい

るんですか。 

【宮﨑交通・地域安全課長】 この「サポートな

がさき」につきましては、当然県警や病院、そ

れと児童相談所等、各関係機関との連携はとら

れております。 

【渡辺委員】 若い人たちの性被害、暴力被害が

結構今増えているので、十分連携をとっていた

だいて、少しでも犯罪被害者を少なくするよう

によろしくお願いしたいと思います。 

 それから、平成27年度の県民経済の計算の関

係でお尋ねしますが、結果的に1人当たりの県

民所得は8.7％増の238万8,000円になりました

ということだったですね。これは全国何位にな

るんですか。 

【笠山統計課長】 1人当たりの県民所得の全国

のランクでございますが、まだ公表していない

県がございます。今年は推計が全国的に大変遅

れておりまして、内閣府の方で取りまとめまし

て一定時期に公表されるとは思うんですが、多

分来月中にできるのではないかと想定はしてお

りますけれども、そういうことでランクはまだ

わかっておりません。 

【渡辺委員】 ちなみに、平成26年度は全国何

位だったんですか。 

【笠山統計課長】 平成26年度につきましては、

昨年度の推計でございますけれども、全国45位

でございました。 

【渡辺委員】 少しは上がるように期待しておき

たいと思います。 

 次に、民泊の関係でお尋ねしますが、6月27

日現在18件の届け出があったということなん

ですね、最終のデータとして。この届出制、前

回の3月定例会でもちょっと質問したんですが、

要するに届出制に対して地域住民の皆さんの理

解とか、ごみ出しの関係とか、要するに地域住

民の皆さんへの周知というんですか、これはど
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う取り組んでいますか。 

 要するに、知らない人が自分の家の近くにバ

ッグを持って来たり、親戚の人だろうかとしか

思わないわけです。そういう地域住民の皆さん

に対して、この届出のあったところの周知とい

うのはどうされているんですか。 

【加藤生活衛生課長】 民泊の地域住民への周知

ということでございますけれども、これにつき

ましては、県のホームページや広報などを活用

しまして、広く民泊の届出の必要性について広

報するとともに、民泊を実施されている方につ

きましては、県のホームページに住所と番号を

載せております。それと民泊をされている事業

者の方につきましては、届け出をされた方に標

識というものを県の方で発行しておりますので、

その標識を適正な場所に、いわゆる玄関とかに

表示をしてもらうように指導しております。 

 そういったことで民泊、周囲の住民の方がこ

の家は適正に届けられた民泊なのか、もしくは

違法なのかというところを広くわかってもらえ

るようにしておりますので、もし、そういった

標識がないようでございましたら、県にありま

す違法民泊の相談窓口等に通報していただくよ

うにしております。 

 また、5月に2回ほど、長崎市と佐世保市にお

いて事前説明会を行っております。 

【渡辺委員】 その事前説明会というのは、民泊

をしたい人たちに対しての説明会でしょう。私

が言っているのは、そこの周りの人に対して、

例えば自治会長とかに、おたくの自治会の中で

は、ここが民泊の対象者になっていますよと、

ここは県が許可をした民泊の場所ですよという

ことの周知はどうしているんですかと聞いてい

るんです。 

【加藤生活衛生課長】 周辺の方々への周知とい

うことでございますけれども、これにつきまし

ては、民泊の届け出をされる時に、県の方で周

辺住民への周知をしたチラシとか、そういった

ものを必ず提出するようにさせております。 

それで、周辺の住民の方、また自治会の会長等

に説明した内容につきまして、県の方で必ず確

認しております。 

【渡辺委員】 そういう周知は、民泊をする人た

ち、事業主の方が周知徹底をする、届け出の時

の条件に入っているというふうに理解しておい

ていいですか。 

【加藤生活衛生課長】 そのとおりでございます。 

【里脇委員長】 ほかにありますか。 

 しばらく休憩します。 
 

― 午前１１時３２分 休憩 ― 

― 午前１１時３２分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 再開します。 

【川崎委員】 2巡目、大変恐縮でございます。

先ほどは時間切れでしたので、少しまた加えて、

性的少数者のことについてお尋ねします。 

 これも一般質問の中の確認ですが、長崎市が

「パートナーシップ制度について導入を検討し

たい」という市長答弁があって、長崎県では初、

九州でも本当に先行事例だと思っているところ

でありますが、宮本議員はこのパートナーシッ

プ制度の導入に当たって、県も各自治体に対し

て促していくべきではないかと、そういった趣

旨の質問だったと私は認識をしているんですが、

画一的なものについて県が求めることは必要な

いというご答弁だったと思いますが、それはま

さしくそのとおりでありまして、それぞれの自

治体におけるサービスということについては、

それぞれの自治体の実情がありますから、画一

的なことを求めるということは、これは土台無
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理な話かと思います。 

 議員も確認はしたんですけれども、導入をこ

この市はあるけれども、ここにはそういった制

度がないよということでのばらつき、これをな

るべく是正をして、「せーの、サン、ハイ」で

このパートナーシップ制度が県下に制定されれ

ば望ましいんじゃないかと、そういった趣旨の

質問、要望だったと思っておりますが、いま一

度県の見解を求めたいと思います。 

【宮崎人権・同和対策課長】 一般質問の中でも

出ました県のパートナーシップ条例に対します

条例化でございますけれども、画一的な条例が

できないということは今ご理解をいただいたと

ころでございまして、また、県内で格差がない

ように、県が主導して、そういった推進するよ

うな内容の制度というものについてもどうなの

かということでございますけれども、県と市町

の立場から考えてみますに、やはり対等の立場

でございまして、県が一定の方向性を示すとい

うことは、市町に対しましても働きかけ、強い

形になりますので、そこのところはちょっと慎

重にならざるを得ないのかなと考えておりまし

て、この問題につきましては、いろいろ情報提

供をしたり、そういう形でやっていきたいとい

う考えでいるところでございます。 

【川崎委員】 今の段階ではそういったお考えと

いうことで理解いたしますが、もう一点、今年

度の事業で「相談デー」というものを開設され

るご予定でありますが、この相談デー、現段階

で結構ですけれども、どういった体制で臨んで

いこうとされているのか、お尋ねをいたします。 

【宮崎人権・同和対策課長】 今年度、敷居を低

くして相談しやすいような事業ができないかと

いうことで、「相談デー」ということで、いろ

んな人権課題の中でもそれを主題といたしまし

た日にちを設定してまいりたいと考えておりま

す。方法につきましては、先行事例といいます

か、他県の状況なんかも十分検討した上で、ど

ういうスタイルが本県にふさわしいのかという

のを、今、検討をしているところでございます。 

 一番難しいのは、やはり多岐にわたる相談に

対しまして的確にお答えをするということでご

ざいまして、医療的な相談であるとか、法律的

な相談であるとか、あるいは気持ちにかかる相

談であるとか、いろんなケースが想定されます

ので、まだ確定した方法というのは見い出せて

おりませんけれども、そういったことに対応で

きるような相談体制を今から構築してまいりた

いと考えております。 

【川崎委員】 今おっしゃるとおり、受ける方が

大変だと思うんです。先ほどの実態調査もそう

ですが、大変深い問題であるということの認識

を示されたわけで、それに対して対応していく

ということになると相当なスキルがないと、相

談したけれども、全然相談にも何もならんじゃ

ないかということになりかねません。十分な体

制をとって取り組んでいただきたいと思ってお

ります。 

 そういった体制を整えていただいた上での話

ですが、これも他の地域の事例ですけれども、

大阪市の淀川区というところでは、「ＬＧＢＴ

支援宣言」という宣言をなさっているんですね。

宣言したからといって、じゃ、具体何か極端な

飛び出したものがあるのかということについて

は承知しておりませんけれども、やはり皆様の

声は真摯に承ります、相談に乗りますよと、そ

ういったことを宣言されて、それに臨んでいる

という状況であります。まさに、相談デーの設

置に当たって、長崎県も本当に皆様に寄り添っ

た形でやる意識を持って臨むんですよと、そう
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いった意味からもこういった支援宣言なるもの

も示されて、その姿勢を示して臨んでいかれて

はいかがかなと思います。よろしくお願いいた

します。 

 あと一点、統計課長にお尋ねいたします。前

回、統計課としても、後のさまざまな集計とい

うことで、どちらかというと仕事は後方的なこ

とだったと思いますが、むしろそういったこと

を踏まえていろんなことを提案していく、「攻

めの統計」とあの時は申しましたけれども、そ

のような姿勢で臨むということも今後必要じゃ

ないかと。いろんな事業とか、民間ではそうで

すが、いわゆるマーケティングをやってものを

進めていくというのはごくごく当たり前なんで

すね。そういったことは、皆様、それぞれの部

署でやられているということは十分認識をして

おりますが、それを全体的に見られるのが恐ら

く統計課のお立場じゃないかと思います。 

 そういったことからも、ぜひ今後、いわゆる

後方での集計処理、それを皆さんにお知らせす

るということではなく、さらに引っ張っていく

ような、そういった姿勢で臨んでいただきたい

と思いますが、見解を求めたいと思います。 

【笠山統計課長】 委員からエールをいただいた

というふうに理解しております。ありがとうご

ざいます。 

 統計法にさかのぼるんですけれども、短く説

明します。統計というのは、やはり中立性と信

頼性ということが求められております。私、こ

のたび、訂正をさせていただいた案件につきま

して非常に重く受け止めております。信頼を損

ないかねないような事案でございまして、そこ

は深く反省しつつも、委員ご指摘のような形で、

県の中で役割を果たしていくということは非常

に重要だと考えております。 

 そういう中で前回もお話しましたけれども、

統計を円滑かつ確実に実施すると。2つ目に利

活用する。その利活用の中で、委員がお話しに

なったようなことに貢献をしていきたいと考え

ておりますが、いかんせん、現在の状況を踏ま

えますと、やはり足元をしっかり固めるという

ことにまずは注力をしていきたい。 

 併せて、実は前回、委員からご指摘をいただ

いて、和歌山県のデータ利活用センターを視察

に行ってまいりまして、それは国が設置してい

る施設なんですけれども、3本柱でやっており

ます。委員がおっしゃるようなデータ分析、オ

ンサイト施設というミクロデータの解析をその

場でできると、いろんな企業さんも使えるとい

うふうなところでございます。あるいは、デー

タの分析の事例を収集して、自治体をはじめ企

業にアドバイスをすると、あるいは人材育成を

すると、そういったポリシーで進めている施設

でございます。 

 統計の改革ということで追い風になっており

ますので、この追い風を受けて、一歩でも二歩

でも前に進んでいけるよう、夢を持って、数年

後にはそれを形にできるように取り組んでいき

たいと考えております。 

【里脇委員長】 よろしいでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ほかに質問がないようですので、

県民生活部関係の審査結果について整理したい

と思います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４１分 休憩 ― 

― 午前１１時４１分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、県民生活部関係の審査を
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終了いたします。 

 午前中の審査はこれにてとどめ、午後は1時

30分から再開し、交通局の審査を行います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午前１１時４２分 休憩 ― 

― 午後 １時３０分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会及び分科会を再開いたし

ます。 

 これより、交通局関係の審査を行います。 

 審査に入ります前に、理事者側から、4月の

人事異動に伴う新任幹部職員の紹介を受けるこ

とにいたします。 

【太田交通局長】 4月1日付人事異動によりま

して、交通局長を拝命いたしました太田彰幸で

ございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【里脇委員長】 それでは、これより審査に入り

ます。 

【里脇分科会長】 まず、分科会による審査を行

います。 

 予算に係る報告議案を議題といたします。 

 交通局長より、予算に係る報告議案説明をお

願いいたします。 

【太田交通局長】 「平成30年6月定例県議会予

算決算委員会 環境生活分科会関係議案説明資

料」の1ページをお開きください。 

 交通局関係の議案につきまして、ご説明いた

します。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第15号 知事専決事項報告「平成29年度長

崎県交通事業会計補正予算（第3号）」でござ

います。 

 これは先の平成30年3月定例県議会の本委員

会において、専決処分により措置することにつ

いて、あらかじめご了承いただいておりました

平成29年度予算の補正を3月30日付けをもって

専決処分させていただいたものであり、1ペー

ジから2ページにかけまして、収益的収支につ

きましては、記載のとおりでございます。 

 2ページから3ページにありますように、資本

的収支につきましては、それぞれ記載のとおり

でございます。 

 以上をもちまして、交通局関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【里脇分科会長】 以上で説明が終わりましたの

で、これより予算に係る報告議案に対する質疑

を行います。 

 質疑はありませんか。 

【坂本(浩)委員】 この報告の分で幾つか質問さ

せていただきます。 

 横長の説明資料の1ページのところです。こ

こに補正で減額した分の内訳、収益的収入の内

訳が書いてありますけれども、運輸収入の分で

すね。補正前に比べて5,400万円減額補正という

ことになっておりますけれども、理由としては、

いわゆる乗合、高速、貸切を含めた収入減とい

うことであります。 

 補正した後、47億4,462万1,000円という数字

ですけれども、3月定例会の時にいただきまし

た交通事業会計決算の推移を眺めてみたんです

が、平成29年度の見込みが約44億4,400万円と

いうことになっておりまして、見込みに比べる

と減額しても若干ですね、47億4,400万円です

から、3億円程度上回っているということにな

ろうかと思うんですけれども、特に定期運輸収

入の乗合の分が約2,400万円ぐらい減になった。

それから、臨時運輸収入、いわゆる貸切が約

2,600万円減額になったということです。 
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 まず、輸送人員がどれぐらいだったのかとい

うことをお尋ねいたします。 

【小川営業部長】 私の方からは、定期運輸収入

の乗合収入についてお答えさせていただきます。 

 3月専決補正におきまして約2,500万円の減

をさせていただいているわけでございますが、

今の実績見込みでございますと、定期運輸収入

につきましては、平成28年度決算値と比較いた

しまして約2,500万円の増という形で出る予定

でございます。これは県外高速を除きまして、

リムジン、シャトル、県内の都市間輸送、それ

と市内線、これを比較いたしますと、対前年度

約2,500万円の増という形で予定をしてござい

ます。 

 今回、なぜ専決減となったかということでご

ざいますが、3月補正の際に、前年度の上半期、

10月までの実績をもとに推計で補正をさせて

いただいていたわけでございますが、今年の冬

というのが非常に寒うございまして、その分で

人の動きが止まったという分も一つ大きな要素

になろうかと思っております。 

 これは、他のバス事業者の方と意見交換をさ

せていただく機会がございましたが、その折に

も各事業者とも、今年の1月、2月というのは非

常に人の動きが止まっているということで、そ

ういう厳しい状況にありますねというお話はご

ざいました。 

 全体的にリムジンや高速シャトルバス、佐世

保線などの需要が増えているということもござ

いまして、今のところ、対前年度2,500万円の増

で見ておりますが、専決では見込み過ぎという

部分もございまして約2,500万円の専決減をし

ているというところでございます。 

 輸送人員でございますが、定期の部分だけで

輸送人員のまだ細かな数値というのは実際出て

おりません。集計数の中でいきますと、高速シ

ャトルバス、リムジン、佐世保線、いずれも増

えております。また、市内線につきましても、

夏休みこども定期、プラチナパス、高齢者パス

等々の利用によりまして、利用人員自体が全体

的に増えているという状況が出ております。 

 今後、決算に向けて詳細な輸送人員の割り振

り等々をした上でお答えをさせていただきたい

と思います。 

【坂本(浩)委員】 乗合分についての数字は了解

いたしましたが、貸切の方はいかがでしょうか。 

【濵口貸切部長】 貸切の収入でございますけれ

ども、今回の専決補正では約2,600万円の減をさ

せていただいております。 

 中身でございますけれども、減の主な内容で

ございますが、概略でお話をさせていただきま

すが、県内の一般団体、こちらの方が約800万

円の減、それから県外の修学旅行、こちらの方

が約700万円の減、そして、あとクルーズ等400

万円の減、主な内容はそういうことでございま

す。 

 ちなみに、県内の一般団体の動きでございま

すけれども、こちらの方が、我々の営業活動の

中で旅行代理店といった複数の旅行代理店とお

話をする中で、非常に県内の動きが最近特に悪

いというお話を聞いております。 

 それと、他の県内のバス事業者の話からも、

県営バスと同じような動き、非常に悪い状況と

いうのがあっていると聞いております。全体的

に需要が少し減少しているのかなというのがご

ざいまして、特に年明け以降、それが顕著に出

ているということをお聞きしております。そう

いったことで減になっております。 

 それと、どうしても修学旅行は平成28年の熊

本地震の影響があり、まだ戻りきっていないと
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いう現状がございまして、こういう結果になっ

ております。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。県内の場合は、

全体的にそういう動きが悪いということが、貸

切の場合、これが大きいということですかね。

それから、乗合の分は下期の分、特に冬場の寒

さが影響したということで理解をいたしました。 

 ちょっと気になるのが、クルーズの関係が

400万円減ということでありますけれども、ち

ょろちょろと耳に入ってくるのが、いわゆるク

ルーズ船が入った時に、かなりの台数、県内で

もちろんさばききれなくて県外からも、九州外

からもクルーズ客のための貸切ツアーバスみた

いなものが来ているということなんですけれど

も、このクルーズの分について県内の動き、そ

れから、県外からの動きというのが、特に例年

と変わったようなことというのはないんでしょ

うか。 

【濵口貸切部長】 クルーズの状況でございます

けれども、委員、先ほど言われましたとおり、

県外からのバスというのが結構入り込んできて

おります。我々の感覚で、もうこれは感覚でし

かないんですが、大体3割程度は県外から入っ

てきているんじゃないかという見込みをしてお

ります。 

 それで、県内のバス事業者といたしましては、

まず、長崎県内に長崎県バス協会という団体が

ございまして、そのバス協会の中で会員の方か

らいろんな、最近、県外のバスが多いんじゃな

いかという声とかもありまして、それで県のバ

ス協会が実態調査をさせていただきました。5

月にその実態調査を行ったんですが、その時に、

会員29社中23社から回答がございまして、年明

けの2月から4月の実績でございますが、こちら

の方が23社の合計、これは受注台数ですが、こ

れが2,152台、同時期の昨年が2,350台というこ

とで、約1割程度減しております。 

 そういったこともあって、これは県外のバス

会社が法的にきちんとして、適正な手続を経て

やってきているのかどうかというのはバス事業

者ではわかりませんので、県のバス協会から九

州運輸局長崎運輸支局に要請を行ったところで

ございます。きちんと適正に、運賃、あるいは

営業区域、適正な手続を経て入ってきているの

かどうかを調査していただきたい。もし、必要

ならば適正化を図っていただきたいといった要

請を県バス協会がしております。 

 その要請の結果、長崎運輸支局の方からは、

調査をやるという話をお伺いしております。 

 とりあえず、県内バス事業者、県のバス協会

としては、長崎運輸支局の状況を見守りたいと

いうところでございます。大体クルーズはそう

いう状況でございます。 

【坂本(浩)委員】 ありがとうございました。 

 特に、バス運行の関係がありますので、特に

お客さんの安全面、先ほど言われた長崎運輸支

局の方で、違法な部分を含めてないのかどうか

というのはきちんと調査をした上で対処してい

ただきたいと思いますし、それから、クルーズ

船が過去最高に入港してくるということで、当

然県内の交流人口の拡大というのが県政の一つ

の課題でもあるわけなんですけれども、そのた

めに基本的には県内のバス会社というのをきち

んと上手に全部使うように、先ほど言われまし

た1割ほど減ということですから、そうならな

いように、ぜひバス協会の中でもそういう努力

をお願いしたいと思います。 

【里脇分科会長】 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ほかに質疑がないようですの
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で、これをもって質疑を終了いたします。 

 次に、討論を行います。 

 討論はありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。 

 報告議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。 

 報告第15号は、原案のとおり承認することに

ご異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇分科会長】 ご異議なしと認めます。 

 よって、報告議案は原案のとおり承認すべき

ものと決定されました。 

【里脇委員長】 次に、委員会による審査を行い

ます。 

 交通局は、委員会付託議案がないことから、

所管事項についての説明及び提出資料に関する

説明を受けた後、所管事項についての質問を行

います。 

 交通局長より、所管事項説明をお願いいたし

ます。 

【太田交通局長】 「環境生活委員会関係議案説

明資料」の交通局の1ページをお開きください。 

 今回、交通局関係の議案はありませんので、

主な所管事項につきましてご説明いたします。 

 （プラチナパス65について） 

 高齢化の進展に伴い、高齢者の移動手段の確

保とサービスの充実が求められる中、交通局で

は、「免許返納パス」の運用や「プラチナパス

65」の試行運用を行っており、プラチナパスに

ついては、5月31日現在で757名の方にご利用い

ただいております。 

 プラチナパス65の利用者アンケートの結果、

プラチナパスの利用により、バスの利用頻度が

平均約20％増加していることなど、高齢者の積

極的な社会参加につながるとともに、利便性向

上が図られたものと考えております。 

 利用者から高い評価が得られたことから、9

月17日の敬老の日をもって本格運用を開始す

ることといたしました。 

 高齢者が安心して利用できる移動サービスを

提供することは、公共交通事業者としての重要

な役割のひとつととらえており、今後とも、さ

らなる利便性向上が図れるよう取り組んでまい

ります。 

 （営業・広報の取組について） 

バスの利用促進を目的として、積極的な広報活

動を進めております。 

 「県営バスdeおでかけＭＡＰ」の第5弾とし

て、諫早市唐比（からこ）地区にスポットを当

てた「唐比編」を作成し、地域のお出かけスポ

ットや、夏に見ごろとなる唐比のハス園を紹介

しております。 

 地域との連携を目的に各地のイベントへ積極

的に出展しており、「第5回諫早グルメフェス

ティバル」に参加いたしました。「赤バス」を

会場に展示して、運転士の帽子やバスガイドの

制服を着用しての記念撮影などを行い、公式マ

スコットキャラクターであるポポルも参加し、

多くの子ども達や親子連れで賑わいました。 

 「県営バスフォトコンテスト」につきまして

は、お手元に資料をお配りしておりますが、100

枚を超える写真を投稿いただき、優秀作品を決

定したところでございます。 

 今後も、地域のイベントへの出展等により、

地域とふれあうことでバスを身近に感じていた

だき、バスの利用促進と地域との連携強化に努

めてまいります。 

 （夏休みこども定期券の発売について） 
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 これにつきましても資料をお配りしておりま

すけれども、昨年度初めて実施いたしました「夏

休みこども定期券」については、今年度も実施

することとしております。 

 これは子どもたちに対し、移動機会の多い夏

休みにバスの利用を促すとともに、バス利用の

促進とルールやマナーの良い学習機会につなが

るものと考えております。 

 今年度は、長崎電気軌道と連携し、県営バス

と路面電車の両方が乗り放題となる新たなセッ

ト券の販売も行うこととしており、更なる利用

促進を図ってまいります。 

 ホームページのリニューアルにつきましては

記載のとおりでございます。 

 Ｖ・ファーレン対応については、記載のとお

りでございます。 

 「長崎県行財政改革推進プラン」に基づく取

組については、記載のとおりでございます。 

 以上をもちまして、交通局関係の説明を終わ

ります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。 

【小畑管理部長】 私の方から、「政策等決定過

程の透明性等の確保及び県議会・議員との協議

等の拡充に関する決議」に基づき、本委員会に

提出いたしました交通局関係の資料についてご

説明いたします。 

 1,000万円以上の契約案件につきましては、資

料の1ページ目以降に記載のとおり、本年2月か

ら3月までの実績は7件、本年4月から5月までの

実績は1件の計8件となっております。 

 また、附属機関等会議結果報告につきまして

は、第25回長崎県営バス経営評価委員会の1件

となっており、その内容については資料7ペー

ジに記載のとおりであります。 

 以上をもちまして、補足説明を終わらせてい

ただきます。 

 よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

す。 

【里脇委員長】 ありがとうございました。 

 次に、議案外の所管事務一般に対する質問を

行うことといたします。 

 まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。 

【坂本(浩)委員】 3ページの入札結果一覧表に

自動車保険契約の入札が書いてあります。落札

が2,289万3,800円ということですが、次が落札

者と約1,000万円の差ですね。そして一番下との

差が、また1,000万円ぐらいですが、自動車保険

でこんなに違うのかなと。落札したところが一

番安いですよね。それと一番高いところで2,000

万円も違うというのは、率直にそんなに違うの

かなと思ったものですから、そこら辺を説明し

ていただければと思います。 

【小川営業部長】 今回の任意保険の契約でござ

いますが、任意保険の場合、どうしても前年度

までの事故件数とか、それによって支払われた

保険料額、そういうもの等々に基づきまして各

会社で最終的に決定をして入札をされるという

ことでございますが、全社からお話をお聞きし

てないんですが、落札した業者の方から落札後、

契約をした後にお話をお聞きしたところ、やは

り私どもが平成27年から28年にかけましてド

ライブレコーダーを全車に導入をしていると。

それによりまして事故の内容だったり、いろん
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な対応について迅速な対応が図れると。 

 それと、私どもの事故件数につきましても、

車内事故というよりは、一旦車庫に帰ってきて

からの物損事故だとか、いわゆる軽微な事故が

多かったということもあって、この保険料で自

分たちは1年間対応ができるということで判断

をしたというお話をお聞きしております。 

【坂本(浩)委員】 その事故の何といいますか、

ドライブレコーダーをつけているということで、

いろんな処理が迅速にできるという判断でこの

社は少し値引きといいますか、そんなのができ

たということなんですか。平均的に言うと、そ

ういうのがもし考慮されなかったらどれぐらい

になるんでしょうか。やっぱり2,000万円とか、

1,000万円の差はあるということでいいんです

か。 

【小川営業部長】 実際、この任意保険料という

のは、3年ほど前までは5,000万円、6,000万円

の単位まで数字が伸びておりまして、今後もそ

れが増えるという予測もございました。 

 そういう中で、ドライブレコーダー等々をつ

けてやることによって、事故後の対応というこ

とだけじゃなくて、乗務員に対する指導教育も

できるという部分もあって、そういう形で一定

の保険料を抑えることができるんですよという

お話もお聞きしておりますし、あと、各社ごと

の金額の違いにつきましては、私ども、ここの

部分については、何とも意見がしがたいという

ところでございます。 

【坂本(浩)委員】 わかりました。 

 それから、5ページのタイヤの入札結果一覧

です。2者で種類もさまざまで、ノーマルやス

タッドレス、あるいは種類によって規格とかも

いろいろあるんですけれども、ざっと見て5種

類ぐらい、1本につき1万3,000円から1万8,000

円ぐらい値段が違うんですね。もちろん、タイ

ヤというのは安全面が考慮されなければいけな

いと思っているんです。もちろん、それは考慮

した上での入札結果だと思うんですけれども、

こんなに1本につき違うものかなと率直に疑問

を感じたものですから、そこら辺について何か

考えといいますか、説明できますか。 

【小畑管理部長】 ご指摘のございました新品タ

イヤの購入でございますが、確かにこの2者の

中で金額差が生じておりますけれども、実際上

の予定価格等につきましても、事前に参考見積

り等も徴取いたしまして、過去の実績と消費者

物価指数等々を勘案した上で予定価格を設定し

た上でやっております。 

 実際に今回、応札された業者も、国内の大手

メーカーの代理店を務めていらっしゃっていま

して、納入するタイヤについてもそこのタイヤ

を納めていただいておりますので、品質等も確

保されているという中で、やっぱり交通局自体

が年間に相当数のタイヤを交換いたしますので、

それについて企業内の努力でどこまで落とせる

かということで実際入札をされたと。 

 予算もそういった形で、多分メーカーの方と

の協議だと思うんですけれども、そういった努

力の中で一定こういった、結果的には格差が生

じる状況になっております。 

【坂本(浩)委員】 安全面では問題ないという理

解でよろしいですね。ありがとうございました。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

【渡辺委員】 インタンクの軽油購入の関係で、

この6ページの枠外に「今年の4月～6月の期間

で一般競争入札に付したところ落札者がなく」

ということは、これはどういうふうに捉えれば

いいんですか。応募した会社がなかったのか、

中身を説明してください。 
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【小畑管理部長】 この欄外の表記についてであ

りますが、交通局につきましては、契約方法に

つきましては、軽油につきましては透明性の確

保という公正な競争を促進するために、原則と

して3カ月ごとに一般競争入札という形で納入

業者を決定しております。 

 今回、この分につきましては、当初4月から6

月の3カ月間という形で入札を実施いたしまし

た。実際、2者からの応札がございましたけれ

ども、結果的に不落、落札できなかったと。結

果的に予定額を上回るような価格での応札しか

なかったものですから、結果的に落札ができな

かった。となりますと、実際その後の契約、入

札を実施するまでの期間につきまして、応札が

あった業者に対して見積もり合わせをして、随

意契約をしたという形での結果がこの表になっ

ております。欄外はそういった前提で入札を行

ったけれども、落札がなくて不落になった結果、

随意契約で契約を結んだという形でございます。 

【渡辺委員】 予定価格より入札した会社は全部

上だったんですか。それで、なんでこの1者の

方との随意契約になったわけですか。その理由

は何ですか。 

【小畑管理部長】 結果的に我々が予定価格をつ

くりまして、それを上回る応札価格であったが

ために落札できませんでしたので、もう一回、

要するに予定価格を見直しまして、改めまして

予定価格をつくった上で見積もり合わせをお願

いした上で、結果的にこの価格で落札といいま

すか、契約ができたということでございます。 

【渡辺委員】 なぜこの会社に、悪いと言ってい

るわけではないんですが、なんで1者に絞って

の随意契約になったんですかと聞いているんで

す。 

【小畑管理部長】 説明不足ですみません。 

 実際、この1者ではなくて、入札参加があっ

た2者に対して見積もりを再度取りまして、結

果としてこの南国殖産が随契の相手方となった

ということでございます。2者からしていただ

いて、価格が予定価格を下回った南国殖産と契

約したということでございます。 

【渡辺委員】 わかりました。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 次に、議案外所管事務一般につ

いて、ご質問はありませんか。 

【田中委員】 参考までにちょっと聞いておきた

いんだけれども、今は昔と違って、路線バスと

か何とかの営業エリアはフリーになってきた。

自由化路線になってきたのかな。例えば、佐世

保の方にどんどん乗り入れとかはできるのか。

昔は相互乗り入れみたいな協定じゃないけれど

も、話し合いがいろいろあったようなことも聞

いているんですけれども、今はもう完全に自由

で、フリーで路線バスもやれるのか、聞かせて

ください。 

【小川営業部長】 規制緩和がなされて以降、そ

ういう路線の乗り入れ等々については、原則で

きるようになっておりますが、当然のことなが

ら、運輸局等々の手続を経て、路線の運行認可

をいただかないと運行はできないということで

ございます。 

 なお、私どもが、今、佐世保の方に運行させ

ていただいていますのは、長崎～佐世保線につ

きまして、西肥自動車の方と共同運行という形

で、私どもが1日22便、西肥自動車の方で30便

という格好で、1日52便を長崎～佐世保線で運

行させていただいております。 

 また、土日、祝日におきましては、長崎～ハ

ウステンボス線ということでの1日2往復4便を
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運行させていただいているという状況でござい

ます。 

【田中委員】 大筋はわかりましたけれども、県

北や佐世保では、県営バスというのはなじみが

薄いんだよね、昔はハウステンボス線は結構あ

ったんだけれども、途中でなくなってしまって

から。 

 もう一つは、長崎～佐世保といっても高速経

由だろうからね。そうなると佐世保営業所的な

ところから大野の方の利用は乗り継ぎでないと

行かんだろうし、手前の方は路線が決まって、

例えば私どもの早岐、広田、針尾島などという

のは、もう関係なくなってきたもんね。 

 実績としては、県北の人がどのくらい県営バ

スを使っているパーセンテージになるんだろう

か。調べたことはないんだろうけれども、1割

もないし、大雑把に1％ぐらいの感じなのかな、

県北の県営バスの利用度というのは。貸切はま

たいろいろな流れがあるんだろうけれども、路

線バス的な発想で言うと、5％もないんじゃな

いかという気もするけれども、どうでしょうか、

皆さん方、県営バスの感覚として。 

【小川営業部長】 まず、長崎～佐世保線の大野、

佐々方面への運行でございますが、共同運行し

ております西肥自動車におきましては、始発を

佐々でとって、佐世保の駅前のターミナルを経

由して長崎に来るような運行経路も、実際長崎

～佐世保線ではやっているところでございます。

一部は波佐見のインターあたりにおりまして、

波佐見のインターでも人が乗降できるという形

を、今、私どもも西肥自動車の方もとらせてい

ただいております。 

 私どもの、先ほど言いました1日22便の長崎

～佐世保線でございますが、年間約13万人の方

のご利用をいただいていると。平日は、夕方6

時、7時台のバスになりますと、1台で40人を超

えるようなお客様にご乗車いただいているとい

う状況でございます。また、ハウステンボス線

につきましても、年間7,000～8,000人のご利用

をいただいていると考えておりますので、田中

委員おっしゃるように、その率が非常に大きい

率を占めるかといったら、そうではないと思い

ますが、一定、長崎市と佐世保市の拠点都市間

の輸送については、私どもについても一定の役

割を果たしているんじゃないかと考えておりま

す。 

【八江委員】 私どもは、今の佐世保と違って、

県営バスオンリーで、市民の足として県営バス

がご苦労いただいていることには敬意を表した

いと思います。ただ、人口があんまり多くない

から、路線バスとしては明るい路線の多い区域

でもないかなと思って、そういう面では県営バ

スに非常に迷惑をかけている部分、あるいは県

民に迷惑をかけている部分もあるのではないか

と思いますけれど、ただ、県民の足としては大

きくかかわっていただいておりますので、佐世

保と違った形での貢献度には感謝はいたしてお

ります。 

 ただ、その中心になる足であります県営バス

の実態については、これからが本領を発揮して

いただかなきゃならないんですけど、その長崎

の、昨日、新幹線とか高架事業ですか、県営バ

スの車庫、本社の真ん中を通ってきているとい

うことは前から聞いておりましたけれど、あそ

こで相当の駐輪をする者に影響があっておるの

ではないかなというのと同時に、場合によって

は補償があって、逆に運営にプラスになるのか

なと思ったりもいたします。そういったものが

どのように影響があっているのかということと、

長崎駅前のターミナルビルが、今は駅の反対側
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の方にあって、これから高架事業等を含めて移

動してくると、長崎の交通体系が相当変わって

くるんじゃないか。それに対する取組といいま

すか、どの程度進めておられるのか。 

 新幹線の開通が2024年ということでありま

すから、あともう4年余りすれば、その時に駅

前もでき上がるし、そういったことについて、

今、皆さんが報告できる部分があれば、ちょっ

と報告いただきたいと思います。 

【小畑管理部長】 最初にご質問がございました

新幹線上にかかる長崎営業所、本局の方の車庫

の関係でございますが、三脚工事ということで

駐車に支障する部分が出てまいりますので、こ

れについては建設の主体である鉄道運輸機構さ

んの方から補償という形でいただいております。

さきの委員会でもご説明しましたけれども、三

脚できることによって地上権の設定に係る分の

補償と、土地が分断されますので、それに伴う

価格の下落に伴う補償ということで、合わせて

8億円の補償をいただいております。 

 実際、橋脚で支障する分の駐車場のスペース

につきましては、別途代替地を確保していただ

くということで、工事完了後までにその分を確

保していただくという形になってございます。 

【小川営業部長】 長崎駅周辺の区画整理事業に

伴います新バスターミナルの建設のスケジュー

ル関係でございますが、現在、長崎市、県の土

木部、鉄道運輸機構、ＪＲ九州の協議の中に私

どもも入りまして、毎月、長崎駅周辺整理の工

程調整会議というのを行っております。一つは

作業部会というのが長崎の方で担当者レベルで

ございまして、毎月1回、福岡で課長レベルの

幹事会というのも行っておりまして、そこで平

成34年の開業までの3カ月単位で刻んだスケジ

ュールの調整をしております。 

 当然、その新ターミナルを建設するに当たっ

て、資材の搬入経路はどうするか、もしくはヤ

ードをどこに置くのか、そういうものまで含め

て、他の工事との取り合いも含めて調整をさせ

ていただいております。 

 今のところ、予定では平成32年度の中旬には

ターミナルの新設工事に着手したいと考えてお

りまして、平成34年の新幹線開業に合わせて新

たなバスターミナルも開業できるように準備を

進めているところでございます。 

【八江委員】 今の本社のところですかね、あそ

こはたしか70億円で購入したところだったと

思いますけれども、今、一部分ＪＲとの関係で

8億円で売却をせにゃいかんとか、補償があっ

たとかということです。狭くなってくると駐車

場が少なくなってくるから代替地ということに

なります。 

 そして、バスターミナルについては、いいの

をつくっていただくのではないかと思いますけ

れども、ひとつ我々がよく、交通事業者の方々

が活動している、そういう中で鉄道運輸関係の

ＪＲ九州とかＪＲ東日本とかいろいろあります

けれども、バス事業の収入というよりも、不動

産を活用した収入というのが結構大きくなって

きているんじゃないかと。西日本鉄道なんかも

そのとおりじゃないかと思います。海外へのホ

テル展開をやっている、そういったことで収益

のアップを図って、経営の安定を図っていると

いうことになりますと、長崎駅前のターミナル

建て替えと、もう一つは諫早のターミナル、あ

るいは大村のバスターミナル、新駅との関係と

かあります。こういったものと不動産活用部分

といいますか、そういったものを一元化して経

営を立て直すというよりも、新たな挑戦という

ことも含めてやるべきじゃないかというのを、
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前から何回か申し上げたこともあったんですけ

れども、その考え方についてはどうなんでしょ

うか。検討なさっているんですか。 

【小川営業部長】 八江委員ご指摘のとおり、私

どもとしてバス事業の運送収入だけではなくて、

いろんな用途の部分からの収益によってバス事

業の不足分を補っていくということは非常に大

事なことだと思っております。 

 そこで、今回の分でございますが、長崎の新

ターミナルにおきましても、ターミナルの機能

だけでなくて、そのほかのスペースを活用した、

例えば床の貸付といったものができないのかと

いう検討も行っておりますし、また、長崎、諫

早の既存のターミナルの跡地の活用でございま

すが、これにつきましても可能な限り、私ども

として安定的な収入が得られて、補てん財源と

して活用できるようにするためにはどのような

手法を取り入れた方がいいのかということで、

いろんな調査事業も実はやっております。 

 そういう中で、今、一番のネックになってお

りますのが、長崎の場合、長崎駅前につきまし

てはＪＲ九州のいろんな商業施設だとか、もし

くは長崎市が持っております保留地の利用用途

というのがまだ確定をしないと、表に出てこな

いという部分、それと諫早におきましてはター

ミナルの前面にあります元西友の跡のビルでご

ざいますが、その活用用途がなかなか見えてこ

ないということがございますので、そういうも

のを見据えた上で、用途ができるだけかぶらな

いような形で有効利用を図りたいと思っており

まして、最終的な利用用途、もしくはその手法

につきましては、西友の跡地だとか、もしくは

長崎市の保留地の活用状況を見据えながら方向

性を決定していきたいと思っております。 

 その状況、状況に応じまして、委員会の方に

もご報告をさせていただきたいと思っておりま

す。 

【八江委員】 結構な話ではありますけれども、

状況を判断していくのは当然必要なことだと思

いますけれども、もう少し、逆に前に仕掛けて

いってやっていかないと取り残されてしまう。

残った時は一番いいものが残らんで、悪いもの

が残って、とうとうそれを県営バスが受けてい

かなきゃならないという、公共的な立場もある

と思いますから。長崎市、あるいは周辺の民間

と一緒になって、むしろ積極的に取り組みなが

らどのようなことに活用し、また展開していく

かというのを、逆に先にやっていかないといけ

ないんじゃないかなと、このように思います。 

 今、県営バスが、交通局本体と県営バス観光

という子会社がありますよね。そして県央の方

には県央バスという子会社があります。ほかの

事業所、何の事業の場合もそうなんですけれど

も、部門があるところで独立して子会社になっ

ていって、その多くのものが今バス事業者、あ

るいは交通事業者はたくさんのものを持ってい

る。不動産部門とか何とかありますけれども、

10社ぐらい持てれば本体もっかりしてくると

いうことになってくる。そのように仕掛けてい

く時ではないかなと。大きなものを、本社を触

る、それに近いターミナルを触るとなってくる

と、いえば命をかけてやっていかなきゃいかん

ことになると思いますから、路線は路線で大事

ですけれども、不動産の活用によって新たな収

入源を求めていくということになるということ

でありますので、しっかりとそういったものも

見据えてやっていただきたいと、これは要望し

ておきたいと思います。 

 それで、諫早の方につきましては、今おっし

ゃったように、県営バスのターミナルが丸々
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600坪か700坪か知らないけれども、あの土地が

そのまま残る、地元もまちづくりをするために

県営バスのターミナルをどのようにしていくか

というのが一つの大きな課題になっております。 

 そして、まちづくりという会社もまた新たに

立ち上げました。そことの連携がうまくいくか

いかないかと。あるいは市との連絡がうまくい

けるのかという問題もあります。そういうこと

を考えていくと、もう少し大胆なといいますか、

ほかの事業者がやっていることを多少は真似し

ながらも、思い切ってやるべき時がきているん

じゃないかと思いますけど、その方向性という

のは、何か新たな見出しはできないんでしょう

か。その検討結果をもう一度確認しておきたい

と思いますが、いかがですか。 

【小川営業部長】 八江委員からご指摘がござい

ました諫早ターミナルの跡地活用でございます

が、これは私どもだけじゃなくて、市の建設部

の方ともいろんな協議調整をしながら進めさせ

ていただいております。 

 そういう中で、私どものターミナル跡地をい

かに有効活用するのかという部分につきまして

は、今後、諫早市にもトップの方を含めて意見

をお聞かせいただきながらやっていきたいと思

っているんですが、いろんな形で今、コンサル

タント等々ともお話をする中で、やはり目の前

にあります西友の跡地の活用の動きというのが

どうなるかで、多分この土地の価値というもの

も変わってきますよという部分、あと、諫早駅

の再開発ビルに入るいろんな業種等々あるかと

思いますが、そういうものも少し見定めた上で

やられた方がいいんじゃないかというアドバイ

スを、実は熊本市の方からも少し受けておりま

す。私、直接熊本市の方に、駅前の再開発を熊

本市でやられておりますので、そこにも出向き

まして意見交換をさせていただいたんですが、

そういうものをきちっと見定めないと厳しい状

況になりますよというご意見もいただいており

ますので、今、委員からご指摘がございました、

前に進むべきだというご意見も踏まえまして、

少し私の方も積極的にいろんなところの情報収

集だとか、意見交換もやっていった上で進めて

いきたいと思っております。 

【八江委員】 どうぞひとつ、まちづくりの中で

は、交通等の中で一番大事なところですので、

うまくセットできればと思っております。 

 もう一つ、これは将来のことを含めてですけ

れども、諫早地区に大型のショッピングセンタ

ーを計画しているというか、私がしているわけ

じゃないんですけれども、話が進みつつありま

す。それは県下最大のショッピングセンターを

という目標なので、そうなればそこが足を集め

る大きな役割を果たすと。周辺の50万人を対象

にしたショッピングセンターをつくろうという

意味になれば、そこにバスターミナルじゃない

けど、それにふさわしいようなものができてく

る。そういったものと企業との連携も図りなが

らしていかないと、ただ、その時要望があった

から、そこに行くとか行かないとかというもの

よりも、むしろ積極的にそういったものに参画

しながら、ターミナル機能等をつくっていく必

要があるのではないかと思います。それはまだ

仮定の中ですから、そういったことを精査しな

がらやっていただきたいということです。それ

は地元のものの流れを幾らか汲み取ってとって

おりますので、情報のつもりで申し上げておき

たいと思っております。 

 最後に、クルーズ船について先ほどお話があ

りました。もう100台、何百台というバスが来

ております。16万トンぐらいのものが入ってく
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ると、5,000～6,000人ぐらいの人間がおりてき

ますので、それを輸送するには100台以上のバ

スが要りますけれども、3割ぐらいは県外の業

者が入っていると。これは新聞にも出ておりま

したけれども、我々も県内業者でできないかな

という思いもありますけれども、商売も自由で

すから、それは問題ありますけど、この1年間

でトータルして、県営バスが今のクルーズ船の

中で、車両の保有台数の問題もあるかもしれま

せんけれども、県営バスが大体何割ぐらいの稼

働したのか、あるいは何千台したのかとか、そ

ういったものを概略でいいんですけれども、

我々も聞いておきたいと思うんですけれども、

いかがでしょうか。 

【濵口貸切部長】 委員のご質問の件でございま

すが、これは貸切全体のことでご説明させてい

ただきます。（「全体とクルーズと分けて」と

呼ぶ者あり） 

 貸切事業としましては、まず、車両数が65両

現在ございます。そのうちの10台がスクールバ

スを運行させていただいております。これは私

学の高校、それから県立の学校等もございます。

残りの55台でクルーズも含めた一般貸切を運

行させていただいています。 

 稼働の方でございますが、こちらの方が平成

29年度の実績で申し上げますと、まず、稼働台

数でございます。延べ稼働台数で約1万6,000台

稼働をさせていただいております。 

 それから、1日1台当たりの貸切の収入でござ

いますが、こちらの方が約7万3,000円と、平成

29年度はこういう実態でございます。 

 それから、そのうちのクルーズの稼働台数で

すが、こちらの方が平成29年度で1,950台でご

ざいます。大体このような状況になっておりま

す。 

【八江委員】 私も諫早に住んでおりまして、諫

早にも免税店というお店があります。そこに来

るのは、全然バスの色が違ってしまって、長崎

県営バスや長崎バス、西肥バスじゃなくて、も

う全く新しいバス会社の車ばかりで、どうなっ

ているのかなと思う気持ちがいっぱいあるもの

ですからお尋ねしました。 

 ナンバーを見ますと、これは長崎なのかなと

思いますけれども、県外ナンバーが非常に多く

なってきていることは事実です。そういったこ

とがありましたので、そのあたりの取組という

か、そういったことは県内のバス協会の中でし

っかり受け止めて稼働率が高まるようにお願い

をしておきたいと思います。 

 いずれにしても、バスは、赤字路線とかもあ

り、行政が少しお手伝いをしなきゃならない政

治路線等もあります。ここを全て、ここにおら

れる議員の皆さん方はそうじゃないかもしれな

いけれども、あるところではこのバスをどこま

でもっていってくれと言われて、やむを得ずに

もっていく部分も今まではあったんです。しか

し、そうはできないとなってくると、地元で補

助を出さないと稼働していかないということに

なりますので、それは持ちつ持たれつの流れじ

ゃないかなと思いますけれども。 

 いずれにしても、別の活動でもって収入を得

なければならない独立した営業活動が必要じゃ

ないかと思いますので、先ほど申し上げました

ことを含めて頑張っていただきたいと、このよ

うにエールを送って終わりたいと思います。 

【徳永委員】 1点だけ質問ですけれども、長崎

空港から雲仙に定期バスを今、運行されている

んですか。県営バスにおいては、今後、運行の

計画等はないのか、まず、その辺をお聞きした

いと思います。 
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【小川営業部長】 今、徳永委員からご質問がご

ざいました長崎空港から雲仙の運行でございま

すが、現在、島鉄バスの方で運行されているも

のですかから、そこで需要が足りているのであ

れば、私どもがあえてそこを運行するというの

は非常に厳しいのかなと。 

 逆に、私どもは、今、長崎から雲仙までの運

行をさせていただいておりますので、そことう

まくつなげられたらいいのかなということで考

えております。 

【徳永委員】 その中で、いわゆる空港から雲仙

までの直行便が、今、島鉄さんも諫早経由でち

ょっと時間がかかるんだということで、地元か

らもそういう話があって、そのことによってな

かなか乗車率が向上しないということ。過去に

もいろいろモデルでやられたんですけれども、

そういう中でもあまり、なかなか乗車率が上が

らないということですけれども、他県の大分、

別府、湯布院などは、福岡空港を経由したバス

なんかは超満員なんですね。インバウンド、海

外の方も、長崎空港は今インバウンド、韓国、

ソウル便がありますから、そういう中で何らか

の対策をとらないと、ただただ、その乗車率が

なかなか上がらないから難しいとか、どうして

も直行じゃなくて、諫早を経由しないと、要す

るに時間の短縮ですよね、そういったものを今

後島鉄とも連携しながら、そういうことをでき

るかどうか、私はやってもらいたいんです。 

 もう一つ、今度世界遺産が決定すれば、そう

いった利用客が当然多くなると思いますので、

そのことについて今後の県営バスとしてどう考

えていくのか、お尋ねしたいと思っております。 

【小川営業部長】 私どもは、従来の島鉄バスと

非常にいろんな連携をしながら事業展開もやっ

きておりますし、実際、今、諫早のターミナル

の方で島鉄の乗車券等々の販売とか、いろんな

対応もさせていただいております。 

 そういう中で、委員ご指摘がございましたよ

うに、長崎空港から雲仙線への取組につきまし

ては、島鉄も今回、会社の体制が変わったとい

うこともございますので、親会社の方とも今い

ろんな意見交換をさせていただいております。 

 そういう中で、どういう取組をしていかれる

のかお聞きした上で、私どもとして何ができる

のか、十分に考えてまいりたいと思っておりま

す。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

【川崎委員】 2点お尋ねいたします。 

 ホームページを更新されたということで、今

拝見をいたしておりました。じっくり見させて

いただきたいと思っております。多言語化の対

応もということで、本当に国際観光都市長崎と

しての取組としては評価をしたいと思いますが、

そのホームページの中のことじゃなくて、要員

のことです。人手不足がずっと言われている中

に、この大型2種を持っている方の確保という

のは非常に難しいということはよく報道されて

いますが、現在、いかがでしょうか。確保でき

ているということでの認識でよろしいのか、お

尋ねいたします。 

【小畑管理部長】 現在、人材確保については、

交通局に限らず、他の事業者におかれても人材

不足ということで、実際交通局自体も課題と考

えております。以前と比べまして、免許をもと

もとお持ちの方の試験採用はなかなか難しくな

ったと。新たに、議会等の了解を得まして、貸

付の制度を設けたり、国の制度を活用しまして

補助金をいただいて人材育成の制度を設けたり

ということで、本来免許をお持ちでない方、未

取得の方を対象に試験採用して免許を取ってい
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ただいて乗務についていただくということを現

在取り組んでいます。 

 おかげさまで、ある程度の数については確保

できておりまして、これまでは特に免許の未取

得者については、試験を平成27年以降7回ほど

実施しておりまして、そのうち合格が53名ほど、

そのうち40名については採用いたしまして、免

許を取っていただいて、実際、配属して乗務を

行っていただいているということで、現在、そ

ういった形で何とか確保を少しずつでも、それ

でも充足できてない部分はございますけれども、

確保を図っているという状況でございます。 

【川崎委員】 収益を上げるに当たって稼働率を

高めていく、一方ではそれを運転していく乗務

員がいないとなると、計画がうまくいかないと

思いますので、この採用については長期的な展

望も必要かと思いますので、しっかりとお取組

いただきたいと思います。 

 もう一点お尋ねしたいのは、バスのロケーシ

ョンシステムです。前回の議会の時にお尋ねを

させていただきました。 

 これは1社で考えていくことじゃなく、行政

も含めたところで、他社も一緒になってこのロ

ケーションシステムということを考えていくべ

きだということは局長の方からご答弁があった

わけですが、私も一方では議員を通じてロケー

ションシステムを、交通を所管する委員会の担

当課の方にも呼びかけをさせていただいている

ところです。 

 特に、よく仕事で東京や大阪に行った時に、

必ず地下鉄等々は検索システムが充実をしてい

て、会社を越えて乗り換えもスムーズですね。

ロケーションシステムとはちょっと違いますけ

れども、時刻検索ですが、電車は大体時刻どお

り来るのでいいんですけれども、極めて便利と

いうか、何も持たずして、そこでいろんなこと

が利用できるということになっているわけです。

国際観光都市長崎としても、そういったところ

も踏まえて、やはり地域全体で充実させてほし

いなということについては要望したいと思って

おります。 

 ただ、一方では、なかなかそういったシステ

ムを開発、構築していくということでいけば、

実際、バスロケーションですから、バスがどこ

にいるのかというところからインフラを整備し

ないといけないという課題もあろうかと思いま

す。 

 一つ強調して申し上げさせていただきたいの

は、これは県営バスがどうなのかということに

ついて改めて教えてほしいんですが、全てのバ

スが車いす対応になっているのかどうか。実は

車いすが乗れるバスというのが限定をされてい

るのであれば、どれに乗っていいのかというこ

とについて一回一回お尋ねをしないと、この日

はこの時間にどう来るかというのがわからない

というお声も賜ったんですね。そうすると、自

分の乗りたいバスが例えばスマートフォンでも

検索できて、それが今、自分がいるバス停に何

時頃来るかというのがわかると非常にありがた

いと。障害者の皆様、とりわけ足が不自由な方

がそう思っておられると。いわゆる車いすのま

ま乗りたいと、そういうご意見も賜った部分も

あります。 

 そういった高齢者、障害者、車いすをお持ち

の方ということに対するサービスの提供と、あ

とはもう国際観光都市として、本当にそういっ

た快適なサービスを提供するという観点から、

このロケーションシステムをどのようにお考え

になるか、いま一度お尋ねしたいと思います。 

【小川営業部長】 まず、障害者対応の件でござ
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いますが、私ども、全ての車両が車いすで乗車

できるという車両には当然なってございません。

トップドア等々については、下にトランク等々

があるものもございますので、当然そういうも

のについては車いすが乗車できないということ

で、車いすが乗車できる車両については、車両

自体には車いすで乗車できますよという表示を

してございますし、また、私どもの路線地図の

中に、このバス停であれば車いすの乗降ができ

ますという表示もさせていただいております。 

 また、年に一度、障害者団体の方々との意見

交換の場も私ども設けておりまして、そこでい

ろんなご意見があった部分もございますので、

その対応といたしまして、そういう時刻表だと

か、そういうものもご提供をさせていただきな

がらやらせていただいているという状況でござ

います。 

 それと、バスロケーションシステムについて

でございますが、これは委員ご指摘のとおり、

私ども単独一社でという話では当然ないと思い

ますので、どういうところでどういう形で必要

なのか。今、他のバス事業者とも、例えばバス

停の標柱をやり替える時に、今年度、4月に一

つやったんですが、従来2本立てていたものを1

本にして表裏使いましょうという形もやってい

ますし、先日、私の方からお話をさせていただ

いたのは、従来から2本のバス停の標柱の費用

を、2本分を合わせて1本にして、少しでもいい

グレードのものをつくっていきましょうという

お話をさせていただいております。 

 そういう中で行政の支援等も交えながら、拠

点バス停においてはどういう形で、そういうバ

スロケーション等々含めて、上屋とか、環境が

整ったバスの待合スペースを確保していくのか

というのは非常に大きな課題であろうかと思っ

ております。 

 また、時刻表の検索につきましては、私ども

関東の方の大手の会社の方にそういう時刻表の

提供もしてございますので、その検索の中で私

どもの部分も出てくるという形には現在なって

おりますので、できるだけそういうネットワー

クも広げていって、利用できる方が広がればと

考えております。 

【川崎委員】 ありがとうございました。いろい

ろ工夫をしていただいて、これから、例えば高

齢化が進展をしていって、免許の返納等のいろ

いろ支援策も取り組んでおられるように、公共

交通機関というのは、人口減少が厳しい中にお

いて、今からむしろ皆さんにご利用いただく機

会というのが多分に増えていこうかと思います。

そういった中において利用しやすいような環境

を整えていく、そういったことについては少し

工夫をしていく必要があるんだろうと思ってい

ます。 

 時刻どおり来ないというのが、道路事情もあ

りますけれども、そういった中において、いく

ばくなりとも快適さを提供するという意味でい

くと、誰しもがスマホを持つような時代であり

ますし、こういった工夫をしていただいて、投

資もあろうかとは思いますけれども、皆さんで

協議していきながら、取り組んでいただきたい

というふうに要望いたしておきます。 

【里脇委員長】 ほかにありませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ほかに質問がないようですので、

交通局関係の審査結果について整理したいと思

います。 

 しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時３８分 休憩 ― 
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― 午後 ２時３８分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 これをもちまして、交通局関係の審査を終了

いたします。 

 引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員間討議を行います。 

 理事者退席のため、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時３９分 休憩 ― 

― 午後 ２時４０分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 今定例会で審査いたしました内容、結果につ

いて、7月4日（水曜日）の予算決算委員会にお

ける環境生活分科会長報告及び7月6日（金曜

日）の本会議における環境生活委員長報告の内

容について、協議を行います。 

 それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。 

 協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ありません。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。 

 それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。 
 

― 午後 ２時４１分 休憩 ― 

― 午後 ２時４１分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 環境生活分科会長報告及び環境生活委員長報

告については、協議会における委員の皆様のご

意見を踏まえ、報告させていただきます。 

 次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。 
 

― 午後 ２時４２分 休憩 ― 

― 午後 ２時４３分 再開 ― 

 

【里脇委員長】 委員会を再開いたします。 

 閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。 

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕 

【里脇委員長】 それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。 

 これをもちまして、環境生活委員会及び予算

決算委員会環境生活分科会を閉会いたします。 

 大変お疲れさまでした。 

 

― 午後 ２時４４分 閉会 ― 
 

 



平成３０年６月定例会・環境生活委員会・予算決算委員会（環境生活分科会）（６月２８日） 

- 98 - 

 



環境生活委員会委員長　　里脇　清隆

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果
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